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要約 
 
再生可能エネルギーは、社会に多くの便益をもたらす。二酸化炭素排出量削減に加えて、地域の環境的及び健康上

の便益の構築、（特に農村への）エネルギーアクセスの促進、エネルギー技術及びエネルギー資源のポートフォリ

オを多様化することによるエネルギー安全保障目標の進展、潜在的な雇用機会による社会的及び経済発展の向上な

ど、多くの目標を達成するために、政府は再生可能エネルギー（RE）政策を制定してきた。エネルギーアクセス

や社会的及び経済的発展は、発展途上国において主な動因であったが、一方で、安定したエネルギー供給の確保や

環境的懸念が先進国においては最も重要であった。 
 
様々な要因によって刺激を受け、ますます増加し、多様化した再生可能エネルギー政策によって、近年、再生可能

エネルギー技術の大幅な成長が促進された。政府の政策は再生可能エネルギー技術の普及加速に重要な役割を果た

してきた。同時に、すべての再生可能エネルギー政策が、再生可能エネルギーの急速な、あるいは大規模な普及拡

大に効果的かつ効率的であると証明されたわけではない。 政策の重点は、再生可能エネルギーの冷暖房及び運輸

を含むために、再生可能エネルギー電力へのほぼ完全な集中から広がりつつある。 
 
再生可能エネルギー政策は、様々な障壁の克服を支援することによって、再生可能エネルギーの導入量の増加を促

してきた。再生可能エネルギー特有の政策立案の障壁（情報・意識啓発上の欠如など）、 実施の障壁（開発中の

再生可能エネルギー技術に適合するための教育及び研修を受けた労働力の欠如など）、及びファイナンスの障壁（市

場の失敗など）は、再生可能エネルギーの普及をさらに妨げる可能性がある。再生可能エネルギーの広範な応用に

より、政策がこれらの障壁に対処し、既存のシステムへの再生可能エネルギーの統合に必要なインフラの欠如など

の課題の克服に役立つことが必要となる。 
 
特に再生可能エネルギーを促進するために、制定された政策メカニズムは多様化し、すべてのエネルギー部門への

応用が可能である。それらには、税控除や払い戻しなど財政上のインセンティブ、低利融資など公共ファイナンス

政策、クォータ制のような量主導の政策、電力の固定価格買取制度、熱利用義務（heat obligation）、バイオ燃料の

混合要件など、価格主導の政策などの規制が含まれる。政策は部門特有である可能性があり、地方、州・県、国レ

ベル（一部の事例では地域レベル）で実施され、両国間、地域的及び国際的な協力によって補完される。  
 
公的な研究開発（R&D）への投資は、その他の政策手段、特に新しい再生可能エネルギー技術への需要を同時に

強化する再生可能エネルギー普及政策によって補完される場合、最も効果的である。また、研究開発及び普及政策

はどちらも、研究開発における民間部門の投資などを誘発し、正のフィードバックサイクルを作りだす。特定の技

術の発展における早期の普及政策の制定は、民間の研究開発を生じさせることにより、学習を加速することが出来

る。そして、次にコストをさらに削減し、技術使用に対するさらなるインセンティブを提供する。 
 
一部の政策要素は、再生可能エネルギー普及の急速な拡大において、より効果的及び効率的であることが示されて

きたが、全ての政策に合う雛形的政策はなく、政策の組み合わせ、その設計や実施もまた重要である。効果と効率

を確実にする主要な政策要素には、コストを相殺し、社会的便益を生む適切な値、ネットワーク及び市場へのアク

セスの保証、リスク低減のための長期的協定、管理の包括性や簡便性が含まれる。  
 

・ いくつかの研究によって、主に長期的な固定価格または割り増し金支払いの組み合わせ、ネットワーク接

続、及びすべての生成した再生可能エネルギー発電の買取保証のために、 再生可能エネルギー電力の促進

において一部の固定価格買取制が効果的及び効率的であることが結論付けられた。クォータ政策は、たと

えば長期的な契約など、リスク低減を目的とした場合、効果的かつ効率的であり得る。  
 
・ ますます多くの政府が、再生可能エネルギーの冷暖房への財政上のインセンティブを採用しつつある。再

生可能エネルギーによる熱使用の義務は、公的ファイナンスに依存せず、成長を促進する潜在性で注目を

集めている。  
 
・ 運輸部門では、再生可能エネルギー燃料義務化と混合要件は、ほとんどの近代的バイオ燃料産業の発展に

おける主要な動因である。その他の政策には、直接政府支払い、または減税が含まれる。政策は国際的な

バイオ燃料取引の発展に影響を与えている。 
 
技術、市場、及びその他の要因が発展する中で順応出来る柔軟性が重要である。設計及び実施の詳細は、政策の効

果や効率を決定する際に不可欠である。明白で持続的な政策の枠組みにより、投資リスクの低減が可能になり、再

生可能エネルギーの普及や低コストでの活用の発展を促進することも出来る。 
 
政策の混合は一般に、再生可能エネルギーへの様々な障壁に対処するために必要とされる。さらに、実例から、様々

な政策や、政策の組み合わせは、技術的成熟度、手ごろな資金の利用可能性、そして地域的及び国家的な再生可能

エネルギー資源の主原料のような要因次第で、より効果的かつ効率的になり得ることがわかる。  
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この後数十年にわたってエネルギー部門を 1 つの低炭素燃料及び技術を基盤としたものに変換することが目的で

あるなら、短期的だけではなく、この期間中すべてにわたって、コストを最低限に抑えることが重要である。その

計算に、すべての社会的コスト及び便益を含むことも重要である。再生可能エネルギーに関連するコストと便益の

統合的分析を行うには、非常に大きな努力が必要である。なぜなら、正味の影響を判断するには、あまりにも多く

の要素がかかわっているため、そのような取り組みは相当な制限と不確実性に直面するからである。国及び地域の

経済へのそのような影響を調査した研究はほとんどないが、実施されてきた研究は、一般的に、正味のプラスの経

済的影響を見つけてきた。  
 
2 つの別々の市場の失敗により、もし排出市場（あるいは一般的に温室効果ガス価格政策）が存在したとしても、

技術的発展への高い潜在性を有する革新的な再生可能エネルギー技術の追加的支援の根拠が生まれる。最初の市場

の失敗は温室効果ガス排出量の外部コストを指し、2 つ目の市場の失敗は、イノベーションの分野においてである。

つまり、企業が再生可能エネルギー技術の習得に対する投資の将来への便益を過小評価している場合、また企業が

これらの便益を十分に割り当てられない場合、企業はマクロ経済的視点から見て最適と考えられるよりも少ない額

の投資を行う。温室効果ガス価格政策に加えて、技術的発展の関連した機会が用意される予定の場合（または、気

候緩和を超えるその他の目的を達成しようとする場合）、再生可能エネルギー特有の政策は、経済的観点から適切

である可能性がある。ロックイン効果、炭素リーケージ、リバウンド効果のような潜在的な逆方向の影響は、政策

のポートフォリオ設計において考慮されなければならない。  
 
再生可能エネルギー技術は、「促進的」政策と併せて実施された場合、気候変動緩和においてますます大きな役割

を担う可能性がある。再生可能エネルギーに関して好ましいまたは促進的環境は、エネルギーシステムにおけるイ

ノベーションを促すことによって生み出されることが可能である。たとえば、特定の政策とその他の再生可能エネ

ルギー政策、またその他のエネルギー政策及び非エネルギー政策（農業、輸送、水管理、都市計画などを対象とし

たものなど）との可能な相互作用に対処すること、プロジェクトの構築や立地決定のための資金及び建築許可を取

得する再生可能エネルギー開発事業者の能力を理解すること、再生可能エネルギーの導入及び出力のためのネット

ワーク及び市場へのアクセスに対する障壁を除去すること、技術移転を可能にすること、そして教育や意識啓発を

向上することによってである。 同様に、「促進的」環境の存在によって、再生可能エネルギーを促進するための

政策の効率及び効果を拡大することが出来る。 
 
再生可能エネルギーの長期的な目的と経験から学ぶ柔軟性は、高い費用対効果と再生可能エネルギーの高い浸透性

を達成するには不可欠であることを、文献は示している。第 10 章で分析されたエネルギーのシナリオは、導入率

次第で、2050 年までに一次エネルギーにおける再生可能エネルギーの割合が最高 77%まで浸透する ことを示して

いる。再生可能エネルギーの高い割合と共に温室効果ガス濃度安定化レベルを到達するには、今後数十年にわたっ

て、今日のエネルギーシステムにおける構造的な転換が必要となる。低炭素エネルギーへのこのような移行は、 （た

とえば、木材から石炭へ、または石炭から石油へといった）以前の移行とは違っている。というのも、移行期間と

して利用可能な期間は数十年に限られており、また再生可能エネルギーは、さらに再生可能エネルギーが浸透した

将来において必要とされるだろうエネルギー構造とは全く異なる既存のエネルギー構造において構築されたシス

テムへと発展及び統合しなければならないからである。  
 
構造的な転換には、リスクを低減し、再生可能エネルギーや関連するインフラへの投資に関する時間枠にわたって、

安定性を提供する魅力的なリターンを可能にする政策の枠組みの組織的発展が必要となる。適切で信頼性の高い手

段の組み合わせは、エネルギーのインフラが依然として開発途上であり、エネルギー需要が将来において増加する

と推測される場合にはさらに重要である。 
 
 

11.1 序論  
 
これまでの章で議論されたように、再生可能エネルギーが気候変動緩和において果たす役割の可能性は重大である。

再生可能エネルギーの容量は世界中で急増しており、再生可能技術への政府の関心は、気候緩和、エネルギーへの

アクセス、安定したエネルギー供給、雇用創出やその他の様々な要因によって促進される。しかし、多くの障壁は、

再生可能エネルギーのさらなる発展を阻み続けてきた。 
 
第 10 章でのシナリオは、再生可能エネルギーが気候変動緩和において果たすことの出来る役割は、再生可能エネ

ルギーの普及率に応じて、比較的小さいものから非常に大規模なものまで多岐にわたる可能性があることを示して

いる。同時に、この普及率は、エネルギーアクセスまたはエネルギー安全保障も含むいくつかのエネルギー関連の

課題の 1 つとして、気候変動に対処する最良の方法に関しての社会及び政府の選択に左右される。再生可能エネル

ギーが、気候変動緩和に多大に且つ急速に貢献する可能性がある場合、様々な形の経済支援政策や促進的環境を作

り出す政策が必要とされる可能性が高い。 
 
再生可能エネルギーの政策は部門別に設定可能である。また、すべての政府レベルで、つまり地域、州・県、国家
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単位での実施や、二国間、地域間、国家間の協調によって補完することも可能である。国際エネルギー機関（IEA）

のような国際機関は、加盟国に対してエネルギー資源や政策についての助言を行うことができ、欧州委員会のよう

に、指令（Directive）を制定出来る組織もあれば、理解や意識啓発を主に強化し、情報の分配を行う組織もある（21
世紀のための再生可能エネルギー政策ネットワーク（REN21）や国際再生可能エネルギー機関（IRENA）など）。

国家政府は法律を制定し、様々な政策を決定し、規制やその他の権能的な環境的側面を適合させ、あるいは構築す

る。国家、州または地域、市または区のイニシアティブが、地元の政策の有力な支援となる可能性がある。一部の

国では、規制機関や公益事業が責任を与えられているか、または独自のイニシアティブで再生可能エネルギーのメ

カニズムの支援を計画し、実行する。あらゆるレベルの政府が、その他の政府、組織、企業、コミュニティー、ま

た個人からであれ、「学ぶ」（Thelen, 1999; Breukers and Wolsink, 2007a）ことが出来、過去の政策を柔軟で反射的

に評価出来るかということが、実験し最良の政策を捜し求める上で（Smith et al., 2005）、また有用である。本章で

は、これらのあらゆる主体の役割を分析するが、主として政府及び政策立案者に焦点を当てる。 
 
再生可能エネルギー政策は、技術開発の基本的な研究開発から、再生可能エネルギーシステムの普及やそれによっ

て生産された電力、熱または燃料を支援することにまで及ぶ。普及政策には、財政上のインセンティブ（税務政策、

リベート、補助金など）、公的ファイナンスメカニズム（融資や保証など）、及び 規制（固定価格買取制度、ク

ォータ制、建築物への導入義務化、バイオ燃料混合義務化など）が含まれる。 
 
政策の対象となっている再生可能エネルギーのプロジェクト及び生産は、再生可能エネルギー源（タイプ、場所、

流量またはストックの特徴、ばらつき、密度）、技術（タイプ、何年製か、成熟度、プロジェクトの規模）、所有

者（世帯、共同組合、独立企業、電気公益事業）、及び何らかの方法で測定可能なその他の特質によって限定され

る可能性がある（Jacobsson and Lauber, 2006; Mendon.a, 2007; Verbruggen and Lauber, 2009）。再生可能エネルギーは、

配電（利用可能性）の時間や信頼性、再生可能エネルギーのネットワークへの統合に関するその他の測定基準とい

った、新たな評価因子によって評価される（Klessmann et al., 2008; Langniβ et al., 2009）。また、再生可能エネルギ

ー普及を促す環境を作り出すために、政府やその他の主体が出来ることもたくさんある。本章では、政策立案者に

利用可能なオプション、及び再生可能エネルギーの発展における政策の役割を調査する。政策は技術を促進し、市

場を刺激することが可能であるが、補完的な非再生可能エネルギー政策は投資家たちに安心をもたらすため、さら

なる普及を可能にする。よって、本章では、政策の役割やファイナンスを、利用可能で手頃にする権能的な環境に

ついて取り上げ、また、効果、効率、平等性、制度的な実現可能性など多くの基準に基づき、政策を評価する。本

章では、政策立案者に再生可能エネルギーの普及や浸透の望ましいレベルを達成するための様々なオプションを提

供し、特定の各部門における以下の疑問について答えることを目的とする。 
 

・ 再生可能エネルギー特有の政策支援は、なぜ、そしてどのような状況の下で必要とされるのか（11.1 節）？ 
 
・ 再生可能エネルギー政策、財政、及び投資における世界的な現在の傾向はどのようなものか（11.2 節）？ 
 
・ 気候変動緩和に加えて、再生可能エネルギーを促進する政策を制定するよう政策立案者に促す要因は何か？これ

らの動因は、発展途上国及び先進国ではどのように違っているか（11.3 節）？ 
 
・ 再生可能エネルギーの政策立案、実施、財政における障壁は何か（11.4 節）？また、政策は、再生可能エネル

ギーに対する様々な障壁を克服するのにどのように役立つか（11.5 節、11.6 節、及び 11.7 節）？ 
 
・ 様々な最終消費部門において再生可能エネルギーを促進するためには、どのような政策オプションが利用可能で

あるか（11.5 節）？ 
 
・ これまでのこれらの政策オプションを有する実例がどのようなものであったか、またどれが最もうまくいったか、

そしてそれはどのような状況の下であったか（11.5 節及び 11.6 節）？ 
 
・ 再生可能エネルギー政策は、気候政策（11.5 節）及びその他の種類の政策（11.6 節）とどのように相互作用

するか？ 
 
・ 気候変動緩和を目的とした、再生可能エネルギー浸透の様々な段階を達成するのに必要な関連政策のどのような

組み合わせによって、障壁を克服出来るか（11.7 節）？ 
 
本章の残りの部分では、上記の疑問の一部を取り上げ始めるが、まずは、気候変動を緩和するために、気候政策（炭

素価格設定）と共に再生可能エネルギー特有の政策を必要なものとする状況に基づく文献の概要から始める。 
 

11.1.1 再生可能エネルギー政策の論理的根拠 
 
再生可能エネルギーは、社会に多くの便益をもたらす。二酸化炭素排出量削減に加えて、再生可能エネルギー技術

は、地域の環境的便益や健康上の便益と関連し（11.3.1 節及び 9.3.4 節）、特に地方におけるエネルギーアクセス
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を促進することが可能であり（11.3.2 節及び 9.3.2 節）、エネルギー技術や資源のポートフォリオを拡大すること

によってエネルギー安全保障を向上させることができ（11.3.3 節及び 9.3.3 節）、雇用機会や経済成長を作り出す

ことによって社会的及び経済的発展を改善する（11.3.4 節及び 9.3.1 節）。 
 
一部の再生可能エネルギー技術は現在の市場エネルギーの価格と広範囲にわたり競合している。広範囲にわたる競

合をしていない別の再生可能エネルギーの多くも、一定の状況下（有利な資源状態を有する地域、またはその他の

低コストのエネルギー供給用のインフラが不足している地域など）では競合するエネルギーサービスを提供してい

る。 しかし世界の大部分の地域においては、いまだに再生可能エネルギーの普及拡大の促進には政策措置が必要

とされている（10.5 節）。 
 
マクロ経済的視点から考えると、市場の歪みが存在する場合、政府の介入は正当化され得る。特に再生可能エネル

ギーに関する 2 つの市場の失敗がある1。 
 

1） イノベーションによる便益の不完全な占有可能性。具体的には、新たな低炭素技術の研究開発（R&D）、

イノベーション、普及及び導入は、多くの場合、イノベーターによって得られた便益よりも、社会に対して

広範囲の便益を生み出す（Jaffe, 1986; Griliches, 1992; Jaffe et al., 2003, 2005; Edenhofer et al., 2005; Popp, 2006b）。

技術習得への投資の（将来的）便益について、企業が過小評価している場合、あるいは企業がこうした便

益を使用出来ない場合、マクロ経済的視点から見て最適と思われるより少ない額の投資を行う。よって、特定の

再生可能エネルギー政策（固定価格買取制度、またはクォータ制など）は、技術的習得及び波及効果に関連する

市場の失敗に対処するために、正当化され得る。 
 
2） 化石燃料燃焼の外部コスト。地球温暖化や地域的な汚染からの損害は通常、関連する外部コストが意図的

に内部化されない限り、企業によって考慮されない（Pigou, 1920; Cropper and Oates, 1992）。結果として、エ

ネルギー効率の向上及び再生可能エネルギーを含む低炭素技術への過少投資につながる。実施された場合、

炭素価格（炭素税、排出権取引計画により、または暗黙的に規制を通して）は、費用効率の高い緩和措置

の組み合わせを生み出すと推測される。いかなる追加的な市場の失敗もさらなる歪みを導入する新たな市

場の失敗にはならない（Stern, 2007）。 
 
2 つの市場の失敗が存在する場合、社会的に最適な結果を獲得するためには、2 種類の政策が必要となる可能性が

ある。再生可能エネルギーに関連した 2 つの市場の失敗に関して、炭素価格、及び新技術の研究、発展、普及の支

援が必要となるだろう。そうでなければ、2 つの目的（温室効果ガス（GHG）排出コストの内部化と低炭素技術の

イノベーションと普及の促進）は、おそらくある程度、目的の 1 つを犠牲にし、お互いにトレードオフしなければ

ならない。たとえば、炭素価格設定はそれ自身、新たな低炭素技術に対して研究開発の投資を少なく供給するだろ

う（Rosendahl, 2004; Rivers and Jaccard, 2006; Stern, 2007, Ch. 16; Fischer, 2008; Fischer and Newell, 2008; Otto et al., 
2008）。 
 
寡占、不完全競争、既存の補助金、ネットワーク経済、情報障害、労働市場の失敗と気候変動の影響を超えた非内

在的環境効果及び健康効果など、再生可能エネルギー技術を妨げる障壁はさらにある（Sorell and Sijm, 2003; Sjögren, 
2009; 1.4.2 節, 9.5.1 節と 9.5.2.1 節も参照）。規模の経済から便益を受けているだろう技術が義務としてかかってく

るエネルギー公共事業は、低炭素の競争相手の参入に抵抗する可能性がある。炭素集約型インフラへの過去の投資、

及びそのインフラに基づく工学的な知見は、関連する技術への固定化を生み出す可能性があり、再生可能エネルギ

ーのイノベーションと統合を妨げる（Unruh 2000; Acemoglu et al., 2009） 
 
エネルギーシステムの変換は、大規模な投資が必要であり、数十年間にわたり資本を潜在的に結びつける。よって、

そのような目的に対して、投資家には、明確で安定した構成の規制条件と、投資リスクを分散させるための発達し

た資本、保険料、将来の市場が必要となる。資本市場に関しての情報の非対称（技術のイノベーション、学習、及

び潜在的普及などに関して）は、認識されたリスクを増加させるため、投資のコストもまた増加する。これは特に

高い資本コストに悩まされる資本集約型技術としての一部の再生可能エネルギー技術に関連性がある（11.4.3 節）。 
 
実際に、政府は「理想的な」炭素価格設定、または低炭素研究開発の「理想的な」支援をまだ実施していないため、

気候の外部不経済に対して効果的に取り組むための、より強力な再生可能エネルギー普及政策など、追加的な「2
番目に良い」政府介入の役割が存在する可能性がある。炭素価格は多くの場合、存在しないか、あるいは関連する

社会的なコストの推定値よりも低く（Stern, 2007; Tol, 2009）、低炭素投資への大規模な移行対して十分信用性のあ

る基礎を提供してこなかった（例として、イギリスに関する気候変動委員会 2010（CCC、2010）などを参照）。

その上、政府は、事前に長期間に渡る約束をすることが出来ないため、長期的な炭素価格設定に関する政府の政策

には世間一般の信頼に欠ける（Ulph and Ulph, 2009）。将来の規制に関する不確実性、またエネルギーの組み合わ

せにおける再生可能エネルギーの将来の役割に関する不確実性は、資本集約的な長期的投資を妨げる。それは、実

                                                        
1 両方の市場の失敗は、研究開発や技術習得によるコスト削減につながりやすいそれらの再生可能エネルギー技術に関
して、同時に考慮されなければならない。 
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際の世界における政策立案者は、ロビー活動やレントシーキング、またそうした政策の行政のコストなどを含めた

政策コストや便益に関する不確実性にさらされているということを思い起こさせる有益なものである。 
 
コストの不確実性や、再生可能エネルギーに特有な市場の失敗と障壁との複雑な関連性によって、再生可能エネル

ギーの動因及び相乗便益各々に対する再生可能エネルギーの最適な普及レベルを決定することが難しくなる。本章

の残りの部分では、意思決定者は、多数の社会的な目的のどんなものでも達成する手段として、再生可能エネルギ

ーの普及拡大を意図している、つまり気候変動緩和は、多くの目的のうちの 1 つと考えられている、と仮定してい

る。それにもかかわらず、再生可能エネルギー政策と気候政策はお互いに影響を与え合い、予期せぬ結果につなが

る可能性があるため、この 2 つの政策の複雑な相互作用は、考察のための重要な構成要素として、本章の後半で再

検討する（11.5.7.3 節参照）。 
 

11.1.2 政策のタイミングと強み 
 
展開政策に対する研究開発政策の調整のタイミング、強み、レベルは、その政策の効率と効果、社会に対する総コ

ストに対し、次の 3 つの方法で影響を与える。 
 

（1） 国が再生可能エネルギーを直ちに促進するか、あるいはコストがさらに下がるまで待つか。多くの再生

可能エネルギー技術は、エネルギー市場価格と現在のところまだ競合していないが、再生可能エネルギ

ーの生成コストの均等化発電原価は過去において大幅に下がった。これらの技術の多くはいまだにそれ

ぞれの開発チェーンの初期段階にあるため、特にこれらの技術が、研究、開発、実証、及び普及プログ

ラム（RDD&D）によって適切にサポートされている場合、さらなるコスト削減が将来期待される（IEA, 
2008b, 2010a）。第 10 章では、化石燃料技術との完全な競合性を獲得するために、損益分岐点に到達す

るまで、大規模な先行投資が必要とされると結論付けており、それらの投資がなされるべき時期は、目

的に依る。国際社会の目的が、平均的な世界の気温増加を 2°C で安定することであるなら、低炭素技術

への投資を直ちに開始しなければならない。あまり厳しくないレベルが選択された場合、もう少し時間

の猶予があるだろう。 
 
（2） 国が再生可能エネルギーを支援すると決断した場合、その後の研究開発政策が普及政策に移行するタイ

ミング、強さ、及びコーディネート（Nemet, 2006; Junginger et al., 2010）。これについては 11.5.2 節にお

いて議論されている。 
 
（3） 加速させる「市場需要」政策と緩やかな「市場需要」政策の実施のコストと便益の比較についての重要

な議論。この議論には 2 つの目的が関連する。1 つめは、市場の成長を「活性化する」ためにクリーン

なエネルギー技術を急速に普及させることであり、通常高い先行投資を費やすが、温室効果ガス削減の

ためにコスト曲線（Langniß and Neij,2004）に沿って技術を発展させる重大な能力を有する。それに対し

て、2 つめは、同様の急速な気候便益は無いが、先行投資や政策コストのあまりかからないゆったりし

た普及である。 
 

11.1.3 本章のロードマップ 
 
世界中のますます多くの政府は、気候変動に対処するため、そしてその他の様々な理由のために再生可能エネルギ

ーへの投資を行い、再生可能エネルギー関連の政策を制定している。序論で説明されたように、本章の目的は、今

日までの政策ニーズや実例についての多くの疑問に答えることである。次の（11.2 節）は、普及を促進するため再

生可能エネルギー政策における最近の傾向に重点を当てることによって始まり、次に財政支援及び研究開発資金に

おける傾向を議論する。11.3 節では、再生可能エネルギー政策の様々な動因について調査し、11.4 節では、再生可

能エネルギーの政策決定と実施を妨げる障壁、及び財政支援への障壁を簡単に検討する。 
 
11.5 節では、再生可能エネルギー技術の開発及び普及を促進するために利用可能な様々な再生可能エネルギー特有

の政策オプションを示す。節の冒頭で示された表 11.1 及び 11.2 では、特に再生可能エネルギーを促進するために

現在使用される様々な政策が一覧表にされ、定義されており、また表 11.2 では、どの政策がどの最終消費部門（電

力、冷暖房、輸送）に適用されてきたかを示している。本節は、様々な政策オプションがさまざまな基準、何より

も効果や効率に対してどのように有効であるかといういくつかの評価を提供し、また、再生可能エネルギー政策を

選択、設計する際に考慮すべき主な要素についての議論を提供する。 
 
11.6 節では、授権的環境が定義、説明される。授権的な環境には、熟練した労働力、技術移転の能力、手の届く財

政支援へのアクセス、ネットワーク及び市場へのアクセス、許可を取得するプロセスにおける透明性などが含まれ

る。再生可能エネルギー普及が上手くいくために授権的環境の全ての要素を整った状態にすることは、不可欠な前

提条件ではない一方で、再生可能エネルギー・プロジェクトが容易にこれらの側面と相互作用することは、再生可

能エネルギーを容易に普及することに結びつく。 
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本章は、持続可能な、低炭素エネルギー経済、特に再生可能エネルギー及びエネルギー効率に基づくそれへの構造

的移行に対する幅広い考慮や要件に焦点を当てる 11.7 節で締めくくる。 
 
多くの事例研究は、11.5 節及び 11.6 節のテキストボックスに表示されている。これらの目的は、本章の主要メッ

セージを目立たせ、その他の地域または国に教訓を与える特定の政策経験についての見識を提供することである。 
 
財政と再生可能エネルギーの問題は、以下のいくつかの方法で調査できる。再生可能エネルギー財政における現在

の傾向の評価（11.2.2 節）、再生可能エネルギーのファイナンスに対する既存の障壁の検討（11.4.3 節）、政府が

利用可能な政策オプションとしての国家財政措置の検討（11.5.3 節）、及び再生可能エネルギー・プロジェクトへ

のファイナンスとプロジェクトの成功に貢献する可能性のある広範な金融市場の状況との関係の議論（11.6.3 節）。

財政の横断的性質のために、再生可能エネルギーが関連する側面は、本章のほとんどの節において取り上げられて

いる。 
 
利用可能な再生可能エネルギー資源は、場所によってそれぞれ違い、成熟度は様々な再生可能エネルギー技術間で

違っている。さらに、政策的、経済的、社会的、財政上、生態上、また文化的ニーズ及び状況は、1 つの市、州、

地域、国ごとにそれぞれ違っており、それゆえ、異なるオプションや制約につながる。よって、万能な雛型的政策

はなく、再生可能エネルギー政策の最適な組み合わせは、隣り合わせの場所であっても異なる。明らかに、1 つの

章においてすべてを取り上げるのは不可能である。しかし、今日までの体験から習得されるべき有益で転写可能な

教訓があり、本章の目的はそれらを解明することである。 
 
概して、本章には、技術特有の政策ニーズ及び関連する経験は含まれていない。  
 

11.2 現在の動向: 政策、ファイナンス及び投資 
 
政府が制定及び実施した再生可能エネルギーに特化した政策の数及び再生可能エネルギー政策を行っている国の

数は、世界中で急速に増加している（図 11.1）。再生可能エネルギー政策の焦点は、ほぼ電力に完全に集中してい

た状況から、暖房/冷房及び運輸部門を含む方向に移行してきている。これらの動向は、幅広い再生可能エネルギ

ー技術の開発及びその製造と実施（第 2 章から第 7 章を参照）における成果の上昇に加え、再生可能エネルギーへ

の年間投資の急激な増加及び金融機関の多様化に一致している。本節は、研究開発（R&D）から借り換え及び再生

可能エネルギー会社の売却までの、再生可能エネルギー政策と、国家財政と公的投資、及び民間財政と民間投資の

最近の動向の特徴を述べる。 
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図 11.1: 2005 年中頃及び 2011 年初頭における少なくとも 1 つ以上の再生可能エネルギーに特化した普及目標や普

及政策を持つ国。この図は、国家レベルの目標や政策を持つ場合に限られ（地方自治体や州/県レベルを含まない）、

必ずしも包括的なものではない（RECIPES, 2005; REN21, 2005, 2010, 2011; CIPORE, 2011; Austrian Energy 
Agency, 2011; IEA, 2011; REEGLE, 2011; DSIRE, 2011）。 
 

11.2.1 再生可能エネルギー政策の動向 
 
再生可能エネルギー市場を急速に成長させている要因はいくつかあるが、政府による政策がこれまでの再生可能エ

ネルギー技術の普及を加速させる重要な役割を果たしている（Sawin, 2001, 2004; Meyer, 2003; Renewables 2004, 
2004; Rickerson et al., 2007; REN21, 2009b; IEA, 2010d）。 

2005 年 

2011 年初頭 

1 つ以上の再生可能エネルギーに特化した政策があり、１つ以上の再生可能エ

ネルギーの普及目標を持つ国 
 

1 つ以上の再生可能エネルギーに特化した政策を持つ国 

1 つ以上の再生可能エネルギーの普及目標を持つ国 
 
再生可能エネルギーに特化した政策、再生可能エネルギーの普及目標のどちら

も持たない国
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1990 年代初頭までは、再生可能エネルギーの利用を促進する政策を制定する国はわずかであった。その後、特に

2000 年代初頭から中頃以降は、だんだん多くの国の地方自治体、州・/県並びに国家レベル、また国際レベルにお

いて政策が制定され始めている（REN21, 2005, 2009b）。当初導入された政策の多くは先進国におけるものであっ

たが、1990 年代後半から 2000 年代初頭以降は、再生可能エネルギーの利用を促進する政策の枠組みを政府の様々

なレベルで制定する発展途上国も増えてきている（Wiser and Pickle, 2000; Martinot et al., 2002; REN21, 2010）。 
 
世界規模で包括的に、毎年再生可能エネルギー政策を追跡している唯一の情報源とされている Renewable Energy 
Policy Network for the 21st Century（REN21）によれば2、何かしら再生可能エネルギーの目標や再生可能エネルギー

に関係した普及政策を持つ国の数は、2005 年初頭の推定 55 か国から 2010 年初頭には 100 か国以上となり、ほぼ 2
倍になっている（REN21, 2010）。2010 年初頭までに、EU 加盟国 27 か国すべてを含め、少なくとも 85 か国が国

家レベルで、特定の電力の割合、または再生可能エネルギーからの一次または最終エネルギーの割合に対する再生

可能エネルギーの目標を導入した。それらの国以外でも、自治体レベルでの目標を持つ国は多い（REN21, 2010）。

これは、国家目標を持つ国が 43 か国（さらに 2 か国が州/地方レベルの目標）であった 2005 年中頃から増加して

いる（REN21, 2006）。2010 年初頭までに再生可能エネルギー政策を制定した国は推定 83 か国である。 
 
これら 2 つのカテゴリー（政策を持つ国と目標を持つ国）には重複しているものも多い。目標を達成するために具

体的に政策を導入した国もあれば、政策は制定したものの国家レベルの正式な目標を持たない国もある。さらに、

多くの発展途上国が目標を導入しているが、国家の再生可能エネルギー政策を制定してはいない。再生可能エネル

ギー政策を持つほとんどの国が、複数の種類の政策を制定しており、既存の政策及び目標の多くは次第に強化され

てきている（REN21, 2010）。 
 
既存の再生可能エネルギー政策は、すべての最終消費部門（電力、暖房、及び輸送）を対象としている（再生可能

エネルギー政策オプションの詳細については、11.5 節、表 11.1、及び表 11.2 を参照）。しかし、今日まで（この

論文が発表される日まで）は、ほとんどの再生可能エネルギー普及政策は電力部門に焦点を当てている。2010 年

初頭までに、少なくとも 83 か国が再生可能エネルギー発電を推進する何かしらの政策を導入しており（IEA, 2010c; 
REN21, 2010）、これは 2005 年中頃の推定 48 か国から増加している（REN21, 2006）。これらの政策は、投資補助

金や税控除などの財政上のインセンティブ、低金利ローンなどの政府系ファイナンス、及び固定価格買取制度（FIT）、
クォータ制、ネットメーターなどの規則が含まれる。これらの再生可能エネルギーの電力政策を持つ国のうち、約

半数が世界各地の発展途上国である（REN21, 2010）。 
 
政府は再生可能エネルギー電力を推進するために様々な政策を活用しているが、この論文の発表時点で最も一般的

に利用されているのは固定価格買取制度とクォータ制、または再生可能エネルギー利用割当基準（RPS）であった。

2010 年初頭までに、（ヨーロッパの大部分を含む）少なくとも 45 か国が、国家レベルで固定価格買取制度を導入

しており、他にも 4 か国が州/地方/地域や地方自治体レベルで同制度を活用している（Mendonça, 2007; Rickerson et 
al., 2007, 2008; REN21, 2010）。RPS やクォータ制も広く利用されており、2010 年初頭までに、国家レベルで施工

した国は推定 10 か国であり、州、地方、または地域レベルで成功しているのは少なくとも４カ国で、アメリカの

29 州、インドの少なくとも 12 州、そしてカナダとベルギーの一部の州及び地域を含む（REN21, 2010）。 
 
再生可能輸送燃料及び再生可能暖房技術を進歩させるため、インセンティブ及び義務を導入する政府は増えてきて

いる（IEA, 2007b; Rickerson et al., 2009）。たとえば、国際エネルギー機関が分析した 12 か国では、再生可能な暖

房を直接的または間接的に支援するために導入された政策の数は、1990 年には 5 例だったのが 2007 年 5 月までに

は 55 例まで増えている（IEA, 2007b; REN21, 2009b）。 
 
2010 年初頭、少なくとも 41 の州及び 24 か国（国家レベル）が、バイオ燃料とガソリンまたはディーゼル燃料の

ブレンドに関する義務を導入しており、他にも生産目標または利用目標を設定したところもある（REN21, 2009b）。
ほとんどの義務において、要求されるのは、輸送用の石油系燃料と比較的少ない割合（10%以下など）エタノール

またはバイオディーゼルのブレンドである。ブラジルは、例外的に 20～25%のエタノールのブレンドを求めている

が、ブラジルの車両の多くは 100%エタノール（すでに容易に利用可能）で運転している（Goldemberg, 2009）。先

進国及び発展途上国の双方でバイオ燃料の生産補助金及び税額控除が利用される例も増えてきている（REN21, 
2010）。特に他のバイオエネルギー及びバイオ燃料に見られる政策動向の 1 つに、アメリカの再生可能燃料基準（U.S. 
Renewable Fuel Standard）や EU の再生可能エネルギー指令（EU Renewable Energy Directive）における義務的な持

続可能性基準など、関連ライフサイクル二酸化炭素排出量に対する規制を含めた、環境及びその他の持続可能性基

準の導入がある（European Commission, 2009b; USEPA, 2010b）（持続可能性基準の詳細については、2.4.5.2 節を参

照のこと）。 
 

                                                        
2 国際エネルギー機関のデータベースは、情報を提供している経済協力開発機構（OECD）、BRICS（ブラジル、ロシ
ア、インド、中国、及び南アフリカ）、及びその他の国に重点を置いているが、（IEA のデータベース及びその他の情
報源に頼っている）REN21 ほど包括的ではない点に注意する必要がある。 
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国家の政策を超えて、国際政策や協定も増えている。EU 再生可能エネルギー指令（EU Renewables Directive）は、

2009 年 6 月に発効し、2020 年までに EU の最終エネルギー消費の 20%を再生可能エネルギーから調達するという

拘束力のある目標を設定した。すなわち、すべての加盟国に対し、2020 年に向けた、国家レベルの再生可能エネ

ルギー政策を推進する目標が割り当てられた（European Commission, 2009a; REN21, 2009b）。たとえば地中海ソー

ラー・プランも、2020 年までに 20GW の再生可能エネルギーの研究及び普及を行うために同地域の国々の間で結

ばれた協定の 1 種である（Resources and Logistics, 2010）。 
 
世界中の数百に及ぶ都市や地方政府も、目標の確立、または再生可能エネルギー普及政策や地方の再生可能エネル

ギー開発を促進するためのその他の機構の制定を行っている（Droege, 2009; REN21, 2009b）。このレベルでは、

Property-Assessed Clean Energy（PACE）などの画期的な政策が登場し始めている（Fuller et al., 2009a）（Box 11.3
を参照）。実際、化石燃料から再生可能エネルギー・ベース・システムへの急速な変化の一部は、デンマークのサ

ムセー、オーストリアのギュッシングなど、コミュニティー及び都市全体を巻き込み、地方レベルで発生しており

（Box 11.14 を参照）、再生可能エネルギーに出資する画期的な方法を立案し、100%再生可能エネルギーシステム

への移行を促している（Droege, 2009; Sawin and Moomaw, 2009）。 
 
IEA（IEA et al., 2010）は、2009 年における補助金、再生可能エネルギーのポートフォリオの基準/クォータ制、固

定価格買取制度、グリーン証書、多くの財政上のインセンティブ（ただし研究開発支援を除く）などの政府による

再生可能エネルギー普及の支援は、計 490 億 US ドル（2005 年）（570 億 US ドル（2009 年））に達すると推定し

ている。これは、2008 年の政府支援の 380 億 US ドル（2005 年）（440 億 US ドル（2008 年））及び 2007 年の 350
億 US ドル（2005 年）（410 億 US ドル（2007 年））と肩を並べている。 
 
ほとんどの再生可能エネルギー技術に関する生産能力または発電の大部分は、まだ比較的少数の国に集中している。

しかし、再生可能エネルギー政策を制定する政府が増えてきているため、再生可能エネルギーの製造と導入の重要

な役割を担う国及び地域が新たに登場してきている（GWEC, 2008, 2010; REN21, 2010）。 
 

11.2.2 再生可能エネルギーの財政における動向 
 
支持的な政策環境の拡大に呼応して、2004～2005 年以降、世界的に再生可能エネルギー部門全体の投資レベルが

大幅に増加している。国連環境計画とブルームバーグ・ニュー・エナジー・ファイナンス（BNEF）によれば、2009
年には、1011 億 US ドル（2005 年）が再生可能エネルギー電力（水力発電プラントを除く）及びバイオ燃料技術

に新たに投資されている。これは 2004 年の 169 億 US ドル（2005 年）から増加しているが（UNEP and BNEF, 2010）、
資金面の停滞により 2008 年の 1107 億 US ドル（2005 年）からは減少している（図 11.2）。様々な方法論を用いて
3、REN21（2010）が確認した 2009 年の総投資額は、UNEP 及び BNEF（2010）の結果よりもかなり高い。 
 

 
 
図 11.2: 2004 年から 2009 年における技術ごとの再生可能エネルギー電力（水力除く）及びバイオ燃料への世界の

投資（UNEP and NEF, 2009）。 

                                                        
3 REN21 の推定値は、以下の 2 つの理由により BNEF/UNEP の推定値よりも高くなっている。その理由は、小規模プロ
ジェクトの REN21 データは（1）世界の太陽熱温水への投資（120 億 US ドル（2005 年））及び（2）分散型系統連系
太陽光発電（PV）（200kW 未満）のバランス・オブ・プラントのコストを含んでいるのに対し、BNEF/UNEP は太陽光
発電（PV）モジュール・コストしか含んでいないことである（REN21, 2010）。 
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それと同時に、水力施設への世界の投資は、2004 年の 62 億 US ドル（2005 年）から 2009 年の 585 億 US ドル（2005
年）まで増加した（IJHD, 2009）（図 11.3）。 
 

 
 
図 11.3: 2004 年から 2009 年における水力発電プラントへの世界の投資（IJHD, 2009）。 
 
11.2.2.1 継続的なファイナンスの動向 
 
ファイナンスは、「一連の」技術開発またはその個々の段階に対して行われる。一連の技術開発には、i）研究開

発、ii）技術開発及び商業化、iii）設備製造及び販売、iv）プロジェクトの建設、及び v）主に合併及び買収を通し

た借り換え及び企業の売却、の 5 つの区分がある。バイオ燃料、及び水力を除くすべての再生可能エネルギー電力

技術におけるこの連続型に沿ったファイナンスを検討した文献が利用可能である。以下に示すように、これらの技

術では、この連続型を通してファイナンスが増えてきている。この動向は、イノベーション・プロセスにおける連

続的段階を表しており、以下の通り、再生可能エネルギー部門の現在の成長及び予想される成長の指標となってい

る。 
 

・ （i）研究開発のファイナンスと（ii）技術開発及び商業化（11.2.2.2 節及び 11.2.2.3 節）の動向は、その部門の中

長期的予想の指標となる。通常、数年後に技術が完全に商業化されて初めて利益が上がり始める形の投資が行わ

れている。 
 
・ （iii）製造販売の投資（11.2.2.4 節）の動向は、その部門（特に市場需要の増加が続く場合）の短期的予想の指標

となる。 
 
・ （iv）建設投資（11.2.2.5 節）の動向は、温室効果ガスに関連するコストの内部化が再生可能エネルギー・プロジ

ェクトへの新しい資金の流れにつながる可能性の程度を含め、現在の部門の活動の指標となる。 
 
・ （v）産業の合併・買収（11.2.2.6 節）の動向は、その部門の成熟度全体を反映し、時間とともに広がる借り換え

活動の動きは、従来の大口投資家が初期段階の成功した投資を先行者から買収しつつ、さらにその部門に参入す

ることを意味する。 
 
これらの動向はそれぞれ以下の小節で解説されている。各区分（バイオ燃料及び再生可能エネルギー電力（水力除

く））に投資された資金の合計は、図 11.2 に含まれる技術に関して示す量と一致する。11.5 節で解説するように、

この連続型の区分の一部では、収入の確実性を与える公的ファイナンス（政府からの財政支援）及び法的支援機構

も、重要な補助的役割を果たす。 
 
連続型の概念は、関係する様々な形のファイナンス間のスムーズな移行を推測したものであるが、現実には、資金

提供者はそれぞれ独自のリスク及びリターンの予想を行っており、商業投資における連続型の様々な区分の魅力を

増減させる様々な外部動因を持っている。 
 
11.2.2.2 技術の研究開発へのファイナンス 
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政府が資金提供する基礎研究の大部分は、基本原理の理解を推進することを目的としていて、直接的または即効性

のある商業利益は上がらないことが多い。特定の商業目的または顧客の需要による目的のための応用研究開発の大

部分は、大企業の資金によるものである。世界の再生可能エネルギー研究開発の公的投資は、1974 年からピーク

を迎える 1980 年において最も急速に成長したが、その後、1980 年代を通して低下し、1990 年代には低い水準に留

まった。2000 年以降、着実に増加を続け、2008 年時点では 18.1 億 US ドル（2005 年）（20 億 US ドル（2008 年））

近くまで上昇したが（IEA, 2010b）、この水準は 1978～1982 年の投資額よりは低い。民間部門の投資は、同様の道

筋を辿っている（Nemet and Kammen, 2007）。政府が支援する非水力再生可能エネルギー研究開発に関してより高

い値を報告している資料もあり、そこでは 2004 年の 9 億 US ドル（2005 年）から 2009 年の 23 億 US ドル（2005
年）まで年平均成長率 19%となっている（UNEP and BNEF, 2010）（10.5.5 節も参照のこと）。 
 
11.2.2.3 技術の商業化へのファイナンス 
 
ベンチャー・キャピタルは、一般的に、企業の仲間取引または公開証券取引における最終的な上場を通した投資利

益の獲得を目的として、初期市場展開段階において高ポテンシャル技術系企業へ提供される民間自己資本の形態で

ある。ベンチャー投資家は、研究室から初期市場展開段階へ技術の移行準備が出来てから役割を担い、政府による

官民実証プログラム及び商業化プログラムと連携して、またはそれを通じて活動することが多い。 
 
Moore and Wüstenhagen によれば、元々、ベンチャー投資家はエネルギー技術部門の新しい機会を捉えることに関

しては緩慢であり（Moore and Wüstenhagen, 2004）、ほとんどの国において 2000 年代初頭のベンチャー・キャピタ

ル投資における再生可能エネルギーが占める割合は 1～3%に過ぎない。 
 
しかし、2002～2009 年までの間、再生可能エネルギー技術系企業に対するベンチャー・キャピタル投資は著しく

増加した。再生可能エネルギー電力（水力除く）及びバイオ燃料企業に対するベンチャー・キャピタルは、2004
年の 3 億 9200 万 US ドル（2005 年）から 2009 年の 14 億 1000 万 US ドル（2005 年）まで年平均成長率 29%で増加

した（UNEP and BNEF, 2010）。現在、この技術投資における成長傾向は、金融コミュニティーが、再生可能エネ

ルギー部門が大幅な成長を続けると予想していることの先行指標と考えられる。2008 年/2009 年に実際に起こった

ような減少傾向は、短期的にはこの傾向を遅らせるか逆転させる可能性があるが（図 11.2 に示すように）、長期

的には、再生可能エネルギー開発における投資家の関与は増加すると予想されている（UNEP and NEF, 2009）。 
 
11.2.2.4 製造及び販売へのファイナンス 
 
技術が実証段階を抜けると、製造及び販売用施設を設置するために必要となる資本は通常、まず未公開株式投資家

から供給され（つまり、非上場企業の投資家）、次に公開株式市場に上場した企業の株式を買う公開株式投資家か

ら供給される。未公開株式投資は、投資家によって提供される資本であり、民間企業への直接的な財政支援となる。

その目的は、製造作業またはその他の事業活動の確立であることが多い。それに対し、公開株式投資は公開上場企

業に対する投資家によって提供される資本である。これらの資本の形態は、企業の運転資本要件を満たすためにも

利用され、残りは銀行ローンによって補われる。 
 
再生可能エネルギー電力（水力除く）及びバイオ燃料に対する未公開及び公開株式は、2004 年の 6 億 9100 万 US
ドル（2005 年）から 2009 年の 135 億 US ドル（2005 年）まで年平均成長率 81%で増加した（UNEP and NEF, 2009）。
製造業投資がこれだけ急速に増加したにもかかわらず、2008 年の初頭においては供給上のボトルネックを抱える

技術がいくつかあり、それによって部門の成長が滞り、価格も高止まりしていた。2008 年には、全体的に株式市

場が急激に下降したが、エネルギー価格が崩壊し、投資家が何かしらの技術または執行リスクを伴う株式、特に資

本要件の高いものを避けたため、再生可能エネルギー株式のパフォーマンスは特に悪かった（UNEP and NEF, 2009）。
製造施設へのファイナンスは、長期的な生産計画を困難にする、政策に起因する好況と不況のサイクルによっても

悪影響を受けてきた（例については Box 11.5 を参照）。 
 
11.2.2.5 建設へのファイナンス 
 
再生可能エネルギー発電施設へのファイナンスには、プロジェクト所有者からの株式投資と銀行からのローン（「民

間負債」）または資本市場からのローン（債券発行によって調達された「公共負債」）を組み合わせたものが含ま

れる。これらの金融の形態は両方合わせて、（内部資金、デット・ファイナンス、エクイティ・ファイナンス問わ

ず）再生可能エネルギー・プロジェクト用に確保されたあらゆる形のファイナンスを指す「資産金融」という用語

で表される。再生可能エネルギーへの割り当てを作るまたは特定の価格を保証する法的再生可能エネルギー政策

（11.5 節を参照）は、重要かつ補完的な要因となる可能性がある。 
 
再生可能エネルギー電力（水力除く）及びバイオ燃料の資産金融は、2004 年の 153 億 US ドル（2005 年）から 2009
年の 887 億 US ドル（2005 年）まで年平均成長率 42%で増加した（UNEP and NEF, 2009）。 
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2007 年までに、再生可能エネルギー・プロジェクトに利用可能な資本移動はより主流になり、幅広くなった。こ

れは、この産業が 2004 年/2005 年辺りと比べて、かなり広い範囲の財源及び生産物へのアクセスを獲得したという

ことを意味する（UNEP and NEF, 2008）。たとえば、2009 年までの再生可能エネルギー資本移動全体において最も

大きな割合を占める要素は、インフラに対する民間部門投資の大きな流れを促進するアプローチであるプロジェク

ト資金投資によるものである（DBCCA, 2010）。 
 
消費者金融、小規模融資、及びリースは、銀行が家庭及びその他の最終消費者が小規模な技術を購入するための融

資を勧める手段である。しかし、そのようなシステムへの投資のほとんどは、最終消費者自身によるものであり、

一般的に現金ベースでの購入によるものである。世界における住宅用の再生可能エネルギー・プロジェクトへの投

資総額は、2009 年には 164.3 億 US ドル（2005 年）になっており（UNEP and NEF, 2008）、これは再生可能エネル

ギー・プロジェクトの投資総額の約 14%を占めている。しかし、REN21 では、太陽光発電（PV）及び小規模太陽

熱温水システムのバランス・オブ・システム・コストを含めたより広範な方法論を用いて、さらに大きい数値（2009
年において 460 億 US ドル（2005 年））が報告されている（REN21, 2010）。 
 
国際開発金融機関による支援は近年、大幅に増加しており、再生可能エネルギーへの貸付けは、2007 年の 61 億 US
ドル（2005 年）から 2009 年には 192 億 US ドル（2005 年）になっている。de Jager et al.（2010）によれば、2008
年中頃から、国際金融機関は、金融危機によって発生したプロジェクト金融市場の空白を満たそうという狙いを持

っている。 
 
11.2.2.6 企業の借り換え及び売却 
 
2009 年には、再生可能エネルギー企業とプロジェクト（50MW 以上の水力を除く）の借り換え及び売却を含め、

531 億 US ドル（2005 年）相当の合併買収（M&A）が行われており、これは 2004 年の 93 億 US ドル（2005 年）か

ら増加している（年平均成長率 42%）（UNEP and NEF, 2009）。合併買収の執行は通常、生成資本またはプロジェ

クト・パイプラインの売却、または技術及びサービスの開発または製造を行う企業の売却を伴う。大規模な企業が

より小規模かつ自己資本がそれほど充実していないライバル企業を買収するため、短期的な合併買収活動の増加は

業界の整理統合のサインである。大規模な新規参入者は再生可能エネルギー事業を土台から発展させるよりも資金

力で産業に参入することを好むため、長期的には、合併買収活動の増加は、部門が社会の主流としての存在感を高

めてきていることを示している。 
 

11.2.3 世界の投資の移行 
 
再生可能エネルギー政策及び金融における最近の動向は、全体的には再生可能エネルギー部門に対して好ましいも

のである。金融の低迷にもかかわらず、2 年連続して、新しい再生可能エネルギー生産能力に対する 2009 年の投

資総額は、電力部門における新しい化石燃料生産能力に対する投資よりも大きかった（UNEP and BNEF, 2010）。

この動向の主な要因は、世界の国の半分以上が再生可能エネルギーを対象とした何かしらの政策目標または推進政

策を持っていることである（REN21, 2010）。これらの互いに結びついた動向によって、再生可能エネルギーが不

幸な信用ブーム（Credit boom）の副産物ではなく、時間とともに強くなる可能性が高い世界の投資の移行の一部で

あるということが強調されている（UNEP and BNEF, 2010）。次の節では、この移行に関連する動因、機会と便益

について検討する。 
 

11.3 主たる動因、機会及び便益 
 
第 1 章及び第 9 章で、再生可能エネルギーによってもたらされる環境的、経済的、社会的、及び安全保障上の様々

な機会は、解説している。政策面においては、それらは、政府に再生可能エネルギーの開発及び普及のための政策

の採用を促す動因または要因と考えられる。 
 
政策立案者が再生可能エネルギーを推進する動機は、説明に役立つ理由から特定の国の具体的な例によって説明さ

れる。再生可能エネルギーにおける動因の相対的重要性は国によって異なり、時間が経つにつれ変化する。以下に、

再生可能エネルギーを推進するための政策における主な動因を示している（順位付けはしていない）。 
 
一般的に、国内でエネルギー・アクセスを提供する上で再生可能エネルギーが金銭的に唯一入手可能な手段の場合

がある発展途上国の大多数（ボリビア（REN21, 2009b）、バングラディッシュ（Urmee et al., 2009）、ブラジル（Lucena 
et al., 2009）、中国（Standing Committee of the National People’s Congress, 2005）、インド（Hiremath et al., 2009）、

パキスタン（Government of Pakistan, 2006）、トンガ（Government of the Kingdom of Tonga, 2010）、南アフリカ

（Department of Minerals and Energy, 2003）、ザンビア（Haanyika, 2008）など）において、経済的機会が政策の決

定要因となる（Domac et al., 2005）。そのため、関係する世界の人口の割合という点では、この動因が最も重要と

なる。ほとんどの先進国（オーストラリア、アメリカのカルフォルニア、EU、カナダのケベックなど（Domac et al., 
2005））においては、気候変動緩和を含むエネルギー供給の環境的影響の低減及びエネルギー輸入への依存度の低
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下に対する要望が、再生可能エネルギー推進の主な動因となっている。そのため、1990～2010 年に世界で追加さ

れた再生可能エネルギー生産能力においては、これらの動因が最も重要となっている。さらに、一部の国において

は、関連する雇用を伴う新しい産業が発展する可能性が、機会として捉えられている。多くの新興国及び発展途上

国においても、このような動機の重要性が増してきている。 
 

11.3.1 気候変動緩和及び環境と健康への影響の低減 
 
再生可能エネルギーは、気候変動緩和の主要な手段となり得るが（9.3.4 節）、再生可能エネルギーがどの程度気

候変動を緩和させるかは多くの要因によって左右される（10.2 節及び 10.2 節）。 
 
すべての EU 加盟国（BMU, 2006; European Parliament and of the Council, 2009 など）や、カルフォルニア（CEC and 
CPUC, 2008）、ワシントン（CTED, 2009）を含む多くのアメリカの州などを含め、多くの国において、再生可能エ

ネルギーは、二酸化炭素（及びその他）の排出量を削減するための政府戦略に不可欠な要素である。発展途上国も、

目的の中でも特に気候変動に対応するために再生可能エネルギー政策を制定している。2008 年に立ち上げられた

インドの気候変動に関する国家行動計画（National Action Plan on Climate Change）は、具体的に再生可能エネルギ

ーに言及しており、同国の国家太陽エネルギー目標（National Solar Mission）は気候変動の課題を達成するための

世界的な取り組みにおいてインドが大きく貢献することを狙いとしている（JNNSM, 2009）。太平洋・島サミット

（Leaders of Pacific Island Countries）の 2009 年度集会では、再生可能エネルギーは、農村の家庭に対する費用対効

果及び信頼性の高いエネルギーのサービスの可能性を提供するだけでなく、世界の温室効果ガス緩和の取組みにも

貢献するということが確認された（PIFS, 2009a）。 
 
アメリカのシカゴ（Parzen, 2009）及びマイアミ（City of Miami, 2008）から中国の日照及びニュージーランドのワ

イタケレに到るまで含む多くの都市で（IEA, 2009a）、再生可能エネルギーは気候緩和戦略における重要な役割を

担っている。2010 年 3 月までに、1,300 以上のヨーロッパの自治体が EU 市長誓約（the Covenant of Mayors）に参

加しており、特に再生可能エネルギー普及の力で 2020 年までに EU の目標 20%を超える二酸化炭素排出量削減の

実現を誓っている（European Commission, 2010）。 
 
より幅広い環境及び健康に対する再生可能エネルギーの便益（9.3.4 節）もまた、政府が再生可能エネルギー政策

を制定する動因となっている。同時に、再生可能エネルギーシステムの製造、建設、及び廃棄は、自然環境に対し、

直接的な気候変動に起因しない直接的な影響（土地の利用及び景観や製造などに必要となる化学物質に伴う問題な

ど）を与える可能性がある。政策立案者は、機会及び便益を享受しながら、これらの悪影響を最小化するプロセス

を実施することが出来る。第 9 章はこれらの問題を詳細に解説しており、第 2 章から第 7 章では技術固有の影響を

検討している。 
 
たとえば、中国では、再生可能エネルギーなどのクリーン・エネルギー技術推進の主な動因は、エネルギーに関連

する地域環境への悪影響の低減または回避目標である（Standing Committee of the National People’s Congress, 2005; 
Gan and Yu, 2008）。パキスタン政府は、持続不可能かつ非効率的な伝統的バイオマス燃料と化石燃料を使用した

発電の地方における環境及び健康に対する影響を避けるために、再生可能エネルギーを開発しようとしている

（Government of Pakistan, 2006）。南アフリカ政府は、国内の大部分において生活条件及びインフラが不十分である

ため、数百万人が日常的に化石燃料の燃焼からの有毒なガス及び粒子に曝されていると認識している。大気環境改

善の必要性が、再生可能エネルギー技術を普及させるための政府計画の動機付けの要因となっている（Department 
of Minerals and Energy, 2003）。水危機に関する懸念の増加を鑑みて、多くの政府がエネルギー生産に伴う水消費を

削減するため、再生可能エネルギーに移行してきている（Inhaber, 2004）。 
 
植物や動物の種の生物多様性に対する燃料抽出の有害な影響の一部を回避する再生可能エネルギーのポテンシャ

ルに関する意識の高まりにより（IPCC, 2002）、一部の政府は再生可能エネルギーの普及促進のために目標を設定

し、その他の政策も導入している。たとえば、バハマ連邦は脆弱な生態系サービスを持続させる手段として再生可

能エネルギー技術に特に着目している（National Energy Policy Committee, 2008）。ネパールの村では、バイオマス

の持続不可能な利用から生じる森林破壊や生物多様性に対する悪影響を緩和するために、近代的再生可能エネルギ

ーシステムが普及している（Zahnd and Kimber, 2009）。 
 

11.3.2 エネルギーへのアクセス 
 
再生可能エネルギーによって、信頼性が高く、手頃な値段でかつクリーンな近代的エネルギーのサービスへのアク

セスを強化出来る（DBCCA, 2009）。特にへき地の農村の住民に適しており、多くの事例でエネルギーアクセスの

最も安価なオプションを提供出来る（Lucena et al., 2009; Mahapatra et al., 2009; 9.3.2 節）。 
 
ボリビア（REN21, 2009b）、バングラディッシュ（Urmee et al., 2009）、ブラジル（Lucena et al., 2009）、中国（Standing 
Committee of the National People’s Congress, 2005）、インド（Hiremath et al., 2009）、パキスタン（Government of Pakistan, 
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2006）、トンガ（Government of the Kingdom of Tonga, 2010）、南アフリカ（Department of Minerals and Energy, 2003）、
及びザンビア（Haanyika, 2008）などの多くの発展途上国が、農村にエネルギーサービスへのアクセスを提供する

ため、接続目標や補助金などの再生可能エネルギー政策を採用している。 
 

11.3.3 エネルギー安全保障 
 
再生可能エネルギーによって、輸入燃料への依存度の軽減、供給の多様化の援助、国家貿易収支の強化、価格変動

への脆弱性の低減など（9.3.3 節）、様々な形でエネルギー供給の安全保障を向上させることが出来る。これらの

様々な便益が、世界中で多くの政府が再生可能エネルギーを推進する政策を導入する動因となっている。 
 
1970 年代初頭から、ブラジルは、輸入燃料への依存度を下げるため、サトウキビ由来のエタノールを化石輸送燃

料の代替として推進してきた（Pousa et al., 2007; see Box 11.10）。中国は、エネルギー供給の多様化及び安全なエ

ネルギー供給の保護を目的の一部として 2005 Renewable Energy Law を制定した（Standing Committee of the National 
People’s Congress, 2005; Box 11.11 を参照）。ジャマイカ政府は、混合エネルギーへ再生可能エネルギーを統合し、

輸入石油への依存度を低下させることで、エネルギー・ポートフォリオの多様化を図っている（Government of 
Jamaica, 2006）。カナダ各地（St. Denis and Parker, 2009）から、オーストリアのギュッシング（Box 11.14 を参照）

などを含む多くの自治体及びコミュニティーが、エネルギー自給率を高めるために再生可能エネルギー計画を導入

している。多くの政府が、再生可能エネルギー（特にバイオ燃料）を、輸入燃料を国産再生可能エネルギー燃料で

代替することで国家貿易収支を強化する手段とみなしている（National Greenhouse Strategy, 1998; Department of 
Minerals and Energy, 2003; DTI, 2007; Smitherman, 2009）。 
 
公的な再生可能エネルギー研究開発への融資と石油価格の動向の関係は、供給の安全保障に関わる懸念が再生可能

エネルギーなどの代替エネルギー源の研究への融資に関する政府の決定に対して果たす重要な役割を描いている。

IEA（2008c）が集めた数値は、再生可能エネルギーへの支出は 1981 年にピークを迎えており、1908 年代に石油価

格が下落するにつれ、再生可能エネルギー研究開発への支出は 3 分の 2 以上減少し、1989 年に底を迎えた。11.2.2.2
節で述べたように、それ以降、再生可能エネルギー研究開発への資金提供は次第に増加してきているものの、依然

の水準までは戻っていない。IEA（2008 a）は、政府は国内で最も豊富な天然資源を活用出来る技術に関心を持つ

と指摘している。非 IEA 諸国も、インド（JNNSM, 2009）及びシンガポール（SERIS, 2009）の太陽熱エネルギーな

ど、特定地域における資源が比較的豊富なことを指摘し、特定のエネルギー資源に注力することを正当化している。

しかし、重要な例外もある。たとえば、ドイツはヨーロッパのどの国よりも太陽光発電（PV）の研究開発に予算

を割いているが（European Commission, 2009a）、それは競争力のある輸出産業を育てるという展望の下で行ってい

る（IEA, 2008c）。 
 

11.3.4 社会及び経済の発展 
 
多くの国の政策立案者は、経済発展や雇用創出の促進を目的として再生可能エネルギー政策を制定している（再生

可能エネルギーと社会及び経済の発展との関係の詳細な議論については 9.3.1 節を参照）。たとえば、EU は、特に

農村や隔離された地域において新しい雇用を創出する再生可能エネルギーのポテンシャルを強調している

（European Parliament and of the Council, 2009）。雇用機会の創出は、2000 年のドイツ再生可能エネルギー法（German 
Renewable Energy Act）の制定における重要な動因となった（Jacobsson and Lauber, 2006）。また、ドイツの再生可

能エネルギー産業の急速な成長は、その政策立案者が強力な推進政策を維持する動機付けとなっている。ギリシャ

政府の再生可能エネルギー推進政策の主な目標は、雇用の強化である（Tsoutsos et al., 2008）。 
 
再生可能エネルギーの国内市場の発展は、今度は国際市場に供給を行い、競争優位を得られる可能性がある新しい

産業を引き付ける手段としても認識されている（Lewis, 2007; Lund, 2008）。日本（Box 11.2 を参照）や日本の太陽

光発電（PV）産業のケースはその 1 例である。しかし、国内/現地の内容のみを向上させ、国内産業を保護する補

助金を提供する政策と併用された場合、国際貿易規則を巡って紛争が発生する可能性がある（International Center for 
Trade and Sustainable Development, 2010）。 
 
発展途上国、先進国を問わず、農村の発展は、再生可能エネルギーの普及と結び付いている場合が多い。オランダ

開発機構（SNV）の連携の下でネパールの代替エネルギー促進センター（Alternative Energy Promotion Center）が実

行しているバイオガス・プログラムは、再生可能エネルギーの普及とその社会経済的開発プログラムを結び付けて

いる（Mendis and van Nes, 1999）。バングラディッシュは、公的機関及び非政府組織と農村の再生可能エネルギー・

プロジェクトの開発において協力しながら、農村における支援としての再生可能エネルギーのポテンシャルを模索

している（Mondal et al., 2010）。インドにおいては、バイオ燃料に対する国家支援などと同様に農村の開発も、再

生可能エネルギー政策の主動因である（Bansal, 2009）。 
 

11.4 再生可能エネルギーの政策立案、実行、及びファイナンスに対する障壁 
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再生可能エネルギーに関連した動因、機会、及び便益は多いが、再生可能エネルギーの開発及び普及には多くの障

壁もある。気候変動の緩和において再生可能エネルギーが重要な役割を担う場合、これらの障壁に対応することが

重要となる。本報告書の第 1 章は、再生可能エネルギーの開発及び普及の障壁の概要を説明しており、第 2 章から

第 7 章では技術固有の課題、第 8 章では大規模な再生可能エネルギーの統合、そして第 9 章では持続可能な開発と

いう面における再生可能エネルギーの障壁について解説している。本節は、再生可能エネルギーの開発及び普及も

妨げる可能性がある、政策立案、実施、及びファイナンスの成功に対する数ある障壁の一部をまとめている。 
 

11.4.1 再生可能エネルギーの政策立案の障壁 
 
政策の策定及び制定の障壁には、再生可能エネルギー資源、技術、政策オプションに関する情報及び意識の不足、

「ベストな」政策設計またはエネルギーの移行を実行する方法に関する理解の不足、外部コストと便益の定量化及

び内部化に伴う困難性、既存の技術、政策にロックインされてしまうことなどがある。 
 
情報と意識の不足は、設計及び制定段階の政策立案に影響する可能性がある。多くの政策立案者は、再生可能エネ

ルギー政策に必要な知識及び経験を欠いている。それらは、どのような利用可能な政策オプションがあるのか、そ

の政策がどのように機能し、どのように実施すべきであるか、どの程度のコストがかかるのか、その政策の便益及

び困難性は何であるかといった知識、及びその他の国におけるこれまでの経験である。持続可能な技術イノベーシ

ョンの明確な目標設定及びステークホルダーとの意思疎通など、再生可能エネルギー政策の成功のための最良の経

験は、政策立案者の間で効果的には共有されていない可能性がある（IEA, 2006; van den Bergh and Bruinsma, 2008）。
さらに、政策の効果に関する情報の欠如は、実施された後に、既存の政策の再設計及び改善、または潜在的な新し

い政策の設計を妨げる可能性がある。過去の政策の失敗も、再生可能エネルギーを推進する新しい政策に対する阻

害要因となる可能性がある（Sawin, 2001）。 
 
これに加えて、再生可能エネルギーの技術開発は、不確かで、動的で、体系的、かつ漸増的である（Grubler, 1998; 
Fri, 2003; Foxon and Pearson, 2008）。再生可能エネルギー源は、地域に固有かつ状況に依存しており、資源ポテン

シャル及び開発の可能性を網羅するためには、学際的な専門知識が必要となる（Twiddell and Weir, 2006）。つまり、

たとえ政策立案者が再生可能エネルギーに関する一般的な理解を持っていたとしても、地域の状況を理解し、関連

技術者及び科学コミュニティーとのコネクションを作るために、時間と努力が必要とされる。 
 
さらに、再生可能エネルギー、エネルギー効率改善、炭素回収・貯留の早期着工式開発、原子力など、低炭素エネ

ルギーを中心とした未来を追い求めたいと願う政策立案者が利用出来る技術オプションは多く存在しており、透明

性の高い基準に基づく様々なポートフォリオ・オプションの評価が全体的に不足している（IEA, 2006, 2008a）。オ

プションのポートフォリオが選択された後ですら、多くの政策立案者は他の低炭素オプション及び政策目標（貧困

の軽減、空間計画など）と同時に、そして相互に結び付いた異なる部門（農業、住宅、教育、健康、水、輸送など）

にわたって、積極的かつ効果的に再生可能エネルギーの供給を統合出来る政策の設計に必要な知識及び専門性を欠

く（11.6.2 節）。気候政策（税またはキャップ・アンド・トレードを通じた炭素価格設定）と再生可能エネルギー

政策（11.5.7.3 節）の間の連携及び相互作用に関しては、未だに意見の相違がある。 
 
数世紀前にエネルギー移行がどのように起こったかはある程度理解されているが（R. Fouquet, 2008）、移行への明

確なロードマップは存在しない。それにもかかわらず、再生可能エネルギーへの移行に取り組む方法についての分

析は増加している（van den Bergh and Bruinsma, 2008 など）。この新世代のガバナンス・アプローチは、審議、実

験、及び学習によって社会技術的変化の複雑なプロセスを誘発及び誘導することを狙いとしている。政策設計はよ

り長期的に、柔軟性、適応性、及び反映性を持った形で行うべきであるとする主張もある（Voß et al., 2009）。他

に、低炭素エネルギーシステムへの転換は、複数の利益団体の間の相互作用に加え、より広範な制度的及び社会的

支持基盤によってのみ実現出来るという主張もある（Smith et al., 2005; Verbong and Geels, 2007）。 
 
これらの要因の一部またはすべてによって、政策設計が困難になる可能性がある。また、それらによってコンセン

サスの獲得及び特定の政策の制定も困難になる可能性がある（C. Mitchell, 2010）。さらに、行政当局及び政策立案

者は、確立された技術と比較的新しい技術の間における情報の非対称性に直面しており、さらには、社会福祉を最

適化しないエネルギー政策の制定へと導く現在の技術の利益団体に圧力を受ける可能性がある（Laffont and Tirole, 
1998; Helm, 2010）。 
 
エネルギーの生産及び利用に伴う再生可能エネルギーのコスト及び外部性に関係する経済的障壁も存在する。政策

立案者は、多くの再生可能エネルギー技術のコストが現在のエネルギー市場価格よりも高いために、再生可能エネ

ルギーの価値を認識できていない可能性がある。さらに、エネルギー利用の社会的費用及びリスクはエネルギー価

格に織り込まれるべきであるという考えが次第に受け入れられてきているが（Stern, 2007）、これらのコストを定

量化及び内部化することは困難である（Stirling, 1994）。社会がどの程度の追加コストを支払う準備があるかとい

う点や再生可能エネルギー源から獲得するエネルギーの具体的な割合の点から見て、再生可能エネルギーがどの程

度社会的に望ましいかについて、社会が政策上のコンセンサスを得られれば、この社会的コンセンサスを反映する
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ために公共政策が実施される可能性がある。しかし、社会が完全な情報なしに技術に関する合理的な選択を行うこ

とは困難である。 
 
さらに、既存のエネルギーシステムは、そのシステム継続に対して強い推進力を働かせており（Hughes, 1987）、

それによって既存の技術及び政策（大部分は化石燃料系（IEA, 2009d））を現在の地位に留め、新しい技術や仕事

のやり方が締め出されてしまっている（Unruh, 2000）。これによって、既存のエネルギーシステム内で政策が実施

されてしまうため、新しい政策に対する推進力が削がれ、その政策を実行に移すこともより困難になる。さらに、

既存のエネルギーシステムで現職にある者は、より大きな組織力、より影響力のあるネットワーク、そして以降の

新しい再生可能エネルギー技術に対する強大なロビー活動力を持っているため（Hughes, 1986）、政策の設計及び

制定に影響を与えるポテンシャルがより大きい。 
 

11.4.2 再生可能エネルギー政策の実施の障壁 
 
政策が制定された後は、実施に関する課題が出てくる可能性がある。これには、既存の規制との競合、熟練した作

業員の不足や再生可能エネルギー政策を実施する制度的能力の不足がある。 
 
既存のエネルギーシステムを補助及び維持するために確立された既存の基準及びライセンス付与の実施などの市

場及びネットワークの規制が、再生可能エネルギーに対する障壁を築く場合がある（Beck and Martinot, 2004; P. 
Baker et al., 2009; M. Baker, 2010）。既存の行政手続きでは、再生可能エネルギー技術を適応させるための経済的規

制の範囲または適用可能性の変更は、大変長く難しいプロセスとなっていることが多い（P. Baker et al., 2009; C. 
Mitchell, 2010）。 
 
さらに、従業員教育及び研修は一般的に、現職者達を既存の技術で強化するため、新しい技術の登場に遅れをとり、

再生可能エネルギーの普及率及び保守を阻害する要因となる。プログラムが正しい場所にある場合でも、技術の向

上には時間を要する。そして、この教育及び技術の基礎の欠如によって今度は、新たに登場したオプションに関す

る知識が制限され、それによって官庁、企業と国民の意識、及び受容度がさらに低く悪化してしまう（IEEE PES, 
2009; Bird and Institute for Public Policy Research, 2009; Energy Skills Queensland, 2009; MERC Partners, 2009; European 
Centre for Development of Vocational Training, 2010）。 
 
制度的障壁も、政府のあらゆるレベルにおいて再生可能エネルギーの政策立案及び実施を遅滞させる。再生可能エ

ネルギー政策のための計画枠組み及び制度的調整は初期段階であることが多く、場合によってはまだ存在しない可

能性もある（ECLAC, 2009）。さらに、再生可能エネルギー設備のための用地に関する空間計画の面などで、重複

する国家及び地方当局間の調整の不足によって、必要な許可を得るプロセスが長くなる可能性がある（Ragwitz et al., 
2007）。それに加えて、一部の自治体、州、または国では、再生可能エネルギー政策を管理するために必要な制度

が整っていない場合がある（de Jager and Rathmann, 2008）。 
 

11.4.3 再生可能エネルギーへのファイナンスの障壁 
 
11.2.2 節で解説しているように、ファイナンスは、技術開発のどの段階においても重要である。しかし、ファイナ

ンスの利用可能性に影響を与える障壁も多い。 
 
1 つ目の、そして最も重要な障壁は、再生可能エネルギー技術の多くは、現在のエネルギー市場価格に対して経済

的競争力を持っていないため、様々な形の政策支援なしでは投資家にとって金融的収益性がなく、それゆえ投資資

本が限定されていることである。 
 
2 つ目は、情報の不足である。効果的な運用のため、市場は、タイムリーで適切かつ真実に基づく情報を頼みにし

ている。しかし、エネルギー市場は完璧とは程遠い。これは、特に、再生可能エネルギー市場などの技術的及び構

造的移行期にある市場において当てはまる。情報が不十分であるため、内在するプロジェクト・リスクが過大評価

される傾向にあり、従来の化石燃料技術と比較して取引コストが大きくなる可能性がある（Sonntag-O’Brien and 
Usher, 2004）。 
 
この情報の不足は、財政構造の問題から構成されたものである。一般的に、再生可能エネルギー・プロジェクトは、

化石燃料技術よりも投資コストが高く、運用コストが低い。そのため、その財政構造は、プロジェクトの寿命を通

して償却しなければならないより高い水準のファイナンスを必要とする。これによって、再生可能エネルギーへの

投資のリスクは、投資コストが低いことが多い火力発電所が抱える問題よりも長期的な課題に晒される

（Sonntag-O’Brien and Usher, 2004）。 
 
投資コストが相対的に高いこと以外にも、資金提供者は、再生可能エネルギーに関する他の問題に直面することに

なる。資産をより長い期間リスクに曝すということに加え、他のリスク要素も関わっている。de Jager et al.（2010）
によれば、一般の投資家は、新しい形の出資者、ビジネス・モデル、市場、技術などが関わる（上流部門の）技術
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面に関する経験を欠いている。（下流部門の）プロジェクト面に関しては、出資者の懸念は、導入のパフォーマン

ス、開発事業者または所有者の経験と信頼性、営業許可証の取得や買電契約（PPA）及びその他の行政上のハード

ルにおける困難性に関するものであることが多い（de Jager et al., 2010）。 
 
プロジェクト規模の問題も、再生可能エネルギーへのファイナンスの障壁となり得る。再生可能エネルギーは一般

的に、伝統的な化石または原子力プロジェクトよりも小規模であるため、取引コストは不釣り合いに高い。あらゆ

る投資は、初期実現可能性及び適性評価手続きを必要とし、その作業のためのコストは、プロジェクトの大きさに

よってそれほど変化するものではない。そのため、弁護料、技術料、コンサルタント、及び認可コストなどの投資

前コストは、再生可能エネルギー・プロジェクトの取引コストに対し、比例してより大きな影響を与える。さらに、

利益率は、魅力的な投資とみなされる市場基準内に十分収まる可能性はあるものの、一般的に再生可能エネルギ

ー・プロジェクトの規模が小さいので総収益は小さくなる（Sonntag-O’Brien and Usher, 2004）。 
 
再生可能エネルギー・プロジェクトの開発事業者は、資金不足に陥っていることが多く、実績が限られている。そ

のため、資金提供者は、そのプロジェクトはリスクが高いと判断し、その特定のプロジェクトの資産及び収益の価

値を超えてローンを回収することが出来ない無償還のプロジェクト資金を提供することを嫌がる。貸し手は、より

経験のある建設業者、実証された設備を持つ供給業者、及び経験のある運用者を求めている。適性評価手続き中に

資金不足の開発事業者に対して資金提供者が貸した追加的な開発コストによって、プロジェクトは大きな危機にさ

らされる可能性がある（Sonntag-O’Brien and Usher, 2004）。 
 
さらに、不完全な資本市場及び余裕のあるファイナンスへの不十分なアクセスなどの制度上の弱点は、再生可能エ

ネルギー・プロジェクトの財政に対する民間部門の関与を抑制する可能性がある。多くの国において、金融部門は、

再生可能エネルギー及び関連するインフラ・プロジェクトが必要とする長期的債務の形式を提供出来るほど十分に

は発達していない（UNEP, 2008）。これは、多くの発展途上国において際立った問題である。発展途上国の最終消

費者が利用出来る適切なファイナンス・メカニズムの欠如も、再生可能エネルギーの組み込みの大きな障壁である

（Derrick, 1998）。新しい技術に対する民間部門の投資を、特にオフグリッドや地方市場において開放するため、

より強力な介入が必要となるだろう（UNEP Finance Initiative, 2009）。 
 

11.5 政策オプションの経験とその評価 
 
本節では、再生可能エネルギー技術を支える現在利用可能な政策及び各国で導入されている政策について説明する。

ここでは、初期段階、実証、商業化の前段階から成熟及び広範囲の普及までの段階に到る技術を対象とする。この

目的は、1.4 節で概要を示した既存の障壁と 11.4 節で示した障壁の多くに取り組み、再生可能エネルギーが気候変

動緩和で大きな役割を果たせるようにすることにある。これらの政策には、再生可能エネルギー技術を促進させる

ための政府の研究開発政策（供給プッシュ）、再生可能エネルギー技術の市場を生み出す目的の普及政策（需要プ

ル）が含まれる。本節は、政策立案者がその選択の駆動要因に基づき再生可能エネルギーのレベル上昇を目指して

いるとの想定のもと、再生可能エネルギーを直接支援する政策に注目する。11.5.7.3 節では、気候変動緩和の目標

を対象とするこれらの政策立案者向けに、再生可能エネルギー及び気候政策の相互作用を論じる。 
 
政策は様々な方法で分類され得るが、世界的に認められた再生可能エネルギーの政策オプションまたは分類のリス

トは存在しない。本章では簡略化するために、以下の分類によって研究開発や普及政策を体系化した。 
 

・ 財政的インセンティブ：個人、家庭、企業などのアクターが、所得税やその他の税を介して、国庫への負

担を減額される、あるいは払い戻しまたは助成金という形で国庫から支払いを受けていること。 
 
・ 公的ファイナンス：財務リターンが期待出来る公的支援（ローン、株式）や、金融負債の負担（保障）。 
 
・ 規制：適用される者の行為を指導または制御する規則。 

 
再生可能エネルギー政策は、国または地域の目標と関連することが多い。たとえば、EU の再生可能エネルギー指

令は、2020 年までに EU で使用されるエネルギーの 20%を再生可能エネルギーで提供するよう求めている。論文は

義務化または導入政策のない目標は再生可能エネルギー政策をエネルギーシステム内でより効率良くまたは効果

的に出来るかに関して、証拠を欠いている。目標は政策の中心的要素ではあるが、実施中の政策を成功させるのに

特定の目標が必要なわけではない。さらに、目標を設定しても、それを遂行する政策がない場合、その目標は達成

されない可能性が高い。太平洋島嶼国がこの例であり、これらの国の再生可能エネルギーの目標及びファイナンス

は、適切な再生可能エネルギー政策を伴わず、再生可能エネルギーの大幅な進歩の達成には不十分となっている

（Box 11.1 参照）。 
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Box 11.1: 太平洋島嶼国の教訓: 再生可能エネルギーの目標設定 
 
150 万人以上の居住者を抱える太平洋島嶼国は、気候変動の影響に対して世界で最も脆弱である。世界規模の温室

効果ガス排出に対する貢献はごくわずかだが、これらの島々は再生可能エネルギー源に大いに恵まれ、再生可能エ

ネルギーに特化した多額の援助供与を受けている。地球環境ファシリティ（GEF）は、2000～2009 年の間、約 3,000
万 US ドルを寄付し（SIS, 2009）、2010～2015 年の間、開発パートナーはさらに推定で 3 億 US ドルの資金を割り

当てている（SPC, 2010）4。再生可能エネルギーは、アクセスのしやすさ、値ごろ感、生産性、及びクリーンなエ

ネルギーを支え、エネルギー安全保障の達成手段と見なされることが増えている（SPC, 2010）。 
 
これらの要因に対応し、太平洋島嶼国は、再生可能エネルギーの国家目標を採択し、再生可能エネルギー開発の道

筋を追求すると公約している。たとえば、フィジーは 2011 年までに自国のエネルギーのニーズの最低 90%を再生

可能エネルギーで賄うことを目指し、ナウルは 2015 年までに自国のエネルギーの 50%を再生可能エネルギー由来

にする目標を設定している。バヌアツの電力会社は 2012 年までに発電の 25%を再生可能エネルギーにする予定で

ある（PEMM, 2009）。トンガとツバルの両国は、再生可能エネルギーの目標を国のエネルギー戦略に盛り込んでい

る（PIFS, 2009a）。トンガは当初、3 年で再生可能エネルギーを 50%にする目標を設定していたが、トンガ・エネ

ルギー・ロードマップ（TERM）を採択し、そのアプローチを方向転換している。このロードマップのは、エネル

ギー効率の向上や化石系の発電から再生可能エネルギーへの移行に伴う最小コストの導入計画を発見することを

目標とする（Government of the Kingdom of Tonga, 2010）。2010 年の太平洋諸島首脳会議（PIL）で、加盟国の首脳は、

「多数のパートナー、1 つのチーム 1 つの計画（Many Partners One Team One Plan）」の前提に基づき、太平洋地域

のエネルギー安全保障（Energy Security in the Pacific）に向けた地域の枠組みを採択した（PEMM, 2009; PIFS, 2010）。
 
しかしながら、再生可能エネルギーの目標コミットメントは意欲的で、再生可能エネルギーの資源ポテンシャル、

再生可能エネルギーの投資コスト、その技術的、経済的実行可能性を完全に理解する必要がある。それゆえ今まで

のところ、再生可能エネルギーの目標に向けた一般的な進展は緩やかである。再生可能エネルギーの進展において、

再生可能エネルギーの目標設定と多額のファイナンスの確保は両方とも重要な要因であるが、これらが不十分であ

ることが経験によって示唆されている。どちらも、適切な政策に支えられる必要があり、現実的かつ実用的でなけ

ればならない（PIFS, 2009b, 2010）。 
 
 
 
本節では、政策の評価基準の議論を行った後（11.5.1 節）、研究開発の政策オプション及び研究開発政策と普及政

策の重要な相互関係について、最初に概要を示す（11.5.2 節）。次いで、本節の大部分では、再生可能エネルギー

普及に関する政策に注目しつつ、政策オプションの一般的な概要（11.5.3 節）、部門別評価（電力は 11.5.4 節; 冷
暖房は 11.5.5 節; 運輸は 11.5.6 節）と今日までの経験に基づき得られた教訓も示す。本節は、いくつかの一般的な

結果、再生可能エネルギー政策のマクロ経済的な影響に関する議論、及び再生可能エネルギー政策と炭素政策の間

に生じ得るプラスまたはマイナスの相互関係のレビューを提示し、締めくくられる。本節では、再生可能エネルギ

ーの進歩を特に対象としたこれらの政策のみを扱う。再生可能エネルギーの権能的な環境を創出するために必要な

政策については、11.6 節で本格的に議論を行う。 
 

11.5.1 政策評価基準 
 
政策手段の成功は、様々な目的や基準をどの程度達成可能かという点で決まる。本節では、文献が手に入る範囲で、

政策手段の評価に使用されてきた様々な基準に基づき、政策の評価を行う（特に、Bohm and Russell, 1985; Hanley et 
al., 1997; Aldy et al., 2003; Hanley et al., 2004; Huber et al., 2004; Sawin, 2004; Gupta et al., 2007; Bergek and Jacobsson, 
2010; European Commission, 2010; Verbruggen, 2010;）。これらの基準には、以下のものが含まれる。 
 

・ 効果: 意図した目的が達成された度合。たとえば、特定の期間における、再生可能エネルギー発電量また

はエネルギー供給全体における再生可能エネルギーの割合の実際の増加。定量的目標を超え、要因には技

術多様性の達成度（さまざまな再生可能エネルギー技術の推進）または空間的な多様性（再生可能エネル

ギー供給の地理的分布）が含まれるだろう。この達成度は、動態的効率性（イノベーション及び製造基盤

の開発を可能にする長期的に持続的な成長）にとって極めて重要な要因と考えられている。 
 
・ 効率: 投入資本（インプット）に対する結果の比率、つまり経済的資源の消費に対して、実現した再生可

能エネルギーの目標の比率。大半はある時点で測定される（静態的効率性）。または、費用対効果とも言

う。動態的効率性は、どの程度の技術開発及びイノベーションが政策手段により引き起こされたかを取り

込み、将来の時間的次元を加える。投資家のリスク軽減は、ファイナンス・コストを最小化するために極

めて重要であり、結局はプロジェクトのコスト低下につながる。 

                                                        
4 US ドル（2005 年）への換算は、研究独自の想定の範囲においては、不可能である。 
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・ エクイティ（株式の出資持ち分）: 政策の負担と配当の結果。これには、公正・公平性や先住民の権利の

尊重といった側面を含む。エクイティは、政策のコスト及び便益の分配 に注目することで（たとえば、汚

染者負担の原則が一般的に公平と見なされることに従う政策（Heyward, 2007））、また様々な幅広いステ

ークホルダーの参加をどの程度認めているかの評価を行うことで（たとえば、独立系発電事業者と現在の

公益企業に対する平等な権利）、部分的に評価可能である。超過利潤 は、次善の政策設計により創出され、

公共料金支払者か納税者から主に現在の発電事業者へ資金を移転し、エクイティを弱体化させる

（Verbruggen, 2009; Bergek and Jacobsson, 2010）。 
 
・ 制度の実現可能性: 政策手段が合理的だとされ、賛同を得、採用され、実行される可能性の度合。政策が

既存の制度上の制約に十分適用される場合、制度の実現可能性は高い。経済学者は従来、想像上の理論条

件に基づき環境政策の手段を評価する。ただし、これらの条件が実際に満たされていることはまれで、手

段の設計及び実施は政治の現実を考慮しなければならない。実際には、政治的選択は、幅広いステークホ

ルダーが満足出来るもので、機関からも支持されなければならない。市場経済では、手段は市場に適合す

る必要がある。制度の実現可能性の重要な局面は、ひとたび設計され、採用された政策を実施する能力に

着目する。 
 
文献では、先述の 4 つのサブカテゴリなど、その他の基準も検証されている。しかし、文献の大半は政策の効果及

び効率に重点を置いている。このため、これらが 11.5 節の議論の一部の基礎の役割を為す主要な基準となる。し

かしながら、結局のところ、政策がどの程度機能するかを判断する基準は、これらの政策を発効、実施する管轄地

の政策目標によって異なる。 
 

11.5.2 再生可能エネルギーの研究、開発、及び普及に関する政策 
 
11.5.2.1 公的な研究開発が必要な理由及び時期 
 
民間部門の研究開発プロセスへの関与は不可欠であり、最終的に投資の大部分を占めるものの、政府はいくつかの

理由において再生可能エネルギーの研究開発の財政支援に極めて重要な役割を果たす。第一に、民間企業が一部の

研究開発活動に対してすべての投資を充当することは難しい。これは特に、初期の段階の活動（Nelson, 1959）に

当てはまり、投資へのインセンティブを低下させる（Jaffe et al., 2005）。第二に、企業は、最終的に成功しないか

もしれない新たな技術への投資に付随するリスクを取ろうとしないだろう（Siddiqui et al., 2007; Popp, 2010）。第三

に、技術が研究開発の段階から市場に適用されて投資回収に到るまでの時間は、一般の投資家が要求する時間を超

えているだろう（Meijer et al., 2007a,b; Kenney, 2010）。第四に、将来に見返りが期待されても、民間部門の研究開

発を刺激しないだろう。これは、再生可能エネルギー技術の将来の市場はあまりにも不確実と見なされたり、また

特に、再生可能エネルギー市場は一般に政策決定の影響を大きく受けることから、市場は変動しやすく、不安定で

リスキーになったりする可能性があるためである（Yang et al., 2008; Blyth et al., 2009; Nemet, 2010b）。最も効率的

に気候変動に対応するために、炭素価格設定を超えた政策介入の必要性を理由付ける重要な要因として、研究開発

及びイノベーションの市場の失敗が先述されたのは、これらの理由による。 
 
全ての国が公的資金で研究開発を支える余裕があるわけではないが、一定のレベルの支援が可能な大多数の国では、

再生可能エネルギーの公的研究がその初期技術の性能を高めることで初期の採用者の要求を満たすことが出来、既

に商業環境で機能する既存の技術も改良している。研究開発の題目で行われる投資は、再生可能エネルギーの資源

マッピングから、商用の再生可能エネルギー技術の改良に到るまで、技術開発のライフサイクルに沿った幅広い活

動にまたがっている。各段階で要する投資規模は、大幅に異なる。重要なのは、コストは一般に、次の段階への移

行時に増加する点である（NSB, 2010）。多くの研究で、再生可能エネルギーの研究開発に対する現在の公的投資

（及び民間投資）のレベルは、気候変動を含めたエネルギー関連の懸念を解決するには低すぎると主張されている

（Schock et al., 1999; Holdren and Baldwin, 2001; Davis and Owens, 2003; Nemet and Kammen, 2007; Weiss and 
Bonvillian, 2009）。 
 
どのような新たな技術でも同じように、ある時点の再生可能エネルギー技術は、技術自体を立証し、幅広い普及の

準備が出来るちょうど前の時点を右往左往する。いわゆる「死の谷（valley of death）」は、（普及）需要サイド（ま

たは普及）の政策と研究開発との統合に関連する特有の問題である（Murphy and Edwards, 2003; Weyant, 2010）。

この開発段階の特徴は、必要な投資規模の大幅な拡大、立証されていない技術の信頼性、不確実な市場の受容性、

投資を行った企業ではなくその他の企業に高い収益をもたらす可能性が高いという結果の、厄介な組み合わせであ

る。別の言い方をすると、この段階の投資に対する社会的リターン（social returns）は私的リターン（private returns）
を大幅に上回る。公的部門及び民間部門双方の投資不足が、典型的な結果である。 
 
技術イノベーションプロセスのこの段階は、政府及び民間企業間、または日本の太陽光発電（PV）の例のように、

産業コンソーシアム間の費用分担の影響を特に受けやすい（Watanabe et al., 2004）。アメリカ及びヨーロッパでは、
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（政府の共同出資を受け、産業主導のプロジェクトで新たな技術を実証する形の）実証に向けた官民のパートナー

シップがこの｢谷｣を越える適切な手段と考えられることが増えている（Strategic Energy Technology Plan, 2007; 
House of Commons, 2008; US DOE, 2009）。 
 
研究開発は、技術が商業的展開に到った後でも、継続的に必要である。普及段階では、規模の経済及び実践的学習

がイノべーションより優位に立つだろうが、経験に由来する変化の成文化、製造プロセスの改善、信頼性の向上、

及びイノベーション支援の構築は全て、普及期間の研究開発が持続されることで利益を受けるだろう。研究開発支

援の継続により、コスト削減及び性能向上を加速させる機会が多く得られる（Neuhoff, 2005）。普及後の重要な研

究開発プログラムの例としては、ドイツ及びデンマークの風力発電（Langniß and Neij, 2004）（Box 11.6 及び 11.12
参照）、1980 年代のカルフォルニアの集光型太陽熱発電（Lotker, 1991; Cohen et al., 1999）、及び 1990 年代、2000
年代のアメリカの太陽光発電（PV）製造プログラム（R. Mitchell et al., 2002; Jayanthi et al., 2009）が挙げられる。 
 
再生可能エネルギー研究開発への投資は一般に、新たな知識の蓄積と関連する一方、研究開発を通じて開発された

技術的ノウハウは時の経過とともにその価値を失う可能性がある。従業員が離職したり、研究者の頭脳における暗

黙知（tacit knowledge）が失われたりすれば、知識の価値は下がる。既存の知識が陳腐化すれば、更新されたプロ

セス及び技術の評価への適用にはもはや向かない（Argote et al., 1990）。研究開発資産の価値の下落は、太陽光発

電（PV）のように財政支援レベルが変動し、技術の変化が急速な場合、再生可能エネルギーでは特に問題になる

だろう（Watanabe et al., 2000）。安定的な財政支援レベル、人材の保持、技術と実験結果の成文化を行えば、研究

開発投資の価値低下は防げ、こうした低下による無駄を回避可能である。 
 
研究開発プロジェクトの本質的な要素は、結果の確率的性質である。研究開発投資の結果は、本質的には事前に知

ることが出来ない。さらに、過去のエネルギー研究開発投資の分析では、少数の成功プロジェクトに帰属する便益

は、商用利用には到らなかったプロジェクトへの投資を補って余りあることが示されている（NRC, 2001）。さら

に、再生可能エネルギー投資の社会的価値は、どの位早く市場に採用されるかを重要な決定要因とする（Moore et al., 
2007）。再生可能エネルギー研究開発の評価は、「保険」（Schock et al., 1999）、「ヘッジ」（E. Baker et al., 2003）、

「オプション価値」保有（Davis and Owens, 2003; Siddiqui et al., 2007）として投資を検討する際に最適である技術的

結果及び市場の結果を示唆する。将来を見越して、研究開発に対する本質的に不確実なリターンに取り組む重要な

方法は、期待される将来の技術の結果に関して専門家の総体的な意見を利用することである（NRC, 2007）。結局

のところ、再生可能エネルギー研究開発のこうした特徴が、投資ポートフォリオとして再生可能エネルギー開発を

検討する際に特に影響を受けやすくさせている（Frenken et al., 2004; Richels and Blanford, 2008; Blanford, 2009）。ポ

ートフォリオ設計において、リスク許容度のレベル、多様化を支援する時期と選択肢を取り除く時期、投資の特徴

が最低臨界尺度（critical minimal scale）または収益消滅のいずれになるか、及び、成功する結果の確率を書き込む

方法を考慮することは重要である（Nemet, 2009; Sovacool, 2009b）。 
 
再生可能エネルギーの研究開発に対する公的投資に批判的な者は、公共支出が民間投資をクラウディングアウトす

る可能性（Goolsbee, 1998; David et al., 2000）、過去の投資の成功履歴がまちまちである点（Cohen and Noll, 1991）、

技術的知識から科学的理解が切り離される傾向（Stokes, 1997）を指摘している。しかしながら、再生可能エネルギ

ーに関する最近の研究では、クラウディングアウトの証拠は限定的にしか見つかっていない（Popp and Newell, 
2009）。 
 
11.5.2.2 公的な研究開発の措置 
 
表 11.1 は、研究開発を対象とした再生可能エネルギー政策の一覧及びその定義を示している。政府が潜在的な大

投資家、投資家、及びイノベーターから資金援助を引き出す新たな手段を模索するなか、研究開発実証の範囲にお

いて政策措置がより協調的で革新的になりつつある傾向が一般に見られる。協調は、技術開発の面でなるべく早く

パートナーの「積極的な参加」を促し、可能な限り効果的で効率的に公的資金を使用することを目的としている。 
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表 11.1: 既存の研究開発政策のメカニズムの定義 
 

政策 定義 
公的な研究開発政策 
財政上のインセンティブ 
学術的研究開発への財政支援 特定分野の知識ストックの増加を図るクリエイティブな取り組みを実施す

るための、学者に対する投資資金。知識ストックは、新たな用途の開発に使

用される。 
助成金 研究開発及び実証に要する財政支援で、返済の義務はない。チャレンジグラ

ント（challenge grant）は、産業のコミットメントと並行して提供され、製

品のイノベーションまたは初期の製造施設を対象とすることが多い。 
偶発無償資金（contingent grant）は、技術及び知的財産の活用に成するまで、

もしくは成功しなければ、返済義務のない融資である。 
インキュベーション支援 企業家に対する支援。事業開発及びファイナンスを含む。 
国家、国際的な公営研究センター 地域、国家、国際の政府機関、または公的資金を受けた組織が資金を供与す

る研究施設。 
官民パートナーシップ 官民の協働を典型とする取り決め。政策、サービス、技術、及びインフラの

提供も対象にすることが出来る。 
賞 勝利した競争者に褒賞を与え、民間の研究開発コストの財源確保を支援す

る。一般にイノベーションの段階で用いられる。 
税控除 再生可能エネルギーの研究開発への投資の全額または一部を、納税義務また

は所得から控除することを認める。 
バウチャー制 研究実施の目的上、企業に研究開発センターへのアクセスを提供する。 
国家財政 
ベンチャー・キャピタル 有望な研究の新たな製品化またはサービス化を目指すファイナンス。一般の

投資家とは別個に投資するか、マッチングした一般の投資家と共同で投資す

る。 
軟化借款、転換権付き貸し付け 商用前の段階で利用可能なファイナンス手段。再生可能エネルギー技術の推

進または商用化を目的とする。技術が商用化に到った場合のみ、融資返済を

求められる場合が多い。 
 
 
政策担当者が利用可能な財政上のインセンティブは、以下を含み、表 11.1 の概要に示したとおり、さらにある。 
 
偶発危険準備補給金 は、最もリスクの高い開発段階で要するコストの一部をカバーするために使用可能であり、

一部の場合では必要性の高い危険投下資本にレベレッジを導入することで投資家の信頼を高めることで出来る。 
 
技術インキュベータ（Technology incubator）は、運用コスト調達という形で開発事業者を支援したり、事業開発と

資金集めに対する助言を与えたり、経営陣の形成と指導を支援したり、エネルギー関連の市場調査を行ったりする

ことが可能である。この例はイギリスのカーボントラスト・インキュベータ・プログラム（UK Carbon Trust Incubator 
Programme）で、新たな持続可能なエネルギー及び「低炭素」技術の商用化への足掛かりを提供する（UNEP, 2005）。 
 
公営研究センター は、「オープン・イノベーション」の手段を提供する。これは、企業が 1 つ以上の研究開発セ

ンターと共同契約することで、知的所有権を獲得しつつ、イノベーションに付随するコスト及び便益の双方を保証

する。現在、ベルギーでシリコン太陽光発電（PV）セルの開発が行われ、インド政府も同様の事業計画の調査を

望んでいる（IMEC, 2009a,b; JNNSM, 2009）。 
 
研究における官民パートナーシップ は、共同出資の研究を含む。様々な部門（学術、産業）、規律、または場所

で直接の研究ネットワークを形成出来る便益がある。パートナーは、より大きなリスクテイク、常識的なやり方か

らの逸脱、サプライチェーンの構築、及び製品、プロセスかビジネスモデルの最終的な実現化が可能である。研究

ネットワークは、技術性能及びコストに関する短期、中期、長期の目標を実現するため、共同の行動計画を立案出

来る（IEA, 2008a）。それを受け、政府はこれらの計画を精査し、採用する。ロードマップ政策は、共同研究開発

の一例で、日本の太陽光発電技術（Box 11.2 参照）、ヨーロッパ地域で概要が示されている（Strategic Energy 
Technology Plan, 2007; NEDO, 2009）。 
 
賞与 は、技術開発の発展を目指して使用されることがある。研究開発のリスクは競合者の肩に掛かる一方で、競

合者がイノベーションに取り組む方法は自由であり、競争プロセスは時に公的助成金の申請（契約、報告、管理）
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に比べて容易なこともある（Peretz and Acs, 2011）。 
 
Box 11.2: 日本から得た教訓: 太陽光発電における供給プッシュとデマンドプルの併用 
 
日本は、第一次石油ショックで同国の経済が深刻な影響を受けたことから、エネルギーの安全保障及び安定的供給

を求め、再生可能エネルギーに目を向けるようになった（Sugiyama, 2008）。1974 年より、通商産業省（現経済産

業省、（MITI））は新たなエネルギー技術の技術的進展を目指した「サンシャイン計画」を展開し、多額の資金が

太陽光の研究開発に投じられた。主要な長期的目標は、高効率で低コストの太陽電池の開発である（Takahashi, 
1989）。 
 
旧通商産業省は、太陽光発電プロジェクトと日本の産業開発を結び付けるべく取り組んだ。主要な目標は太陽エネ

ルギー技術の開発だったが、技術的進歩でエネルギー分野を大きく超えて便益を得られると期待していた。太陽光

発電の研究開発に対する国の投資で、大規模な発電と国内のエネルギー供給の実現だけでなく、太陽光電源付き電

卓やその他の電化製品の新たな国際市場にもつながると期待された（Watanabe et al., 2000）。 
 
電化製品の需要が世界的に高まり、コンピュータ「チップ」の半導体市場が拡大するにつれ、投資は実を結んだ。

旧通商産業省が太陽光開発の研究開発コンソーシアム（太陽光発電技術研究組合）を設立した 1990 年までに、三

洋やシャープなどの電機企業が主役になった。結果的に、太陽電池の価格は劇的に低下し、1974 年の 26,120 円/W
（38,580 円（2005 年）/W（350US ドル（2005 年））から、1994 年には 650 円/W（5.4US ドル（2005 年））になっ

た（Watanabe et al., 2000）。この成果に基づき、日本の電力企業は 1992 年に、余剰の太陽光発電を自発的に購入し

始め、系統接続の太陽熱システムの市場拡大を支援し、国内の電力ニーズに対応する太陽光のポテンシャルを実証

した。 
 
1993 年、再生可能エネルギーへの支援は、二酸化炭素削減を含めた持続可能性をその目的として追加拡大し、日

本は「ニューサンシャイン計画」に移行した。日本は、研究開発の取り組みと並行して、規模の経済及び製造者間

の商業上の競争を通じた太陽光発電コストの低下を目的として、運用データと引き換えに太陽光発電の目標を定

め、住宅用屋上向けに逓減する補助金を用意した。市場の認識を形成するためには、政府は（テレビ及び新聞など

を含む）様々な方法で太陽光発電の推進を開始した（IEA, 2003a）。 
 
この結果、設置された最大出力量は劇的に増加し、それに伴い太陽光のコストも低下した。日本は小さな参与者か

ら 10 年も経たないうちに世界最大の太陽光発電製造国になった。1994～2004 年の間、システムコストは 3 分の 2
低下し、1994 年の 18US ドル（2005 年）（1.2US ドル（2005 年）/kWh;5 2,000 円/W に基づく）から、2004 年には

6US ドル（2005 年）（0.4US ドル（2005 年）/kWh; 660 円/W に基づく）になった（NEDO, 2009）。同期間に、年間

設置は 1,000 倍に増加し、1994 年の 1.8MW から 2004 年には 2,002MW になった（Ito, 2003; Kobayashi, 2003; NEPC, 
2009）。これらの進歩にもかかわらず、市場の成長は、2005 年の補助金プログラム終了後に鈍化し（図 11.4 参照）、

世界規模の太陽光製造における日本の役割は、中国が太陽光発電製造部門で優位になり始めたこともあり、次第に

低下している。 

 
図 11.4: 日本の太陽光発電（屋根）: 1994～2008 年の年間コスト、補助金、及び年間設置数（Ito, 2003; Kobayashi, 
2003; NEPC, 2009） 

                                                        
5 均等化原価は、以下の想定に基づき推定された。期間 20 年、設備利用率 12%、割引率や利率 4%。想定は、日本政府
の慣行に基づく。 
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2009 年には、雇用創出及び国際市場での競争力強化を目的として、政府は住宅用屋上太陽光発電の買取制度（住

宅の発電者は、小売価格の 2 倍で余剰電力を電力会社に売却可能）を立ち上げた。この目的は、太陽光発電の導入

をさらに加速させるとともに、電力会社への太陽光発電からの電力売却量を最大にするために、消費者が電力使用

を最小限にするインセンティブを提供することにあった（METI, 2009）。2010 年 4 月には、改正された補助金シス

テムが再開され、国内の太陽光発電市場をさらに後押しした。 
 
過去 30 年の大半、日本は効果的で一貫した政策を成立させて太陽光発電を推進し、大きな予算危機の際でもこれ

らの政策を維持している。この経験からは、長期目標と計画の重要性、再生可能エネルギー開発をその他の用途及

び産業と結び付ける可能性だけでなく、コスト低下、技術進歩や、供給プッシュ（研究開発）と市場形成政策の組

み合わせによる普及拡大から得られるプラスのフィードバックが示されている。 
 
 
商品開発の段階から商用化に向けた技術イノベーションを支えるためには、研究開発の支援に加え、公的資金の提

供も必要である。開発事業者は、投資家を納得させるために、自己の技術が実際の市場の条件で機能でき、商用的

に実行可能性があることを証明しなければならない（UNEP, 2005）。また、政府は、市場に向けイノベーションを

促し、再生可能エネルギー部門で商業投資に関与するため、公的な源が資金拠出した新たなファイナンスメカニズ

ム（転換権付き貸し付け及び公的支援を受けたベンチャー・キャピタルなど）の実施を開始している（UNEP, 2005）。 
 
アメリカ、オーストラリア、及びイギリスの様々な政府機関は、有望な研究の新たな製品化及びサービス化を目指

す全体的な産業経済開発政策の一環として、ベンチャー･キャピタルのメカニズム を試している（SEF Alliance, 
2008）。同時に複数のメカニズムが使用可能であり、たとえば、アメリカのコネチカット州では、実証プロジェク

トへの助成金支援と、技術が商用化に到った場合に返済すべき軟化借款を組み合わせている。 
 
11.5.2.3 得られた教訓 
 
補助金が成功すれば、技術の導入者を商業化へ導き、投資家が高リスクと長引く投資ホライズンと見なすために利

用できなかったであろう初期及び後期のリスクキャピタル投資を、誘引しやすくする。さらに、経験によって、研

究開発（及びそれ以降の段階）への補助金は「売却戦略」として設計し、これにより技術の商用化に伴い補助金を

段階的に撤廃し、機能を果たし、持続可能な部門を現状維持させることが重要であることが分かっている（ICCEPT, 
2003）。補助金政策は、依存性（技術を普及させるのではなく、研究開発及び初期の実証段階に留めておく傾向）

を回避し、代わりに新たな技術分野を成長させつつ市場の歪みを最小化するよう設計することも可能である。たと

えば、実行に結びつく助成金支援モデルでは、開発事業者は実績を構築可能である。これは、従来の先行投資助成

金のみを使用する場合は、不可能である。 
 
研究開発プログラムの結果の成功は、割り当てられた資金総額だけに関係するのではなく、毎年の財政支援の一貫

性にも関係がある。研究開発が運用されたりされなかったりすると、技術の学習には悪影響が出る。また、学習と

コスト削減は、継続性、コミットメントと取り組みの組織化、資金の管理場所と管理方法に左右され、また同様に

取り組みの規模にも依存する（Grubler, 1998; Sawin, 2001）。Karnøe（1990）は、アメリカ及びデンマークの初期の

風力エネルギー研究開発プログラムを比較した結果、アメリカでは財政支援にデンマークよりも多大な投資を行っ

たが、信頼性ではなくて規模とその他の要因に注力したため、タービン開発ではデンマークよりも成功しなかった

ことが分かった（Karnøe, 1990; Sawin, 2001）。Garud and Karnøe（2003）は、「ブレイクスルーではなくブリコラ

ージュ（寄せ集め）」、つまり急進的な技術進歩ではなく、漸増的な改善を目指す研究を通じた進展が研究開発政

策にとってより成功するアプローチであると論じている。Nemet（2009）も、漸増的なアプローチと非漸増的なア

プローチの価値を比較し、分析している（長い議論については、11.7.4 節参照）。漸増的なアプローチから生ずる

技術開発の成功は、ヨーロッパの再生可能エネルギー技術開発の詳細な研究（Jacobsson and Johnson, 2000）、日本

とタイの経験によって立証されている（Box 11.2 及び 11.7 参照）。しかしながら、双方のアプローチが同時に必要

とする議論もある（O’Reilly and Tushman, 2004; Hockerts and Wüstenhagen, 2010）。 
 
さらに、再生可能エネルギーの将来の研究開発投資の効果を改善するうえで、重要な検討事項が存在する。研究開

発の投資結果を図る方法及び文書化の改善は継続的に必要で、将来の決定に関する情報を提供可能である。研究開

発に対する公的投資を最適化する有望なアプローチには、オプション価値、ポートフォリオ分析、専門家の意見収

集による情報提供などがある（NRC, 2007）。個別の投資ではなくポートフォリオ全体の結果に基づきプログラム

の評価を行えば、現存しているものに比べ、多様なインセンティブにつながるだろう。過去の投資結果は、政府の

再生可能エネルギー研究開発プログラムの管理及び予算配分を大幅に向上させるポテンシャルを持つ。依然として、

様々な種類の決定は重要である。これにはたとえば、研究開発の投資規模に対する収益増加を考慮した場合におけ

る最適な多様化の程度、公的なマネージャが民間部門の受容意思以上に初期段階の技術的リスクを引き受けるイン

センティブを有するかの検討、支援を忍耐強く継続する時期、成功の見込みの低いプログラムを終了させる時期、

研究開発重視から需要サイドの支援重視に移行する時期などがある（Nemet, 2010a）。 
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11.5.2.4 研究開発政策及び普及政策の組み合わせから生ずるプラスのフィードバック 
 
研究開発政策は、そのタイミングだけでなく、普及政策とのバランスも重要である（Langniß and Neij, 2004; Neij, 
2008）。理論的な文献と技術的なケーススタディの両者から得られた最も確実な研究成果の 1 つによれば、研究開

発投資は、他の政策手段で補完される場合に最も効果的である。限定的ではないが、特に、新たな再生可能エネル

ギー技術の需要を同時並行で強化する政策が、これに当てはまる。技術開発において、比較的初期の普及政策は、

たとえば日本やデンマークのように（Box11.2 及び 11.12 参照）、研究開発を通じたものか（製造の結果としての）

活用を通じたものかを問わず、その学習を促進させる（Neij, 2008）。研究開発に対する公的支出及びコスト削減に

対する規模の経済の貢献を解明するのは、特に、技術の商用化が民間部門の研究開発投資を刺激していることから

して、難しい（Schaeffer et al., 2004）。それにもかかわらず、既存の文献では、研究開発及び普及政策を同時に使

用すれば最もイノベーションを誘起することが可能であると示唆している（Mowery and Rosenberg, 1979; Johnstone 
et al., 2010）。イノベーションの成功は、技術的な機会と市場の機会をつなぐことが出来る、つまり「対にする」

ことが出来ることを示しており（Freeman, 1974; Grubb, 2004）、再生可能エネルギーの技術的政策の効果に関する

研究は、双方が必要であるというこの全体的な合意を支持している（Grubler et al., 1999b; Norberg-Bohm, 1999; 
Requate, 2005; Horbach, 2007）。 
 
双方の要因は貢献するだけではない。これらは、研究開発及び普及の間にはプラスのフィードバックが存在するた

め、相互に作用もしている（Watanabe et al., 2000）（図 11.5 参照）。このようなプラスのフィードバックのサイク

ルとそれによる便益は、（より）意欲的な政策に対する受容を高めつつ、（アジェンダと目標設定から、政策実施

と評価に至るまでの）政策のサイクルに対してもプラスのフィードバックを起こすことが可能である。中国及びド

イツといった国々で見られるこのダイナミックなメカニズム（Box 11.11 及び 11.6 参照）は、政策担当者により厳

格な再生可能エネルギーの目標を導入するよう奨励している（Jacobsson and Lauber, 2006; Jänicke, 2010）。実社会

の普及の経験からも、克服に研究開発への投資を要する新たな課題が判明する可能性がある。また経験は消費者が

次の研究開発の決定に対して実際に望むことについて、市場のフィードバックを取り込みやすく出来る。そして、

商用化は一般に、その発明から利益を得る企業の能力を高め、民間部門の研究開発投資に対するインセンティブを

強化する（Nordhaus, 2010）。この二者間の配分を検討した重要な結果からは、イノベーションプロセスの初期段

階における投資では一般に研究開発が優位を占め、普及メカニズムはそれ以降の段階でより重要になることが示さ

れている（Dosi, 1988; Freeman and Perez, 1988）。さらに、どちらの種類の政策も必要になるだけでなく、研究開発

プログラムの商用化にあたり、多くの様々な関係者が必要とされる可能性が高い（Mowery et al., 2010）。 
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図 11.5: 技術コストを下げる技術開発と市場展開の相互強化サイクル（IEA, 2003b に基づく） 
 

11.5.3 再生可能エネルギー普及に関する政策オプション 
 
本節では、再生可能エネルギー普及に関する再生可能エネルギー独自の政策オプション、すなわち需要プル政策に

ついての概論を提供する。この政策は表 11.2 に示されているように、市場において再生可能エネルギー技術への

需要を創出する。本節では主に、一般に全ての最終消費部門に適用される財政上のインセンティブ及び公的な財務

のツールに重点を置くが、規制政策に関しても若干の議論を提示する。効果及び効率性に主に着目し、可能な限り、

これらの政策オプションの分析を、11.5 節の冒頭で設定した評価基準に関連して提示する。部門特有の経験及び分

析とともに、規制政策を取り巻く議論の大半は、最終消費部門に注目した 11.5.4 節（電力）、11.5.5（発熱）、及

び 11.5.6（運輸）で参照可能である。 
 
  

多くの研究開発、革新及び技術的進展
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産業開発 

 
市場開拓 
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表 11.2: 既存の再生可能エネルギー特有の普及政策の定義及び部門別の使用  
 
電力（E）、発熱（H）、及び輸送（T） 
政策 定義 E H T 
普及政策     

財政上のインセンテ

ィブ 
    

助成金 特定の目的で適格な対象者に対して政府が贈与する、返済義務の

ない資金援助。通常は、使用、特定の標準の維持、または助成金

の対象者または授与者による比例的な寄付といった特定の資格を

条件とする。助成金（及びリベート）は、再生可能エネルギー機

器または関連インフラの準備、購入か建設に関連するシステム投

資コストの軽減に役立つ。一部の事例では、助成金は譲与的条件

融資の形成に使用される（たとえば、銀行による再生可能エネル

ギー向けの低金利融資の承認）。 

X X X 

エネルギー生産報酬 再生可能エネルギーの生産ユニット当たりに対する政府からの直

接支払い。 
X X X 

リベート 政府から民間当事者に対する一回限りの直接支払い。再生可能エ

ネルギーのシステムまたはサービスへの投資コストの一定割合ま

たは一定額を対象とする。一般的に、竣工後の適格なプロジェク

トに自動的に提供され、細かい申請手続きは必要ない。 

X X X 

税控除（生産または投

資） 
年間の所得税控除を受ける資格に関わる資産の投資家または所有

者に対し、エネルギー施設に対する投資額またはその施設の当該

年の生産エネルギー量に基づき、提供される。 
再生可能エネルギーへの投資の全額または一部を、納税義務また

は所得から控除することを認める。 

X X X 

税減免 再生可能エネルギーの購入（または生産）または再生可能エネル

ギー技術に当てはまる税の軽減。売上税、付加価値税、エネルギ

ー税、または炭素税などがあるが、これらに限らない。 

X X X 

可変減価償却または

加速減価償却 
再生可能エネルギー機器が運用される最初の数年間、所得税負担

の軽減を認める。一般に、営利事業体に適用される。 
X X X 

国家財政     

投資 再生可能エネルギーの企業またはプロジェクトの持分保有割合と

引き換えに提供されるファイナンス。通常、プロジェクト及び企

業への持分に直接投資を行う政府運営ファンドとして、あるいは、

民間運営ファンドの資金提供者（ファンド・オブ・ファンズ）と

して、実施される。 

X X X 

保証 信用リスク（返済リスク）が高いと認識される再生可能エネルギ

ーの企業及びプロジェクトに対し、商業銀行からの国内融資を促

す目的を持つ、リスク共有メカニズム。一般に、保証は部分的で、

すなわち未済貸付金の元本の一部が対象になり、50～80%が一般

的である。 

X X X 

貸付 再生可能エネルギーの企業またはプロジェクトに対し、債務（つ

まり返済）義務と引き換えに提供されるファイナンス。政府、開

発銀行、または投資当局が、通常は譲与的条件（低金利または緩

い担保要件など）に基づき提供する。 

X X X 

公共調達 公的事業体が、再生可能エネルギーのサービス（電力など）や機

器を優先的に購入する。 
X X X 

規制     

量主導型     

再生可能ポートフォ

リオ標準や割り当て

または義務化 

指定当事者（発電者、供給者、消費者）に対し、再生可能エネル

ギーの最低限の（多くの場合は次第に増える）目標の達成を義務

付ける。この目標は一般に、総供給量の割合として、または再生

可能エネルギー容量として示され、コストは消費者が負担する。

再生可能エネルギーの発熱装置または発電技術を要求する建築基

準または建築義務で、効率的な投資と組み合わさることが多い。

再生可能エネルギー発熱の購入が義務付けられる。バイオ燃料を

輸送燃料全体のパーセントか一定の量で混合を義務付ける。 

X X X 
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入札・競売 公共団体が、再生可能エネルギーの供給または供給能力の一定割

合を入札にかけ、大半は標準的な市場レベルを超える価格での落

札に報酬を出す。 

X   

     
価格主導型     

固 定 価 格 買 取 制 度

（FIT） 
再生可能エネルギーの供給において、優先アクセス及び優先送電

を保証し、固定価格を設定する。この価格は、特定の数年間に提

供されたユニット当たりの技術により異なる。 

X X  

割り増し金支払いを

提供する固定価格買

取制度 

再生可能エネルギーの供給に対し、そのエネルギー市場価格また

は最終消費価格の上限で追加的な支払いを保証する。 
X X  

質主導型     

グリーン・エネルギー

購入 
既存の再生可能エネルギー義務を超え、再生可能エネルギーの消

費者による自発的購入の供給を規制する。 
X X X 

エコ表示 政府主催の表示付け（民間部門のものも一部存在）。エネルギー

製品が一定の持続可能性の基準に対応していることを保証し、自

発的なグリーン・エネルギー購入を促す。一部の政府は、消費者

への請求書にエネルギー構成（または再生可能エネルギーの割合）

の完全な内容開示を表示するよう義務付けている。 

X X X 

ネットメーター（売電

システムとも） 
電力送電網及び自家発電可能な消費者の間で、双方向の電力の流

れを可能にする。電力が送電系統にフィードされるとメーターが

戻り、「売電」サイクル中は小売価格で電力が補給される。これ

は、消費者側の発電が瞬間的に消費者の需要を超えるかは、関係

ない。 

X   

ネットワークへの優

先アクセスまたはア

クセスの保証 

既存のエネルギー･ネットワークへのアクセスを阻害されずに、再

生可能エネルギーの供給を行う。 
X X  

優先送電 他の源から供給を受ける前に、再生可能エネルギー供給をエネル

ギーシステムに統合することを義務付ける。 
X X  

注: 運輸は液体燃料系、熱は非電力に限定する想定。電力系の運輸または熱は、電力カテゴリで扱う。 
 
11.5.3.1 財政上のインセンティブ 
 
様々な形態の財政上のインセンティブは投資または生産に基づき、税の控除、軽減と免除、投資支出の可変減価償

却か加速減価償却、リベートと助成金を含む（表 11.2 に全て掲載）。これらのインセンティブは、設置関連の先

行投資コストの低減、生産コストの低下、または再生可能エネルギー発電で受け取る支払いの増加により、再生可

能エネルギー投資のコスト及びリスクを軽減することが出来る。財政上のインセンティブはまた、エネルギー市場

価格に比べて再生可能エネルギーが競争的に不利な立場のままになっている様々な市場の失敗を補償し（1.4.2 節）、

再生可能エネルギー投資の財政的負担を減らす手助けとなる（IEA, 2007a）。過剰な公的負担を伴わずに拡大を保

証するため、正しいインセンティブのレベルに注意を要する。 
 
助成金及びリベート 
 
日本及び幾つかのアメリカの州など一部の国では、助成金またはリベートを通じて投資に補助金を出すことにより、

再生可能エネルギー普及を推進している（Sawin, 2004）。助成金は、投資の財源確保を支援するために先行して提

供される資金であり、リベートは投資後の備え付けの返金である。 
 
資本の助成金及びリベートは、プラントの先行投資コスト軽減を直接支援し、政府は一般に一定レベルの財政支援

を行う。たとえば、設置容量のメガワット当たりまたは総投資額のパーセンテージごとに、限度額まで返金するこ

とが考えられる。これらは、家庭用の太陽熱または太陽光発電システムといった小規模なものから、バイオマスの

コジェネレーション（CHP）プラントなどの大規模な発電所に至るまで、適用可能である。 
 
助成金及びリベートは、各プロジェクト独自の長期的政策及び財政上の責任を必要としない。特に新たな再生可能

エネルギー技術を対象とした小規模な消費者用地のプロジェクト（small, consumer-sited project）の普及拡大に大き

な役割を果たす可能性がある（Wiser and Pickle, 1997）。ただし、市場の成長促進に必要な安定的条件を提供出来

ないことも多いため、再生可能エネルギーの幅広い適用を牽引するには有効とは言えないだろう（Lantz and Doris, 
2009）。これは、German Market Incentive Program（Nast et al., 2007）及び UK’s Low Carbon Building Programme（BERR, 
2008）の場合と同様に、安定的な需要成長を損なう可能性のある、予算変動に対して脆弱であることにもよる。 
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リベートプログラムは、リベート額が現在の市場及び政策の条件に沿っている場合、明確な目標群と一致している

場合として、試作段階から大量生産に至る先進的な技術を使用する場合、うまく機能する（Lantz and Doris, 2009）。
適格なプロジェクトに対して自動的なリベートを行えば、投資コストの障壁に直面している小規模な再生可能エネ

ルギー施設や、競争して授与される助成金やその他の政策アプローチがインセンティブ運営の処理コストのために

あまり適切ではないと思われる場合において、特に有効だろう。 
 
資本の助成金には、メリットもデメリットもある（DEFRA/BERR, 2007; Connor et al., 2009）。受領者側の視点から

は、支払いが将来の政策の変動に左右されないという意味で、非常に低リスクである。支払い側からは、助成金の

価値が知られていて、少なくとも原則的に将来の債務は発生しない。しかし、助成金は施設建設を容易にするだろ

うが、設置後のフォローアップがない限り、プロジェクトの運用や効率的な運用は確実ではない。助成金は一般に、

一定の事前条件へ適合していること、新規の発電容量の質が少なくとも最低基準を満たしていること、そして設置

システムの効率運用が達成されたことを確かめるため、監視を行う必要がある。これは、追加的な運用コストが生

ずることを示唆している（DEFRA/BERR, 2007; Connor et al., 2009）。 
 
プロジェクトが失敗した場合、建設中かその後のいずれであっても、一般的に譲与者はほとんど償還請求権を持た

ない。このため、助成金は、大幅な投資コストを要するが運用コストは比較的低い施設にとって、最も魅力的であ

る。助成金は成熟度の劣る技術に最適なのか、という議論がある。助成金は、投資を刺激し、潜在的に新たな投資

家を誘引する簡単な方法を提供する。助成金の譲与者は、競争的な褒賞を通じて助成金の効率を向上可能だが、こ

の結果、運営コストが増加する可能性がある。このため、入札準備の経験との関連から、大規模な開発により有効

だろう（van Dijk et al., 2003; Bürger et al., 2008; Connor et al., 2009）。 
 
再生可能エネルギー普及の牽引において、資金量や助成金もしくはリベートが継続的に利用可能かどうかがその効

率性に大きく影響を与える可能性がある。たとえば、もしプログラムの初期に資金が尽きた場合、消費者は助成金

が無かった場合に行われただろう投資を遅らせ、これが潜在的に投資を減少させ、公的資金利用の経済効率を低下

させるという証拠がいくつかある。資金の早期枯渇は、ぎりぎりの状況ではない一部のプロジェクトが資金を受け

取ったという示唆から、助成金またはリベートのレベルが高く設定されすぎている事を示す傾向もある（van Dijk et 
al., 2003; Bürger et al., 2008; Connor et al., 2009）。 
 
租税政策 
 
税の控除、軽減、または免除は、過去の政府歳入に関する税控除額の総計に達し、この額はあらかじめ定義された

固定金額または設置に対する投資総額か配送エネルギーの基盤への投資総額のパーセンテージとして計算される。

租税のインセンティブは、理論上は少なくとも柔軟なツールであり、技術及びサプライチェーンの発展や市場の進

化に合わせて徐々に増やしたり減らしたりすることが出来る。特定の技術や特定の市場において目標にされること

があり、より幅広く適用可能である（de Jager et al., 2010）。 
 
租税政策は、需要と供給サイドに影響を与える可能性がある。たとえば、生産税控除により生産増を促し、再生可

能エネルギーの電力、発熱、または燃料の使用に対する税の控除または免除は、需要サイドに影響を与える。投資

の税控除は初期の投資コストに着目し、生産の税控除は運用生産コストに対応する。税の軽減及び免除は、財産税、

売上税、エネルギー税、炭素税、及び付加価値税も対象になり、課税額全体に直接影響を与えるだろう。このよう

に税の規模を縮減させることで、開発に伴うコスト総額を軽減させることに繋がる（Connor et al., 2009）。 
 
IEA Renewable Energy Technology Deployment 実施協定のための研究では、（エネルギー税、炭素税、またはその他

の税などからの）税の軽減または免除といった財政上のインセンティブは適用税率に左右されることを断定した

（de Jager and Rathmann, 2008）。北ヨーロッパ諸国では、比較的高率のエネルギー税が適用されており、こうした

税免除は再生可能電力使用を充分刺激出来る。しかしながら、エネルギー税の率が比較的低い国々では、その他の

方法と組み合わせなければならない（European Commission, 2005）。現在のアメリカでは、投資及び生産に対する

連邦税控除（kWh または MJ 当たりの発電に対する所得税控除）が同国の風力市場及び太陽熱市場を強力に成長さ

せているが、控除が複数年にわたり適用される場合に限り、プロジェクトのプランニングから竣工まで充分な時間

をかけることが出来る（Sawin, 2004; Wiser et al., 2007）。 
 
可変減価償却または加速減価償却は、投資の初期における課税所得を軽減し、その投資の経済性を向上させる手段

として使用可能である。この償却は特に、スウェーデン及びデンマークで小規模な風力開発の促進において成功を

収めている。デンマークでは、この政策のおかげで、1990 年代半ばに農家の保有する風力タービンが大幅に増加

した（Buen, 2005; Barry and Chapman, 2009）。可変減価償却も、アメリカの大半の再生可能エネルギー技術及びイ

ンドの風力エネルギーに対して広く使用されている。オランダの任意償却環境投資（Willekeurige Afschrijving 
Milieu-Investeringen（VAMIL））、カナダの加速資本コスト控除（Accelerated Capital Cost Allowance）、及びイギ

リスの資本控除拡大事業計画（Enhanced Capital Allowance Scheme）は、再生可能エネルギーの暖房部門で成功した

プログラムの例である（Worrell and Graus, 2005; IEA, 2007b）。 
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財政上のインセンティブの評価 
 
投資の助成金、リベートと租税政策といった、生産と投資を支える手段の影響は、これらが一般に補完的な政策ツ

ールとして使用されることから、測定することが難しい（European Commission, 2005; Klein et al., 2008a）。たとえ

ば、EU では、2008 年の時点で主な支援公共計画として税制上のインセンティブ及び投資助成金を用いていたのは、

フィンランドとマルタのみだった（Klein et al., 2008a）。アメリカでは、財政上のインセンティブが連邦レベルで

第一の支援手段として同じく使用されているが、大半の州では再生可能エネルギーの追加的なインセンティブまた

は義務を設けている（DSIRE, 2001）。 
 
これらの影響を測定するのは難しいにもかかわらず、一部の研究では、財政上のインセンティブはその他の政策メ

カニズムと組み合わせると最も効果的である傾向が示されている（IEA, 2008a）。日本では、1990 年代及び 2000
年代初頭に屋上の太陽光発電プログラムがリベートと併用され、ネットメーター、低金利の融資、及び公教育の普

及とともにリベートは減少した。この組み合わせで容量が拡大し、システムコストの低減につながったことから、

日本は少なくとも一時的に、太陽光発電の世界の主要製造国になった（Watanabe et al., 2000）（Box 11.2 参照）。 
 
一般に、租税ベースのインセンティブに大きく依存してきた国は、たとえば風力発電またはバイオガスに関する不

安定な市場や不十分な市場に苦戦させられていることが多い（Lewis and Wiser, 2005）。アメリカでは、Box 11.5
に示されたように、利用可能な税控除が頻繁に失効することも原因の一部である。税控除の直接的なメリットを享

受するだけの課税額を持つ参加者はごく少数という事実に起因する可能性もあるだろう。つまり、控除の価値は法

的地位、所得レベル、または税率によって異なる（Metcalf, 2008）。この課題は、租税政策をより包括的にするか、

幅広い参加を促すその他の政策を見出すかにより、対処可能である（Mendonça et al., 2009）。一般に、税控除は、

これらを利用する立場にある黒字の納税民間企業が多数存在する国で、最も効果が高い。 
 
風力エネルギー政策の経験からは、現金支払いが税控除に比べて好まれる場合があることが示されている。なぜな

ら、支払い及びリベートの便益は、あらゆる所得レベルの人に平等であるため、幅広い投資及び使用を促進するか

らである。また、通常、購入時または生産時、あるいはそれに近い時点で提供されるため、（課税期間の終了に向

けて大半の容量に投資される傾向よりもむしろ）時が経つにつれて更に増加しさえする（Sawin, 2001）。国連環境

プログラムの 2009 年の報告によると、2008～2009 年に見られた世界的な経済低迷で、税控除の主導する市場は一

般に低迷時に有効ではないことが明らかになった（UNEP and NEF, 2009）。経済危機時に投資家が連邦税控除を利

用出来ないことを受け、アメリカ政府は一時的に代替策として現金の助成金を支給した（Wiser and Bolinger, 2010）
（Box 11.5 参照）。 
 
一般に、生産に助成金を出すインセンティブは、望ましい結果、即ちエネルギーの発生（Sawin, 2001）を促進する

ため、投資助成金に比べ好まれる。またそれは、市場展開を奨励し、と同時に効率性の向上も促進する（Neuhoff, 
2004）。しかし政策は、特定の技術や成熟の段階に合わせなければならず、投資の助成金は、ある技術が依然とし

て比較的割高な場合か、その技術の適用規模が小さい場合（小規模な屋上の太陽熱システムなど）に役立つものに

なり得る（Sawin, 2001）。特に、技術の基準とシステム及び設備の最低限の質を保証する証明が組み合わされてい

る場合に当てはまる。たとえば、1980 年代のカリフォルニアの風力発電は、リスク及び投資コストが高かったた

め、投資控除がなければ成功しなかっただろうという声が多い。別の方法として、生産インセンティブは、ファイ

ナンスコストの低下につながる他の政策と組み合わせ可能である（Sawin, 2001）。 
 
11.5.3.2 公的ファイナンス 
 
公的ファイナンスの提供も、再生可能エネルギーの理解を支える非常に重要な要素となり得る。再生可能エネルギ

ー・プロジェクトは一般に、従来の化石燃料系のエネルギー・プロジェクトに適用されるファイナンス構造と同一

の形態で運用される。関連する資金の主な形態には、特定のプロジェクトのニーズにより、プロジェクトオーナー

のエクイティ投資、銀行融資、リスクの一部を補償する保険、及び場合によってはその他の形態のファイナンスな

どがある。 
 
多くの再生可能エネルギー・プロジェクトにとって、商業上のファイナンスは依然として限定的で、この状況は特

に、高いリスク及び制度上の能力の低さのために民間部門の関与が妨げられている発展途上国に見られる。こうし

たギャップは、公的ファイナンスメカニズムの支援を通じて形成された金融商品でのみ、埋めることが可能な場合

が多い。このメカニズムでは、民間部門がそもそも単独で行動を望まないか、それが不可能な場合、商業投資家が

国家的な政策の枠組み内で活動しやすくなり、その結果、ギャップを埋め、リスクを共有することにつながる（UNEP, 
2008）。 
 
公的ファイナンスのメカニズムには 2 つの目的がある。１つは再生可能エネルギー・プロジェクトへの商業的な投

資を直接集めたり実施すること、もう１つはこれらの技術を対象にした大規模で商業的に持続可能な市場を間接的

に創り出すことである。直接の短期的便益により、持続可能で長期的な市場の成長を間接的に阻害する市場の歪み

を作らないような政策を設計することが、重要である（UNEP and BNEF, 2010）。 
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投資 
 
公的ファイナンスメカニズムは、民間取引のエクイティに投資する目的の政府ファンドの形態を取ることが出来る。

いわゆるプライベートエクイティである。プライベートエクイティ・ファンド運用における公的機関の役割は、プ

ロジェクトまたは企業に直接投資を行うファンドマネージャか、民間部門の運営ファンドにおいて他の投資家とと

もに資金をプールするファンドオブファンズのいずれかになり得る。いずれにせよ、ファンドは、新たな技術開発

を行うベンチャー・キャピタルから、プロジェクト開発活動の初期段階のエクイティ、既に完全に許可を得て建設

準備の整ったプロジェクトの後期段階のエクイティに到るまで、様々な金融商品を提供できるよう構築可能である

（UNEP, 2008）。 
 
保証 
 
保証は、信用リスクを共有し、一部の再生可能プロジェクトと関連した地域銀行が高い信用リスクと見なすような

こと（返済リスク）を減らすことで、国内の融資を流通させることが可能である。11.4.3 節で論じたように、保証

により銀行は再生可能エネルギー融資のポートフォリオを管理し、真のプロジェクトリスクの評価をしやすい立場

に置かれることで、再生可能エネルギー・プロジェクトに関連する異常に高いリスクの認識に取り組む経験を得や

すくなる（UNEP, 2008）。 
 
融資 
 
再生可能エネルギー・プロジェクトに必要なファイナンスの大半は、融資（公債によるファイナンス）が占める

（London School of Economics, 2009）。この公債を流通させることの課題は、アクセス及びリスクに関連している。

11.4.3 節で述べたとおり、多くの国の金融部門は、再生可能エネルギー・プロジェクト及び関連のインフラ・プロ

ジェクトに必要な長期公債を十分に提供出来るほど発達していない。国家財政メカニズムは、プロジェクトに直接

資金を提供する形か、地域を拠点とした商業金融機関を通じてファイナンスを行う融資枠として使用可能である。 
 
一般には融資枠が好まれるのは、再生可能エネルギーのファイナンスを行う地域の能力育成につながるためである

（UNEP, 2008）。たとえば、世界銀行、復興金融公庫（KfW, Reconstruction Credit Institute）、及びアジア開発銀行

（ADB）の融資枠はインド再生可能エネルギー開発公社（IREDA）がインドの再生可能エネルギーの重要な融資者

となるのを助け、その成功の立役者になっている。インド再生可能エネルギー開発公社は 1987 年に設立され、主

にシニアレンダーとして投資を行い、最長で 10 年間、プロジェクトの投資コストの最大 80%を対象とした公債に

よるファイナンスを提供する。この資金の 3 分の 1 は現在、銀行融資及び非課税債券の発行を通じ、国内で調達さ

れている。インド再生可能エネルギー開発公社は現在、インドの州政府と協働し、州のエネルギー保全ファンドを

通じてその能力を移植している（UNEP, 2008）。 
 
公的ファイナンスは一般に、譲許的レートで提供され、つまり「軟化され」、管理は容易である（IEA, 2007b）。

軟化借款は、ドイツの再生可能エネルギー技術支援の取り組みで見られる特徴である。ノルウェー及びスペインも、

再生可能エネルギー発熱に関連して融資プログラムを展開し、日本及びスウェーデンは過去に再生エネルギーを対

象に軟化借款を行っている（IEA, 2007b）。別の方法として、劣後ローンなどのアプローチは、商業金融をさらに

高いレベルでレバレッジを導入することが出来る。劣後ローンは、財政構造においてより高いリスクポジションを

取る（シニアレンダーへの返済後のみ、支払いを受けられる）（London School of Economics, 2009）。 
 
公的ファイナンスは金利の頭金返済にも使用可能であり、商業金融機関はファイナンスの大部分を供与する。この

仕組みで、借り手の利率は軽減され、ファイナンスコストが効果的に減少する。このアプローチは、インドの家庭

用の太陽熱と太陽光発電システム、チュニジアの太陽熱、及びドイツの様々な再生可能エネルギー技術への適用に

成功している（UNEP, 2008）。 
 
他の革新的な融資メカニズムが、地方自治体レベルを含め、様々なレベルの政府で登場しつつある。たとえば、ア

メリカで初めて登場した不動産クリーンエネルギー債券（Property Assessed Clean Energy; PACE プログラム）は、

手頃なファイナンスへのアクセスを提供しつつ、インセンティブ分割の市場の失敗を克服する一助になるポテンシ

ャルを有する（1.4.2 節及び Box 11.3 参照）。こうしたメカニズムがあれば、住宅保有者などの小規模な投資家で

あっても、そのシステムの耐用年数の間に融資を返済可能であり、返済は本質的にエネルギー節約に一致する

（Fuller et al., 2009a）。 
 
 
Box 11.3: 革新的なファイナンス: バークレー市の持続可能なエネルギー金融地区（Berkeley Sustainable Energy 
Financing District） 
 
2007 年、アメリカのカリフォルニア州のバークレー市は、持続可能なエネルギー金融地区（または不動産クリー
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ンエネルギー債券（Property Assessed Clean Energy, PACE））を設定した。債券を発行し、その利子を用い、太陽光

のエネルギー効率改善や設置を行う不動産所有者に融資を提供した。不動産所有者への融資は一般に 20 年間で、

返済とエネルギー節約を一致させることが出来る。このため、コストは前払いではなく、使用期間中に支払われ、

購入の決断は速やかな元金回収の必要性には依らない。既存の提案されたプログラムでは、この構造によって、地

域に適したコスト効率の良い技術の選択が可能になる（Fuller et al., 2009a）。市は融資の信用リスクを負うが、不動

産税の請求で融資返済を回収する。課税評価は、不動産が売却された場合でも、個々の最終使用者ではなく不動産

に対して行われる。投資がエネルギー節約の形態で回収される前に自宅を売却する場合、再生可能エネルギーの購

入者は損失から守られる。 
 
その他の複数のアメリカの市及び郡で PACE 地区が実施され、20 を超えるアメリカの州で PACE プログラムを開

始する授権法規が発行している。ドイツ、イタリア、及びポルトガルでも取り組みが検討中である（Fuller et al., 
2009b）。 
 
ただし、2010 年後半まで、PACE プログラムはアメリカ全土で保留となっていた。アメリカの深刻な景気後退が原

因で、記録的な数の不動産が差し押さえられた。この結果、財務省は、債務負担を増大させる政策を少なくとも一

時的に回避すると決め、不動産の売却または融資借り換え前に PACE の融資全額を返済することが義務付けられ

た。アメリカの現在の状況は別として、PACE プログラムは景気が安定しているか成長中には、プラスの力になる

と考えられている（Kammen, 2009）。 
 
 
公共調達 
 
再生可能エネルギー技術及びエネルギー供給の公共調達は、再生可能エネルギー市場を刺激するメカニズムと言及

されることが多いが、実際にはそれほど活用されているわけではない。政府は、自己の保有施設用に再生可能エネ

ルギーを購入する公約を行うか、消費者に対しクリーン・エネルギーのオプションを推奨することによって、再生

可能エネルギー開発を支援することが出来る。この枠組みのポテンシャルは大きい。多くの国、州、及び国家にお

いて、エネルギー購入は公的支出の最も大きい割合を示し、政府が最大のエネルギー消費者である（IEA, 2009c）。 
 
公的ファイナンスの評価 
 
公的ファイナンスは、商業の金融部門が一般に未成熟なために再生可能エネルギー企業とプロジェクトに必要な

様々な種類のファイナンスを提供出来ない発展途上国で、現在最も一般的に採用されている（UNEP, 2008）。開発

途上世界では、開発機関と金融機関が政府、及び民間部門と提携し、再生可能エネルギー投資を主導する枠組みの

開発を行っている。革新的な技術の実証、部門投資計画への軟化借款の提供、市場導入への地固めを行う。また、

京都議定書のクリーン開発メカニズム（CDM）の利用を刺激するなどにより、国際的な炭素ファイナンスの方法

を用いた技術開発も推進する。これらの取り組みは、制度的な能力を構築する。また、金融リスク及び投資リスク

を軽減するうえで重要である。 
 
開発機関及び金融機関には、世界銀行や国際的な開発銀行などの多国間の開発銀行と個々の先進国が監督する二国

間の開発銀行が含まれる。これらの 2 つのグループが主に、一部の発展途上国の再生可能エネルギー普及を牽引し

ている（SEI, 2009）。国際的な開発金融機関は、発展途上国の国営の開発銀行と緊密に協働することが多い。政府

の開発機関及び国際的な環境プログラムは、最良の方法の公布、戦略と政策の開発支援、意思決定者を対象とした

訓練プログラムの設定、及びクリーン開発メカニズムに基づく指定国家機関などの組織の強化で、重要な役割を果

たしている（UNEP, 2008）。 
 
財政支援イニシアチブの数の増加に伴い、公的ファイナンスメカニズムの協調の重要性は高まっている。分散的な

活動が多数なためである。パリ宣言及びアクラ行動計画（OECD, 2008）はいずれも、国際的な開発協力の効果を高

めるための原則の実施を正式化、支援し、とりわけ気候変動分野での国際的な開発協力をより良好な協調へ導く。

しかしながら、国際的な援助協調及び提携を通じて再生可能エネルギー及び開発途上の国家的枠組みにファイナン

スを行うことは依然として課題である。このため、分散モデル及び集中モデル（Reed et al., 2009; Müller, 2010 など）

は、新設の制度に完全に合致した形で既存の開発及び金融機関の能力と経験を最大限に活用するべく、国際的な気

候の交渉レベルで議論中である。 
 
研究の関心の高まる議題は、公的ファイナンスを方法として民間の国際的な投資フローのレベレッジを導入するこ

とである。公的ファイナンスは開発金融機関を経由して提供される（UNEP, 2008）。結果及びレベレッジの要因は、

技術、国の状況、及び提供される手段により異なる（UNEP, 2008）。 
 
11.5.3.3 規制 
 
表 11.2 に示したとおり、規制政策には、量主導型政策と価格主導型政策がある。これには、クォータ制、固定価
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格買取制度、質的側面と質的インセンティブ、及びネットメーターなどのアクセス手段などが含まれる。以下に、

各政策の種類を端的に説明する。ここでは、11.5.4 節～11.5.6 節では取り上げられていない質的インセンティブの

説明のみ詳細に行う。 
 
量主導型政策及び価格主導型政策 
 
量主導型政策は、達成すべき量を定め、市場が価格を決定出来るようにする。一方、価格主導型政策は、価格を定

め、市場が量を決定出来るようにする。量主導型政策は、義務または命令の形式をとることで最終消費部門の 3 部

門全てに利用可能である。今日までのところ、価格主導型政策の最適な例は、固定価格買取制度（FIT）である。

11.5.4 節、11.5.5 節、及び 11.5.6 節では、これらの選択肢を詳細に論じている。 
 
質的インセンティブ 
 
質的インセンティブには、グリーン・エネルギー購入及びグリーン表示プログラムなどがある（政府により義務づ

けられることがあるが、常時ではない）。このプログラムは、消費者にエネルギー製品の質に関する情報を提供し、

自発的に決定出来るようにし、再生可能エネルギーの需要を牽引する。 
 
アメリカの一部の州では、公共事業体に対し、消費者にグリーン・エネルギーの選択肢を提供するよう義務付けて

いる（多くの場所で、こうした選択肢も公共事業体の自主性に委ねられている）。このようにすることで、消費者

及び組織は、エネルギーのニーズの一部またはすべてのための再生可能エネルギーを調達可能になる。これまでの

ところ、こうしたプログラムの大半は電力部門で見られる。グリーン・エネルギーは一般に、公共事業体、小売競

争のある市場の小売供給者、または電力（または発熱や燃料）とは別個に販売される再生可能エネルギー認証の形

態（REC）から購入可能である。グリーン発電製品の小売掛金は様々だが、最近は一般的には低下している（Bird and 
Sumner, 2010）。 
 
再生可能エネルギー購入の自発的コミットメントにより、再生可能エネルギーを支援し、その重要性の認識を与え

ることを助けることが出来るものの、新たな再生可能エネルギー開発を牽引するには、直接な財政上のインセンテ

ィブまたは規制政策ほどの有効性はないだろう。というのも、購入する事業体の自発的で、しばしば短期的なコミ

ットメントに依存するからである（Gillenwater, 2008）。しかしながら、自発的な市場は、追加的な租税収入の流れ

や、開発事業者のリスクを軽減する生産活動の代替的な市場を提供するだろう（Bird and Lokey, 2007）。新規の開

発に対する影響も、購入が、クォータ制などの追加的な規制上の義務なのかどうかにより、異なる。 
 
製品のグリーン表示は、質的インセンティブまたは規制の別の例である。たとえば EU の電力源証明書（GO）は、

エネルギー量の一定割合が再生可能源で生産された旨を最終消費者に証明する唯一の機能を備えた電子文書であ

る。これらは自発的な参加に基づくシステムであるので、電力源証明書は、グリーン電力製品及び品質表示に使用

されている。しかしながら、これらの表示及び製品は、再生可能エネルギーの需要を超えて、また既に生産された

異常の量に基づくため、追加性を実証するための監査が可能な、完全に一貫し透明なシステムの導入を要する可能

性が高い（Vrolijk et al., 2004）。 
 
アクセス政策 
 
再生可能エネルギー・プロジェクトは、電力、熱、または暖房、調理、輸送のための燃料を売却するため、ネット

ワークに接続する必要がある。これをどのくらい容易に実現出来るかや、実現するコストもまた、プロジェクト開

発事業者がファイナンスを向上させる能力の鍵となる。接続が実現すれば、発電は売却かネットワークに「押収」

されなければならない。発電の接続及びその後の売却は、2 つの異なる要件で、双方に対する障壁克服が重要であ

る。市場へのアクセスは、物理的接続や発電の売却または生産された燃料の売却の双方を指すが、各最終消費部門

における様々な政策メカニズム（電力のアクセスルール（11.5.4 節）、暖房の第三者アクセス（TPA）（11.5.5 節）、

バイオ燃料の混合義務（11.5.6 節））を通じて提供される。 
 

11.5.4 普及に対する政策 - 電力 
 
今日まで、冷暖房や輸送よりも発電に対して再生可能エネルギーの利用を促進する政策がはるかに多く制定されて

きた。これは、再生可能エネルギー電力政策に関する利用可能な膨大な文献に反映されている。しかしながら、こ

れらの手段を説明し比較する文献の多くは、文献にかかった費用も含め、ヨーロッパのものであり、どっちつかず

で、再生可能エネルギー指令の要件を 2020 年までに満たすために EU 諸国の必要性に主に刺激されている（Haas et 
al., 2011 など）。 
 
本節では、財政上のインセンティブ及び公的ファイナンスを簡潔に説明後、量主導型の規制手段（割当義務、入札

や競売の規制など）と価格主導型の規制政策を説明する。次いで、11.5 節の冒頭で設定した基準に関連し、特に有

効性及び効率性についてこれらの規制オプションを評価する。本節の最後で、アクセス政策を簡単に取り上げる。 
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11.5.4.1 財政上のインセンティブ 
 
表 11.2 に示された財政上のインセンティブの範囲は、電力部門の再生可能エネルギー推進に使用されている。政

策オプション及び影響の評価は、11.5.3.1 節で行っている。 
 
11.5.4.2 公的ファイナンス 
 
融資及びその他の公的ファイナンス政策は、スペインの太陽光発電（Box 11.8 参照）や再生可能エネルギー発電技

術の普及と 11.5.3 節で述べたような多くの自治体で展開される革新的なファイナンスを進めるために使用されて

いる。譲与的条件貸し付け、保証、そしてエクイティ投資でさえ、発展途上国を含む、その他の背景においても同

様に頻繁に使用される。政府調達も、アメリカなどの一部の国で重要性の高まる選択肢である。たとえば、アメリ

カの 2005 年エネルギー政策法（US Energy Policy Act of 2005）では、連邦機関に対し、2013 年以降は電力必要量の

7.5%を再生可能源で達成することを義務付けている（US DOE, 2008b）。これに加えて、多くのアメリカの州政府

及び地方政府は、公的施設での再生可能電力購入を自発的に公約している（USEPA, 2010a）。 
 
11.5.4.3 規制 
 
量的主導型の政策 
 
クォータ制（固定枠制、割当義務） 
 
クォータ制は、（特に）アメリカでは再生可能エネルギー利用割合基準（RPS）、インドでは再生可能電力基準

（Renewable Electricity Standards）（RES）、イギリスでは再生可能エネルギー義務（RO）、オーストラリアでは

再生可能エネルギー目標（Renewable Energy Targets）としても知られる（Lewis and Wiser, 2005）。クォータ制は

2010 年前半までに、アメリカの半数以上の州を含め、56 の州、県、または郡で導入された（REN21, 2009b）。 
 
政府はクォータ制に基づき、一般に、容量、発電、販売の最低量または最低割合を再生可能源由来にするよう義務

化する。クォータ制は購買を受け持つ公共事業機関に課される傾向があり、再生可能エネルギーの追加コストは一

般に電力消費者が負担する。アメリカ（Wiser et al., 2007）及びインド（MNRE, 2010）の様々な州レベルの政策で

あっても、公共事業計画ごとに設計は大幅に異なる（Verbruggen, 2009; Bergek and Jacobsson, 2010 など）。 
 
クォータ制は、ヨーロッパの「グリーン電力証書（TGCs）」、アメリカの「再生可能エネルギー証書（RECs）」

と結び付けることが可能である（Sawin, 2004; C. Mitchell et al., 2006; Ford et al., 2007; Fouquet and Johansson, 2008）。
一般に、証書は、発電した再生可能エネルギーの生産者に与えられ、もし市場に十分な流動性があれば、クォータ

制を課された関係者がその義務を履行するために証書を取り引きしたり売買したりする権利を与えることで、柔軟

性が加わる（Sawin, 2004）。電力供給者または電力部門のその他のエージェントは、規制当局（またはその他の執

行機関）に対して自己の義務に相当する証書数を提示し、義務を達成したことを「証明する」。大半のクォータ制

は、クォータ制を順守しない関係者に対して罰則を設けている（C. Mitchell, 2008）。 
 
再生可能エネルギーの均一なクォータ制に備わる固有の影響の 1 つに、たとえばスウェーデンでは最低コストの再

生可能エネルギーの選択肢のみが顕著な普及レベルを実現しているということがある。これは、こうした政策が「現

在も依然として割高な（再生可能エネルギー）技術の速やかな普及、強化、及びコスト削減を引き起こす」ことが

ないためである（Resch et al., 2009）。この欠点を克服するため、技術特有の支援を、バンディング・アプローチ（イ

ギリス及びイタリアなど）または特定の技術が保有する副クォータ制である「カーブアウト」（アメリカの多くの

州で普及）のいずれかを通じて、導入可能である。 
 
バンディングを伴うクォータ制の事業計画では、未成熟な再生可能エネルギー技術や割高な再生可能エネルギー技

術が発電 MWh 当たりでより多くの証書を受け取り可能であることから（イギリスの風力発電では、1 つの

ROC/MWh ではなく、2 つの ROC/MWh）、発電者にとっての再生可能エネルギーの価値は高まる（ASIF, 2009）。

カーブアウトを伴うクォータ制では、目標全体のうちの規定部分は、再生可能エネルギーの特定のタイプのみまた

は複数のタイプで達成可能である。実際、これは市場の分割につながり、各副クォータ制内の取引可能量は狭まる。 
 
スウェーデン（Box 11.4 参照）、アメリカ（Box 11.5 参照）、及びオーストラリアの経験から、再生可能エネルギ

ー証書が十分設計された政策に基づき提供され、価格変動（をもし除外しない場合は）の影響を消音化し、リスク

を軽減する長期的な契約を伴う場合、クォータ制事業計画の効果は高い可能性があり、順守レベルも達成可能であ

ることが実証されている（Lauber, 2004; van der Linden et al., 2005; Agnolucci, 2007; Rickerson et al., 2007; Toke, 2007; 
Wiser et al., 2007）。2001～2006 年に追加されたアメリカの風力発電容量全体の 50%以上の少なくとも一部は、再

生可能エネルギーの利用割合基準に関する州法に牽引された（Wiser et al., 2007）。Box 11.5 で議論するように、ア

メリカの経験からは、再生可能エネルギー普及の様々な障壁に取り組む安定していて一貫とした財政上のインセン
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ティブと組み合わせた、再生可能エネルギーの利用割合基準に関する法律で提供される長期的な確実性の便益が示

されている。 
 
 
Box 11.4: スウェーデンの教訓: 再生可能エネルギー証書とバイオエネルギーの成功 
 
スウェーデンでは、再生可能エネルギー証書（TRECs）を組み合わせたクォータ制の公共事業計画が 2003 年 5 月

に発効した。その目的は、再生可能エネルギー発電を 2010 年までに 2002 年の水準よりも 10TWh（36PJ）増加さ

せることだった。その後、頻繁に改定、数度にわたり拡大され、2009 年には成長目標を、2020 年までに 2002 年の

水準よりも 25TWh（90PJ）増加させると設定した。再生可能エネルギー証書に適合した発電は、1.5MW を超える

水力と 2004 年以降にコジェネレーション発電で使用された泥炭を除き、すべての再生可能エネルギーを対象とす

る。この政策の導入以前に稼動したプラントは、2012 年の間は証書を受け取る資格を有するが、その他のプラン

トは 15 年間または 2035 年末のいずれか短い期間を対象に、証書を受け取れる。 
 
再生可能エネルギー電力は、市場の電力価格で売却される。しかしながら、再生可能エネルギー事業者は、電力売

却による収入に加え、別個に取引される再生可能エネルギー証書の売却収入も受け取る。電力供給者は、その売却

電力の一定の割合（法定クォータ）に応じ、再生可能エネルギー証書を購入する義務を負う。電力集約的な産業の

製造プロセスで使用される電力のみが、必須クォータから除外されている。供給者は年に一度、事業計画の担当機

関 2 つうちの 1 つである Swedish Energy Agency に再生可能電力証書の必須量を申告する。もう 1 つの担当機関で

ある Svenska Kraftnät は、国の送電系統を管理運営する公営企業である。供給者は、従わない場合、再生可能エネ

ルギー証書の年間平均価格の 150%に相当する罰金を支払わなければならない。 
 
再生可能エネルギー証書の公共事業計画で、適格な再生化のエネルギー発電は 7 年で 2 倍を超え、2002 年の 6.5TWh
（24.3PJ）から、2009 年には 14.7TWh（52.9PJ）、または泥炭を含む場合は 15.6TWh（56.2PJ）になった（Swedish Energy 
Agency, 2010a）。コジェネレーションプラントにおけるバイオマス系の発電は公共事業計画の下で順調に発展し、

2009 年には再生可能エネルギー証書の 63%を占めた。バイオマスコジェネレーション電力の約半分は、地域暖房

システム（Box 11.9 参照）で、残りの半分は紙パルプ産業で生産される。 
 
風力発電への投資は当初、公共事業計画の短期的な枠組みで制約されていたが、条件は 2006 年に改善され、以降

は公共事業計画が拡大され 15 年間の支援期間が設定された。風力への投資はそれ以降は解禁されたが、許可手続

き及び計画手続きにより遅れている。風力発電の許可手続きは 2009 年に簡略化され、2 つの類似した手続きが 1
つの手続きに置き換えられた。ただし、それと同時に、地域政府は、自己の自治体における風力発電投資を否決す

る法的権利を付与された。これは風力発電投資の重要な障害と化している。2009 年には、風力発電事業者は再生

可能電力証書の 16%を受け取った（Swedish Energy Agency, 2010a）。 
 
再生可能電力証書の年間平均価格は、22～41US ドル（2005 年）/MWh（約 6.1～11.4US ドル（2005 年）/GJ）で変

動している。2009 年、公共事業計画は再生可能エネルギー発電事業者の収益 5 億 7,300 万 US ドル（2005 年）を創

出したものの、消費者の平均発電コストは 6.6US ドル（2005 年）/MWh（約 1.83US ドル（2005 年）/GJ）増加した

（Swedish Energy Agency, 2010a）。 
 
2006 年以降、再生可能エネルギー証書の公共事業計画は、安定的な投資条件を提供することで、再生可能エネル

ギー電力の目標を達成している。しかしながら、かなり成熟した技術であるバイオマスコジェネレーションに過剰

に補償を行う反面、初期段階の技術への追加的支援を要する技術開発を牽引していないとして、批判されている

（Bergek and Jacobsson, 2010）。これまでのところ、再生可能電力証書の価格は、より割高な再生可能エネルギー技

術への投資を引き起こすには低すぎる。たとえば、太陽熱発電は再生可能電力証書のごくわずかな額しか受け取っ

ていない。 
 
再生可能エネルギー証書の公共事業計画で得られたスウェーデンの経験は、この手段は適切に設計されれば（つま

り長期の時間枠においては）、安定的な投資条件を提供し、再生可能エネルギー電力の目標を達成可能であること

を示している。公共事業計画は最も割安な再生可能エネルギー技術への投資を刺激するため、特に技術開発を牽引

するために設計されたのでない限りは、開発を牽引しない。風力発電の経験からは、非経済的障壁に取り組む追加

的政策（より明確な許可手続きの適用など）も再生可能エネルギー技術の普及には重要であることが示されている。
 
 
アメリカの一部の州（Wiser et al., 2007）及びイギリスなどを含む一部の例では、クォータ制の公共事業計画の目標

が未達成である。たとえば、イギリスの再生可能エネルギー義務（Renewables Obligation）に基づき、適格な源は、

2005 年の電力の 4.0%から 2008 年には 5.4%に増加したが、義務は 5.5%から 9.1%に増加した。2005～2008 年の間、

年間の各義務の 59～73%しか達成されず、年平均の達成率は 65%だった（DUKES, 2009）。アメリカでは、セット

アサイド（またはカーブアウト）の達成における経験はまちまちで、2008 年に太陽熱または送電のセットアサイ

ド義務を設定した 9 つの州のうち、目標を達成できたのはわずか 3 州のみだった。1 つの理由に、公共事業体の負
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担するだろうコストの上限設定が既存の目標達成に必要な額を下回ることがあった事があげられる。こうした課題

にもかかわらず、再生可能エネルギーの利用割合基準に関する州のプログラムは、2009 年末に新規の太陽熱容量

の 250MW を超えた（Wiser et al., 2010）。 
 
カナダのブリティッシュ・コロンビア州の電力政策は、もし割当が十分多く、信頼可能な政策及び法規定に支えら

れるのであれば、クォータ制システムは非常に多額の再生可能エネルギー投資を達成可能であることを証明してい

る（Jaccard et al., 2011）。2007 年、同州は 93%のクリーンエネルギーを必要条件に導入し、現在は法制化している

（GBC, 2010）。このステップを取った結果、石炭火力プラントの 2 つの提案は廃案になり（BC Hydro, 2006-2008）、
再生可能エネルギー普及が加速した。2010 年後半の時点で、電力に対する新規投資すべて（2,260MW）が再生可

能エネルギーの能力に対するもので（BC Hydro, 2007-2010）、可能な限り低コストで取得された。これは、部外秘

の封入入札制度や、BC ハイドロ社が最低入札額を選択出来る自由を有するためである（Jaccard et al., 2011）。 
 
 
Box 11.5: アメリカの教訓: 風力開発の安定的かつ一貫した政策の併用 
 
アメリカでは、風力エネルギーの設置容量は、2000 年は 2.6GW だったが、2010 年には 40GW を超えるまでになっ

た（Wiser and Bolinger, 2010; AWEA, 2011）。連邦税のインセンティブ、州の再生可能エネルギーの利用割合基準、

その他の再生可能エネルギーのインセンティブ、及び風力の経済性の向上がこの発展を牽引し、これらの大半がこ

の 10 年の終わりにかけて発生した（Menz and Vachon, 2006; Wiser et al., 2007; Adelaja et al., 2010）。 
 
1999～2004 年の間、運用開始から 10 年間、風力施設の生産キロワット時に対し約 2 セントの控除を認める連邦の

生産税控除（PTC）を継続的に更新できなかったため、風力開発には好況と不況の波があった（Bird et al., 2005）。
 
図 11.6 では、1999 年、2001 年、及び 2003 年末時点で生産税控除の失効を許した影響を示している。設置が失効前

にピークに達し、その後の年に落ち込んだことが分かる。 
 

 
図 11.6: 1999～2010 年の間のアメリカの風力エネルギーの年間設置容量及び累積設置容量（Wiser and Bolinger, 
2010; AWEA, 2011） 
 
しかしながら、2005～2009 年の間、年間設置率は徐々に上昇した。連邦税控除が失効前に再承認され、より多く

の州が再生可能エネルギーの利用割合基準に関する法律を採択し、多くの州が以前からあった再生可能エネルギー

の利用割合基準の目標を強化したことを受けたものである。2010 年 6 月時点で、29 の州が再生可能エネルギーの

利用割合基準を採択し、さらに 7 州が再生可能エネルギーに関して拘束力のない目標を設定した。多くの州が電力

事業者に対し、2020 年までに自己の負荷対応に必要な電力の 20%以上を再生可能エネルギーから取得することを

義務付けている。これらの州の再生可能エネルギーの利用割合基準政策では、2020 年までに新規の再生可能エネ

ルギーを合計で 65GW 以上にすることを求めている（Wiser and Barbose, 2008）。 
 
一部の州では、これらの政策を通じて再生可能エネルギーが急速に成長しており、テキサス州では、2015 年に再
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生可能の設置容量 5GW を実現するという再生可能エネルギーの利用割合基準目標を 6 年前倒しで達成した

（ERCOT, 2010）。しかしながら、社会政治的な背景及び立地の障壁のために、他の州では開発が妨げられている

（Fischlein et al., 2010）。このことから、目標設定や財政上のインセンティブに加え、立地や送電といった障壁に取

り組む必要性が実証されている。 
 
拘束力があり長期的な再生可能エネルギーの州の義務を課す政策、連邦と州の財政上のインセンティブ、そして立

地と金融の障壁に取り組む努力と組み合わせることで、総合的に、市場の確実性が高まり、規制リスクも低下する。

これが、製造能力への投資に貢献している。企業も、輸送コストと為替リスクを低下させるために、現地製造を求

めている（Wiser and Bolinger, 2009, 2010）。2004～2009 年の間、風力タービンとその構成部品のアメリカ国内の製

造は 12 倍に増加し、2009 年時点で、16 のタービン製造者がアメリカ国内の工場を開設するか、工場立ち上げの計

画を発表している。2004 年は、わずか 1 業者のみだった（AWEA, 2010）。 
 
連邦政府は 2008 年から、燃料の経済回復を後押しする取り組みの一環として、再生可能エネルギーの支援を開始

した。景気後退時は投資家が租税インセンティブを活用出来ないことに対応し、政府はプロジェクト開発事業者に

対して、連邦税控除の代わりに現金の助成金を受け取るという短期的な選択肢を提供し、風力の税控除を 2012 年

まで延長した。この政策は、風力開発の財政的な障壁に対する重要な返答となり、2009 年の記録的な数の新規風

力設置に貢献した（Wiser and Bolinger, 2010）。しかしながら、2010 年には、設置はかなり鈍化した（AWEA, 2011）。
これは、天然ガス価格の下落及び電力消費の低迷と、前年に供給開始となった風力が大量だったために、一部の州

では再生可能エネルギーの利用割合基準の目標を一時的に上回った（Wiser and Bolinger, 2010）ことによる再生可

能エネルギー需要の鈍化が響き、電力市場の卸売価格が下落した結果である。 
 
全般的に、アメリカの風力産業の過去 10 年の経験は、安定的で一貫していて敏感な長期的政策を組み合わせるこ

との重要性を示している。これらの政策では、投資家及び開発事業者の信頼感を形成するため、経済的障壁とその

他の障壁に取り組み、再生可能の製造において堅実な市場及び安定的成長につなげる。州の再生可能エネルギーの

利用割合基準の要件は、高い市場の確実性を生み出し、開発の場所に影響を与えている一方、連邦税のインセンテ

ィブは風力及びその他の再生可能技術のコスト効率改善につながっている。 
 
 
再生可能エネルギーの入札または競売 
 
クォータ制メカニズムまたは価格主導型のメカニズムに代わるものとして、競争入札制がある。たとえば、1990
～1998 年の間にイギリスで実施された非化石燃料使用義務（NFFO）などである（C. Mitchell, 1995, 2000）。非化

石燃料使用義務に基づき、発電者は、特定の技術により電力の一定量を一定の価格で生産するため、入札を行う。

政府は、所定の最大レベルまでで最低価格の入札を承認する。発電者は契約の権利を失うまで、承認されたプロジ

ェクトを設置するのに５年与えられる。非化石燃料使用義務の契約では、（固定価格買取制度のようなものではな

く）発電者に一定の年数の固定価格を提示し、発電すべてを購入する契約を保証する。これは、ファイナンスの基

盤となり得るだろう。非化石燃料使用義務に関する問題には、（固定価格買取制度とは異なり）利用可能な資金が

限定的なことによる激しい競争、契約不履行の際の罰則の欠如などがあり、結局のところ達成不可能な低価格での

入札につながっていた。結果的に、非化石燃料使用義務は大幅な普及をもたらさなかった（C. Mitchell, 2000）。 
 
大規模な陸上風力発電プラントを対象とした競売手続き、また後には風力タービンと洋上風力発電プラントを対象

とした競売手続きは、2003 年以降の風力発電プラント設置増加を牽引する重要な 2 つの政策の 1 つとして、中国

でも一般的になっている（もう 1 つの政策は、地域ごとに異なる価格の固定価格買取制度である。Yu et al.（2009）; 
Liu and Kokko（2010）; 及び Box 11.11 参照）。イギリスと同様に、陸上及び洋上双方の風力発電プラントの入札

では、価格競争とそれによるプラント所有者の低利益性について懸念が生じている（Han et al., 2009; Yu et al., 2009; 
Liao et al., 2010）。しかしながら、プログラムの成果として風力発電プラントの多数が電力供給を開始し、競売も

固定価格買取制度の価格設定に使用されている一定レベルの価格の透明性確保につながっている（Yu et al., 2009; 
Wang et al., 2010）。ごく最近では、いくらか類似した入札手続きが中国の太陽光発電及び集光型太陽熱（CSP）の

双方に関する太陽熱プラントにまで拡張されている。 
 
教訓 
 
最も効果的で効率的な量主導型メカニズムは、以下の要素の全てでは無いとしても、大半を含む。特に、リスクを

最小化する要素がそうである（Sawin, 2004; van der Linden et al., 2005; Wiser et al., 2005）。 
 

・ 市場の大部分への適用（クォータ制のみ） 
・ 適切な資源及び関係者などの明確に定義された適性ルール（クォータ制及び入札・競売に該当） 
・ 新たな能力に対し明確な焦点を当てたバランスのとれた需給状態。クォータ制は現時点での供給を上回る

べきだが、合理的なコストで達成可能（クォータ制のみ） 
・ 長期契約・特定購買義務と終了日。あるクォータ制とその次のクォータ制の間には時間の空白はない（ク
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ォータ制のみ）。 
・ 規制違反に対する適切な罰則と適切な執行（クォータ制と入札・競売に該当） 
・ 最低 10 年間の長期目標（クォータ制のみ） 
・ 差別化支援を行う技術特有のグループ分け（バンディング）とカーブアウト（クォータ制と入札・競売に

該当） 
・ 適切なリターン及びファイナンスを可能にするための最低支払い金（クォータ制と入札・競売に該当） 

 
価格主導型の政策 
 
価格主導型の政策は再生可能エネルギー電力の価格を設定し、市場が供給量を決定するよう導く（スペインの太陽

光発電など、容量上限を伴う制度は除く）。これらは、固定価格買取制度（FIT）、割り増し金支払い、標準提供

契約（standard offer contract）、最低価格支払い、再生可能エネルギー支払い、及び前払いの再生可能請求方式

（advanced renewable tariff）と呼ばれる（Couture and Gagnon, 2009; Couture et al., 2010）。価格主導型の手段は一般

に、ネットワークへの接続及びアクセスを保証するが、それらは常に保証されるわけではない。その設計の詳細に

よって、投資家の確実性と支払い、公共料金納付者の支払い、普及の速度、及びシステムの透明性と複雑性に対し

て様々な影響を与える（Couture, 2009）。 
 
固定価格買取制度の間には最も重要な差異があり、それは、電力市場価格とは別個に固定価格が設定される制度（ド

イツ（Box 11.6 参照）及びギリシャなど）と、電力市場価格を上限に定額の割り増しを支払う制度（デンマーク、

オランダ、及びタイ（Box 11.7 参照））との差異である。固定価格支払いを用いる方法は主に 4 つある。再生可能

エネルギー発電の均等化原価、再生可能エネルギー発電の価値、発電原価と価値概念のいずれにも基づかない単純

な固定価格のインセンティブ、そして競売に基づくメカニズムである（Couture et al., 2010）。 
 
固定価格買取制度の固定価格は一般に、事前合意した価格でネットワークへの接続を確保し、全発電の購入も保証

するが、一定の例外を設けることもある。これらの 3 つの要因（電力価格に影響されない設定価格、ネットワーク

接続、及び購入保証）は、発電者側からは、ほぼリスクのない契約につながる（Couture et al., 2010）。ヨーロッパ

の固定価格買取制度の政策は一般に、投資を行えるすべての人に資格を拡大している（Couture et al., 2010）。接続

コストに関する規制は、発電に対する購入保証の有無と同様、様々な固定価格買取制度の枠組み間で異なる（たと

えば、デンマーク、ドイツ、及びスペインでは、これらのコストは上限が設定されている）。 
 
 
Box 11.6: ドイツの教訓: 単一の政策から包括的な手法へ 
 
ドイツは 1970 年代以降、石油危機及び原発反対運動に動かされ、再生可能エネルギー技術の開発及び市場展開に

大幅な資源を投入している（Jacobsson and Lauber, 2006）。公的な研究開発での取り組みの結果、1980 年代半ばまで

に、コスト競争力は伴わなかったが、多くの技術で導入の準備が整った（IEA, 2004a）。しかし、1980 年代及びそ

れ以降のドイツでは、再生可能エネルギーは非常に冷淡な政治経済構造に直面した。1980 年代後半に、石油価格

が低下し、電力容量が余剰になった結果、再生可能エネルギーは市場での競争が難しくなった。それと同時に電力

供給システムでは、小規模で分散的な発電形態すべてを不経済でありシステムに異質なものとして反対する大規模

な公共事業体が優勢だった（Jacobsson and Lauber, 2006）。 
 
1989 年、政府は、ドイツの風力発電の最初の 100MW に対して補助金を設定した（€0.031/kWh、0.053US ドル（2005
年）/kWh。または、約 8.6/GJ、14.7US ドル（2005 年）/GJ）。受益者は、共通の知識ベースを確立するため、性能

を報告する義務を負った。1990 年、ドイツ初の固定価格買取制度が発効し、公共事業体は再生可能エネルギー発

電プラントを系統連系し、発電を購入し、小売相場の一定のパーセンテージで電力を購入する義務を負った。風力

エネルギー及び太陽熱エネルギーの場合、これは最終消費者に対する平均請求額の 90%に相当した（Lauber and 
Mez, 2004）。 
 
固定価格買取制度は改定され、2000 年に再生可能エネルギー法（Erneuerbare Energien Gesetz - EEG）の枠組みに拡

大され、地熱発電プラント及び大規模なバイオマス発電プラントを追加するとともに、最低 20 年間、再生可能エ

ネルギー発電者すべてに保証を行うコストベースのタリフ（エネルギーの売り渡し価格）が導入された（Lipp, 
2007）。新規プラントの場合、報酬は所定の年間レートで減少する（Langniß et al., 2009）。系統運用者及び電力供給

者は、再生可能エネルギー電力を購入する義務を負う（Langniß et al., 2009）。 
 
再生可能エネルギー法は、2020 年までにドイツの発電の 30%を再生可能エネルギー由来にする目標を設定してい

る（Büsgen and Dürrschmidt, 2009）。同法は 2 回修正され、技術開発の進展及び再生可能エネルギー統合の厳格な要

件を反映している（Büsgen and Dürrschmidt, 2009）。 
 
設置の増加、特により割高な太陽光発電の増加に伴い、再生可能エネルギー法のファイナンスを行う消費者の負担

の増加が幅広く議論されるようになっている。太陽光支援のみの追加コスト総額は、2000～2008 年の間、同法を
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通じて助成され、推定で 350 億€（2007 年）（416 億 US ドル（2005 年））だった（Frondel et al., 2010）。2007 年、追

加の年間コストは 43 億€（2007 年）（51 億 2,000 万 US ドル（2005 年））だった（Büsgen and Dürrschmidt, 2009）。
便益には、二酸化炭素排出回避、化石燃料節減、雇用（Lehr et al., 2008）、及びメリット・オーダー効果（merit-order）
（Sensfuß et al., 2008）などがある。 
 
再生可能エネルギー電力の普及促進、研究開発のさらなる支援、公平な競争の場のレベル均等化のため、その他に

も複数の政策が使用されている（Laird and Stefes, 2009）。連邦銀行は、有利な返済条件で低金利融資を提供し、資

本へのアクセスを緩和している。ドイツの建築基準法の変更で、再生可能エネルギーにその他の発電技術と同一の

法的地位を与え、地方自治体は、その土地開発計画において風力発電施設に可能性のある場所を割り当てることを

義務付けられた（IEA, 2004b）。 
 
この結果、ドイツでは再生可能エネルギー発電が急速に成長し、再生可能エネルギー電力の割合は、1991 年は 3.1%
だったが、2002 年には 7.8%に、2009 年末には再び 2 倍以上の 16.9%になった（Wüstenhagen and Bilharz, 2006; BMU, 
2009）。最も増加しているのは風力エネルギーだが、バイオエネルギー及び太陽光発電もこの政策の下で大幅に成

長している（風力発電の電力量は、年間平均風力が下回ったことを受け、この期間の終わりに向かって減少してい

るが、設置容量は引き続き増加している点に注意を要する（BWE, 2011）。）（図 11.7 参照）。 
 

 
図 11.7: 1990～2009 年のドイツにおける再生可能エネルギー発電（BMU, 2010） 
 
2000 年以降、ドイツの再生可能エネルギー推進政策の重点は拡大され、熱及び輸送燃料市場も対象にされた。再

生可能エネルギー熱システムに対する投資助成金及び軟化借款を授与するために導入された包括的な「市場加速プ

ログラム」は 2009 年、新築の建物で再生可能エネルギー冷暖房を最低割合で導入する義務を補足した。再生可能

エネルギー輸送燃料は当初、税免除を通じて推進されたが（Bomb et al., 2007）、現在は燃料供給者に対し、混合の

クォータを通じて義務を課している。 
 
再生可能エネルギー開発に対する政府の全般的な枠組みは、個々の部門及び経済全体で再生可能エネルギー使用に

対する意欲的な目標を形成している。一次エネルギー供給全体における再生可能エネルギーの割合は着実に増加

し、1990 年の 1.3%から 2009 年には 8.9%に達した6（BMU, 2010; BWE, 2011）。 
 
ドイツの例は、明確で一貫した合図を送り、技術的変化及び市場の変化に適応する意欲的な政策に支えられた場合、

再生可能エネルギーがいかに急速に進歩可能かを示している。 再生可能エネルギー普及政策は、単純なインセン

ティブでスタートし、再生可能エネルギーを開発して既存のエネルギーシステムに統合する長期的な性質に取り組

む安定的で予測可能な政策及び枠組みに向けて、進化させることが出来る。しかしながら、近年のドイツの電力ネ

ットワークが暗に示す再生可能エネルギーの割合上昇を（市場が）消化することの限界が、再生可能エネルギー統

合にとって依然として課題として残っている。また、ドイツのプログラムから推定されるコストも、懸念を生みつ

                                                        
6 BMU の報告は一次エネルギー変換の物理量法に依存した統計に基づくデータである一方、本報告書は直接等価法を使
用している点に、留意を要する。 
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つある。 

 
割り増し金支払い制度は近年、一定の支持を得ている。この制度が主な支援形態である国もあれば、固定価格を提

供する固定価格買取制度と並行で運営を行う国（スペイン及びチェコ共和国など）もある。割り増し金は、電力価

格の発展へと繋げることが出来（下限または上限の設定など）、あるいは上乗せ価格の設定も可能である。前者の

場合、確実性は高まり、過剰補償のリスクは低下する。これらのシステムは、発電者に安定的な追加のリターンを

提供するが、固定価格を提供する固定価格買取制度に比べ、投資家にとっての確実性は劣る。発電者が電力価格の

リスクに晒されるためである。これは結局のところ、より高いリスクプレミアム及びより高い資本コストを示唆す

る。割り増し金のメリットは、発電者が市場価格のシグナルに応じて発電を調整することを促す点である（de Jager 
et al., 2010）。 
 
固定価格買取制度は、たとえば風力など、1 つの技術に対してのみの場合、非常に単純で利用しやすいものもあれ

ば、非常に複雑なものもある。たとえば、固定支払い金は、開発の状況や発電コストに従い、技術によって異なる

可能性がある。固定価格買取制度は随時の調整に適し、支払いは、政策目標の達成または技術的進歩や市場の変化

への対応の必要に応じて、増減可能である。固定価格買取制度のコストは、エネルギー税、炭素割当量の競売とい

った補完的な手段、もしくはよく取られる方法として電力消費者全体で負担するキロワット時ごとの追加課金（ド

イツの大手電力消費者などの例外が設けられる場合あり）などで賄える（BMU, 2010）。 
 
固定価格買取制度関連の支出を制限するため、また便益を最大化する箇所に支援を行うためには、「段階的」な料

金を設定することが可能で、そうすることで支払い水準が利用可能な資源、場所、発電日時に結びつく（Mendonça, 
2007; Couture and Gagnon, 2009; BMU, 2010; Couture et al., 2010）。大半の価格主導型政策では、定期的なタリフ逓減

（新規の適格な再生可能エネルギープラントに適用されるタリフの削減）を行っている。 
 
適正な価格を設定し、過剰支払い及び市場の過剰刺激を避けると同時に、より割高な再生可能エネルギー技術の大

幅な設置を支援することから生じかねない高コストも避けることが重要である。結局のところ、一部の国（スペイ

ンなど）では、年間の支払額の上限を設けたり、支払いに適格となり得る容量を制限したりしている。上限設定の

マイナス面は、投資の安定性を低下させ、市場の反応がしばしば鈍くなる点である。このため、一部の国（ドイツ

の太陽光発電など）では、「成長回廊」を設け、タリフを継続的に自動調整している（BMU, 2010）。上述の回廊

を超える市場成長を達成すると、段階的なタリフは逓減する。成長が望ましいレベルを下回る場合、タリフの低減

率は減少する。調整頻度が頻繁で（年間ではなく四半期ごとなど）オーバーシュート時の低減率が大きいほど、支

援コストの制御は大きくなるが、投資家に対する安定性は低下する。この選択肢は、上限設定に比べて投資安定性

の程度は高く保つが、支援の支出増加を制限する点では有効性は劣るだろう（de Jager et al., 2010）。 
 
固定価格を提供する固定価格買取制度のメリットは、固定支払いを受け取れる確実性が長期的に保証される点であ

り、これが投資リスクを低下させる。ネットワーク接続及び優先アクセスの保証により、さらに投資家のリスクは

軽減される。投資家は、自己が発電した電力に対し市場を保証されるためである。割り増し金支払いのメリットは、

再生可能エネルギー発電者の電力市場に対する参画度が大きくなる点、燃料コストの発生する場合、市場のニーズ

のピーク時に発電インセンティブを受け取れる点である。 
 
制度を発効した国すべてで成功しているわけではないが、いくつかの国では、価格主導型の政策は、再生可能エネ

ルギー容量の急速な成長及び強力な国内産業につながっている。もっとも顕著な例は、ドイツ（Box 11.6 参照）及

びスペイン（Box 11.8）であるが、最近では中国やその他の国も同様である。また、ヨーロッパ全体、世界にも急

速に普及している（REN21, 2006, 2009b; Mendonça, 2007; Rickerson et al., 2007; Girardet and Mendonca, 2009）（Box 11.7, 
11.11 及び 11.12 参照）。 
 
固定価格買取制度政策の成功はその内容次第である。最も効果的かつ効率的な政策は、以下の要素の大部分または

すべてを含んでいる（Sawin, 2004; Mendonça, 2007; Klein et al., 2008a; Couture, 2009）。 
 

・ ユーティリティへの購入義務 
・ 優先アクセスと優先給電 
・ 発電コストをベースに、技術タイプやプロジェクトの規模によって区分された、綿密に算出した開始値を

持つタリフ 
・ 法に付記されている追加調整を伴う、長期の定期的な設計の評価と、短期の支払基準の調整。これは技術

や市場の変化を反映させ、イノベーションや技術の変更を促し、コストを制御するためのものである。 
・ ユーティリティを含む、ポテンシャルのある全ての発電機に関するタリフ 
・ 適正利率を確保するための充分な期間にわたって保証されるタリフ 
・ コストのレートベースへの統合と国や地域全体での均等な分配 
・ 明確な接続標準と、送配電コストを割り振る手順 
・ 合理化された管理と申請プロセス 
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・ 適用除外が好ましいグループへの注意。たとえば競争の観点からの大口利用者、または低収入その他社会

的に弱い立場の顧客など。 
 
 
Box 11.7: タイの教訓: 再生可能エネルギー政策の漸増 
 
分散型の系統連帯型再生可能エネルギーがタイの電力供給に対して果たす貢献は、大幅に急拡大している。2010
年 3 月時点で、民間部門の再生可能エネルギー1,364MW が稼働中で、さらに電力販売契約（PPA）締結された

4,104MW が準備中だった。この容量のうち、大半がバイオマスであり、1,292MW（稼働中）及び 2,119MW（電力

販売契約のみ）だった。太陽熱電力は第二位だが、急速に追い上げており、78MW が稼動中で、さらに 1,759MW
の電力販売契約が締結されている（EPPO, 2010b,c）。力強い市場の成長は、豊富な農業残渣、包括的な政策群（合

理化された系統連系のアクセス、割り増し金支払い制度をベースにした固定価格買取制度、税控除、及び低コスト

のファイナンスなど）が背景として挙げられる（Amranand, 2009; Fox, 2010）。 
 
1992 年、消費者所有の再生可能エネルギーの系統連系を認める政策が、小規模発電事業者（SSP）プログラムとと

もに導入された。ここには、最大で 90MW の発電者を対象にした標準的な配線及び電力販売契約が、盛り込まれ

ている（Greacen and Greacen, 2004）。2007 年までに、同プログラムは 53 の再生可能エネルギー事業者（大半はバ

ガスのコジェネレーション）で飽和状態になり、定格容量（nameplate capacity）は合計で 967MW になる（EPPO, 
2007b）。 
 
2002 年、タイは、アメリカのネットメーターをモデルに極小規模発電事業者（VSPP）法制を採択し、最大 1MW
の発電事業者のユーティリティ配線の要件をさらに合理化した（Greacen et al., 2003）。この政策とその他の政策が、

サトウキビ及びコメの統合バイオリファイナリーの開発促進を助け、食料、エタノール、熱、及び電力の同時生産

が可能になり、肥料価値もいくらか回復した。2008 年までに、送電網に売却された発電の場合、42 のプロジェク

トが様々なバイオマス残渣を用いたバイオマスの極小規模発電事業者によるもので、31 のプロジェクトがバガス

やもみ殻などのバイオマス系の小規模発電事業者によるものだった。これらのプロジェクトの発電容量合計は、

1,689MW だった。このうち約半分が系統向けの電力を発電した（Amranand, 2009; Jenvanitpanjakul and 
Bhandhubanyong, 2009）。 
 
2006 年、タイ政府は固定価格買取制度で割り増し金支払いを始めた。ユーティリティ回避コストの上限で上乗せ

価格を支払うもので、額は技術の種類及び発電事業者の規模によって異なり、7～10 年の支払い期間が保証される。

キロワット時あたりの追加補助金が遠隔地域の（ミニグリッドシステムの）ディーゼル使用を相殺するプロジェク

トに支給され、公共事業体は極小規模発電事業者に対応するインセンティブをさらに受け取り、追加コストは消費

者に転嫁される。しかしながら、小規模な消費者（150kWh/月未満または 540MJ/月未満）に対しては、支払額が限

界費用以下になり固定価格買取制度の影響を受けないように、電力の補助金が支給される（Amranand, 2008）。2010
年、固定価格買取制度に関連する追加負担は、0.001US ドル（2005 年）7/kWh または約 2.78US ドル/GJ だった（ERC, 
2010）。タイ政府は、固定価格買取制度の上乗せ価格は 2022 年までにほぼ倍増すると推測している。この上乗せ価

格に対応し、再生可能エネルギーの稼働中の容量は急増、2007 年 2 月の 992MW から、2010 年 3 月までに 1,364MW
になった（EPPO, 2007a, 2010c）。 
 
政府が固定価格買取制度の割り増し金支払いの採用を決定した動機は、輸入石油燃料への依存度増大に対する懸

念、新規の石炭プラント及び天然ガスプラントの設置の困難さ、温室効果ガス排出削減への関心、タイの再生可能

エネルギー産業からの後押し、2011年までの再生可能エネルギーの国家目標8%だった（Prommin Lertsuriyadej, 2003; 
Thai Ministry of Energy, 2003; Amranand, 2008）。再生可能エネルギーに対するその他の重要なインセンティブには、

8 年間の法人税免除期間、輸入関税の減免、技術支援、及び低金利融資と政府のエクイティ出資などがある（Yoohoon, 
2009）。 
 
さらに、政府は顕在化した課題に取り組むべく、努力している。たとえば、電力購入契約を開発事業者に売却する

目的のみで契約を申請する企業に対処して、100kW を超えるプロジェクトを対象に返済可能な入札保証金を義務

化し、プロジェクトは補助金を受領する委託の予定日から 1 年以内に発電を行わなければならない（Tongsopit, 
2010）。再生可能エネルギー及び個々の小規模な発電者の変動性については、従来のプランニング方法で対応は難

しい（Greacen, 2007）。これは、電力開発計画の 2010 年の改訂で確認され、部分的に取り組まれている（EPPO, 2010a）。
 
タイの経験から、十分に設計され効果的に実施された政策は、発展途上国の再生可能エネルギーの大幅普及につな

がることが実証されている。固定価格買取制度の上乗せ価格は、再生可能エネルギー容量の増加及び再生可能エネ

ルギー源多様化の推進を図る手段である。タイの公共事業体にとって、極小規模発電事業者の発電を購入する明確

な財政上のインセンティブは、送電に伴って生ずる可能性のある配線、系統運用、及び課金の課題への対応に消極

                                                        
7 2010 年のデータがまだ入手できなかったため、2010 年の金額は、2009～2005 年の間を対象に US ドル（2005 年）
に収縮されている。このため、この数字はあくまで概算である。 
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的な姿勢を克服することに役立つことである。配線の政策に始まり、固定価格買取制度の適用に至る一連の規制は、

公共事業体が再生可能エネルギー送電に対応するプログラムを強化するなか、これらの事業体が「実践で学べる」

ようになっている。 
 
 
量主導型政策及び価格主導型政策の評価 
 
本節では、クォータ制及び固定価格買取制度に重点を置きつつ、量主導型政策及び価格主導型政策の評価を行う文

献を検討する。世界の 100 を超える国、州、及び県、さらに各国の一部の地方自治体でさえ、これらのメカニズム

の片方または両方に経験を有する（REN21, 2010）。数年間、特にヨーロッパ、またヨーロッパには及ばないがア

メリカでも、クォータ制と固定価格買取制度の効率性及び有効性を比較した議論が行われている（Rickerson et al., 
2007; Commission of the European Communities, 2008; Cory et al., 2009）。この結果、これらの政策オプションを評価

した文献が豊富に存在する。その大半は、有効性及び効率性に重点を置いて分析を行っている。 
 
有効性 
 
上記の定義のとおり、有効性は、意図された政策目標の達成度であり、再生可能エネルギー発電の量または割合や、

設置容量の技術的多様性や地理的多様性の程度も含まれる可能性がある。 
 
アメリカの多くの州では、自州の再生可能エネルギーの利用割合基準の目標を達成できているが、過剰に強引な目

標設定、不十分な施行や長期契約の欠如が響き、目標を未達成の州もある（van der Linden et al., 2005; Wiser et al., 
2007）。Ragwitz et al.（2009）及び Resch et al.（2009）は、ヨーロッパの政策を検討した結果、固定価格買取制度

を導入した国は一般に、一般的な中程度の支援レベルより有効性が高かった。フランスは例外で、急速な風力開発

が管理上の障壁に妨げられていたことが分かった。 
 
IEA は、ドイツ、スペイン、及びデンマークといった国々の秘訣は、投資の高い安全性だけでなく、管理上の障壁

と規制上の障壁が低いことにあるとしている（IEA, 2008c）。IPCC 第４次評価報告書（AR4）は、量主導型のメカ

ニズムと固定価格買取制度を比較し、「理論上、この差異は存在しないはずである。固定価格買取制度と同一レベ

ルに設定された競売価格は、理論的には、設置中容量と同等に上昇するはずであるからだ。この相違は、現在の固

定価格買取制度の高い確実性及び価格保証のより強いインセンティブ効果によって説明可能である」と指摘してい

る（Sims et al., 2007）。同様に、Stern（2007）は、「固定価格メカニズムは、低コストで [再生可能エネルギーの] 
大規模な普及を実現する。この核は、[固定価格買取制度に伴う] 長期的な価格保証行われる点にある。….（中略）

….不確実性は、投資への意欲を損ない、資本コストの増大を招く。不確実な収益に関連するリスクはより大きな

収益を要するためである」との結論を出している。Bürer and Wüstenhagen（2009）では、固定価格買取制度が効果

的にリスクを軽減することから、ベンチャー・キャピタル及びプライベートエクイティの投資家は、再生可能エネ

ルギー技術への投資を刺激するには、この制度が最も効果的な政策と認識していることが示された（Bürer and 
Wüstenhagen, 2009）。 
 
技術の多様化に関しては、量主導型メカニズムは再生可能エネルギーの選択肢間での差別化または他のインセンテ

ィブとの併用がなされるのであれば、これに対応可能である（de Jager et al., 2010）が、量主導型システムは、最も

成熟した、最低コストの技術に役立つことが分かっている（Espey, 2001; Sawin, 2004; Jacobsson et al., 2009）。スウ

ェーデン（Box 11.4 で示すとおり）、イギリスとフランドルでは、グリーン電力証書システムが主にバイオマス発

電と一部の風力発電を促進しているが、その他の再生可能エネルギーの進展にはほぼ役に立っていない（Jacobsson 
et al., 2009）。アメリカでは、1998～2007 年の間、再生可能エネルギーの利用割合基準に関する州法に基づく非水

力の追加のうち、93%が風力、4%がバイオマス、わずか 2%が太陽熱、1%が地熱によるものだった（Wiser and Barbose, 
2008）。これを受け、多数の州が様々な形態のセットアサイドを設け、多様化を推進している（DSIRE, 2011）。

固定価格買取制度は、技術的多様化（Huber et al., 2004）及び地理的多様化（Sawin, 2004）の双方を推進し、様々な

規模のプロジェクト推進により適切であることが分かっている（Mitchell and Connor, 2004; van Alphen et al., 2008）。 
 
効率性 
 
11.5 節の前段で示したとおり、静態的効率性は、費用対効果として、または発電コストに関連して受け取った支援

全体の比較として測定可能である。動態的効率性は、政策で誘起される将来の技術開発を説明する。 
 
多数の研究では、固定価格買取制度は、代替的なメカニズム（クォータ制など）に比べより効率的に低コストで様々

な技術からの新規の供給を絶えず産出していると結論付けているが、制度発効したすべての国で成功しているわけ

ではない（Ragwitz et al., 2005; Stern, 2007; de Jager and Rathmann, 2008）。 
 
ヨーロッパのクォータ制に関する最近の研究（Resch et al., 2009; de Jager et al., 2010）によると、イタリア、イギリ

ス、ポーランド、及びベルギーでは、投資リスクの高さと低成長率のために事業者の利益が高くなっていて、その
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他の研究でも同様の結論に達している（D. Fouquet et al., 2005; New Energy Finance Limited, 2007; Jacobsson et al., 
2009; Verbruggen and Lauber, 2009）。こうした利益は主に、現在の関係者及び比較的成熟した低コストの技術にメ

リットがあり、消費者にはコスト高になる可能性がある（Jacobsson et al., 2009）。クォータ制を導入しているヨー

ロッパ諸国の例外はスウェーデンで、再生可能エネルギーの成長率は高いが、事業者の利益は比較的低い。これは、

クォータ制が最低コストの再生可能エネルギーを支援する傾向があること、スウェーデンはバイオマスが豊富なこ

とが理由だった（Box 11.4 参照）。 
 
クォータ制に基づく高いリスクには、価格リスク（電力価格及び証書価格の変動）、量のリスク（購入保証なし）、

及びバランシングのリスクがある。これらのリスクは 3 つとも、資本コストを増加させる（C. Mitchell et al., 2006）。
クォータ制及び入札制度は理論的には市場の力を最適活用するものの、政府の入札制度は特に、安定的な投資条件

につながらない鈍鈍とした性質を有することが多い。民間の投資関連のリスクに加え、低落札のプロジェクトは実

施されない場合があるというリスクもある（European Commission, 2005）。 
 
しかしながら、アメリカの経験は、再生可能エネルギー証書が十分設計された政策に基づき提供され、（価格変動

がなくならないのであれば）価格変動の影響を無音化しリスクを軽減する長期的な契約を伴う場合、クォータ制の

効果と効率は高い可能性があり、合理的なコストで、事業者の利益も低い状態で順守レベルも達成可能であること

を実証している（Lauber, 2004; van der Linden et al., 2005; Agnolucci, 2007; Rickerson et al., 2007; Toke, 2007; Wiser et 
al., 2007）。その他の人達も、より困難な目標及びより良い施行で、グリーン証書取引制度の結果を改善でき（Mitchell 
and Connor, 2004; C. Mitchell et al., 2006; Fouquet and Johansson, 2008）、多くの州及び国のクォータ制は依然として

設立から日が浅いため、過渡期にあると結論付けている（Wiser et al., 2007; Commission of the European Communities, 
2008）。 
 
スペインは普及という意味では非常に成功しているものの、最近の経験からは、固定価格買取制度にさえ不確実性

をもたらし、予測不可能な政策調整が頻繁に行われることに伴い、ユニット当たりのコストも一時的に高くなる可

能性がある（Box 11.8 参照）。これらは太陽熱産業に短期的に大きな影響を与える一方、すべての固定価格買取制

度の政治的リスクを増大させている（CITI, 2010）ことが実証されている。 
 
アメリカでは、クォータ制に関連して電力コストに大きな影響が生じているという証拠はほぼないが、コストの影

響は州によって様々であり、再生可能エネルギー証書の価格変動が大幅になる可能性もあることから、開発が妨げ

られている（Wiser et al., 2007）。Toke（2007）は、アメリカの各州（テキサスなど）の再生可能エネルギーの利用

割合の成功とそれらのコスト効率良く目標を達成する能力は連邦の生産税控除に依るところが大きいとしている

（Toke, 2007）（Box 11.5 参照）。 
 
 
Box 11.8: スペインの教訓: 太陽光発電開発に関する政策の課題 
 
民間の投資を誘引するため、予測可能で透明な枠組みを提供しようと、スペイン政府は 1998 年に固定価格買取制

度を発効させ、2000～2010 年における再生可能エネルギー推進計画（Plan to Promote Renewable Energies 2000-2010）
で設置容量に関する 2010 年の指標目標を公表した（MIyE, 1998; IDAE, 2009）。 
 
市場が成熟していなかったことから、スペインは太陽熱資源に恵まれているにもかかわらず、固定価格買取制度は

当初、太陽光発電部門を開発するには十分でなかった。2001 年には、投資助成金及び低金利融資の組み合わせが

設定された。これらは 2005 年まで実施され、この期間中の太陽光発電に対する直接の助成金は、総額で 6,460 万

US ドル（2005 年）になった（IDAE, 2009）。 
 
固定価格買取制度は 2004 年 4 月に改正され（Ministerio de Economía, 2004）、2007 年 5 月にも再度改正が行われた

（MITyC, 2007）。太陽光発電のタリフが上昇したことに加え、2 度の改定で、高額のタリフを受け取れるプロジェ

クトの最大容量が増加し（2007 年 5 月より、最大 100kW から 10MW に）、25 年の固定価格契約を受領するプロジ

ェクトの資格も最大 50MW に増加した。大規模なプロジェクトの規模の経済と関連したコスト便益は、2007 年の

政策変更と相まって、10MW の複数の新規地表設置プロジェクト開発を促した。新規の設置容量は、2005 年には

21MW、2006 年には 107MW、2007 年には 555MW に増加した（IDAE, 2008）。 
 
2007 年 9 月には、スペインの再生可能エネルギー目標の達成率は 85%になり、政府が新たな目標及びタリフを公

表し、開発事業者が既存の体制の下でプロジェクトを完了させるまで期限が一年であると警鐘を鳴らした。この期

間は、比較的リードタイムが長く、既に開発中の再生可能エネルギー・プロジェクトの大半には、良かった。しか

し、太陽光発電プロジェクトは非常に早く開発可能である。この一年という通告のために、既存制度の失効前に太

陽光発電システムを設置しようと、駆け込み現象が起きた。この結果、2008 年には太陽光発電で 2,575MW が追加

され、過去最高の記録を超すとともに、スペインはこの年、太陽光発電設置で世界最大となった（IDAE, 2009; MITyC, 
2009）。 
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スペインでは 2010 年の目標を超えたことから、2008 年 9 月、政府は将来の設置を対象にした新たな経済的体制を

設立した（MITyC, 2008）。このとき初めて、建材一体型太陽光発電（BIPV）に対して別立てのタリフが採用された。

加えて、新規容量にも年間の上限が設定され、地表設置（最大 10MW）、屋上（20kW 以下。及び 20kW～2MW）

の太陽光発電に対して個別の上限が定められた。この上限は、前年の設置によって自動調整され、地表設置のプロ

ジェクトのタリフは時の経過とともに減少し続けている。この新たな体制の目的は、長期的な予測可能性の提供、

固定価格買取制度のコスト管理の改善、統制市場により適した利益保証、投資コスト低下推進、競争の増加、建材

一体型太陽光発電を通じた送電の推進である。政策の変更で、分散型屋根設置プロジェクトは大幅に増加した

（IDAE, 2010）。 
 

 
図 11.8: スペインの太陽光発電の年間設置及び累積容量。実数（2004～2009 年）及び予測（2010～2014 年）を

示す（IDAE, 2010） 
 
同時に、2008 年後半に適用予定の新たな枠組みの設計に関する不確実性、地表設置システムの上限設定による市

場規模の縮小、そして新たな管理手続きの経験不足から、新規の設置容量は大幅に減少した（MITyC, 2008）（図 11.8
参照）。 
 
スペインの実例は、経験から得られる教訓の重要性、頻繁な規制の変更を行わずに済む、将来を見据えた政策の柔

軟性を確立する重要性を強調している。全般的に、スペインの経験から得られる教訓は、次のようなものがある。

再生可能エネルギー技術を促進するため、特に市場が未成熟な場合は、支援体制の組み合わせが重要である可能性

がある。また、安定的で予測可能な政策としての意欲的な長期目標は、非常に重要である。そして、時の経過に伴

う技術開発の内部化を減少させ、各新規プロジェクトのリターンの内部レートを合理的に一貫させる過渡期のイン

センティブが、技術的イノベーションを発展させ、コスト総額を抑制する可能性がある。 
 
 
競争力に関しては、別の効率性の要素として、2008 年の分析では、ドイツの固定価格買取制度の下では、イギリ

スのクォータ制に比べて、風力タービンの事業者及び建設者間で市場の競争（競争者数）が激しかったことが分か

っている（Butler and Neuhoff, 2008）。割り増し金の選択肢がほぼ現在の発電事業者を誘引しているスペインの事

例を除き、固定価格買取制度は、市場に新規参入をもたらすという点では、より成功している（Verbruggen and Lauber, 
2009）。固定価格買取制度は、投資家間ではなく製造者間での競争を促す（Held et al., 2007）。また多数の企業参

入による競争につながる国内の製造業の開発を推進することが分かっている（Sawin, 2004）。固定価格買取制度は、

電力価格から機器の価格への競争に移行し、一部のアナリストは、資本集約的な再生可能エネルギー技術にはより

適切な競合であると論じている（Wagner, 1999; Hvelplund, 2001）。 
 
Verbruggen and Lauber（2009）によると、十分に設計された固定価格買取制度は、様々な再生可能エネルギー技術

の長期的な限界費用を低下させる動的なインセンティブを提供する。固定価格買取制度に応じて投資資金が投資家

に割り当てられること、より効率の良い事業者がコストを下げることによって高い賃料を受け取ること、固定価格

買取制度の支払い率は過剰な賃料を回避するために定期的に調整されていることが、その理由である。 
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再生可能エネルギー政策が貧困層の消費者に与える分配の影響に関する懸念は（11.5.7.2 節参照）、固定価格買取

制度で再生可能エネルギーの容量が大幅に増加した国々で、特に太陽光発電などの比較的高コストな技術で、最も

頻繁に高まっている。これは、電力のコスト全体が増大する結果になるためであり、再生可能エネルギー政策の総

コスト増加に伴い、より大きな問題と化している（Frondel et al., 2010）。しかし、こうした影響に取り組む方法は

存在する。たとえばタイでは、小規模な電力消費者は助成金付きの電力を使用し、割り増し金支払いを提供する国

家的な固定価格買取制度の影響を受けない（Box 11.7 参照）。 
 
同様に、クォータ制の電力料金体系の影響に関する懸念も、特に再生可能エネルギーの利用割合基準要件を導入し

たアメリカの州の敏感な産業消費者の間で高まっている。再生可能エネルギーの利用割合基準要件が一般に、平均

的な小売電力料金に対しては穏やかな影響力を持つと予測されているにもかかわらずである。結果として、いくつ

かの州の再生可能エネルギーの利用割合基準プログラムでは、特定の産業に与える負荷を特に免除するか、これら

の消費者に課される可能性のある追加コストに下限を設けている（van der Linden et al., 2005）。たとえば、アメリ

カ及びスウェーデンにおけるそのような免除は、公平性の懸念の原因になりかねないが、一般にはクォータ制が受

け入れられるために必要とされている（van der Linden et al., 2005）。 
 
エクイティ関連の別の懸念は、参入に関してである。たとえば、アメリカでは、公営事業者は再生可能エネルギー

の利用割合基準要件の適用除外になることがあり、他の事業者の間で公平性の懸念が持ち上がっている（van der 
Linden et al., 2005）。同時に、企業がクォータ制から得たものを詳細に分析した結果、新規の市場から継続的に恩

恵を受けているのは主に現在の関係者であることが示唆されている（Girardet and Mendonca, 2009; Jacobsson et al., 
2009; Verbruggen and Lauber, 2009）。再生可能エネルギー証書システムの取引及び管理コストは、固定価格買取制

度を伴うものに比べ高く、小規模な新規参入者の参加を難しくしていて、そのため参加は限定的となっている（C. 
Mitchell et al., 2006）。 
 
対照的に、固定価格買取制度は参入の容易さ、現地所有権、及び再生可能エネルギーシステムの統制を好む傾向が

あることから（Sawin, 2004; Lipp, 2007; Farrell, 2009）、再生可能エネルギーのより幅広い公的支援につながる可能

性がある（Damborg and Krohn, 1998; Sawin, 2001, 2004; Hvelplund, 2006; Mendonça et al., 2009）。こうした参入の容

易さは、再生可能エネルギー・プロジェクトの開発に資本を流入させる強力な手段にもなっている（Couture et al., 
2010）。Mendonça et al.（2009）では、再生可能エネルギーの安定的で持続可能な成長には、再生可能エネルギー

の様々な所有構造及び幅広い支援を確実に行う政策が必要とされるとし、再生可能エネルギー技術が規模及び数の

双方で継続的に成長するのに伴い、地域の受容の重要性が高まるだろうと提示している（Mendonça et al., 2009）。

これは、ニュージーランドやその他の研究でも支持されている（Barry and Chapman, 2009）。 
 
制度上の実現可能性 
 
固定価格買取制度は一般に、クォータ制の政策に比べ管理コストが低く（Haas et al., 2011）、実施し易いと考えら

れているが（van der Linden et al., 2005）、特に（近年の太陽光発電のように）非常に動的なコストの開発がある場

合、タリフの設定が難しくなる可能性がある。クォータ制は、取引可能な証書で運用される場合は特に、罰則の価

格及び量の双方を設定する必要があるため、複雑化するように思われる。取引コストも一般に、こうしたクォータ

制のほうが高い。取引可能な証書を伴うクォータ制に基づく取引のプラットフォームが必要になることからも複雑

性は生じ、入札スキームには、入札プロセスに対処する管理能力を必要とする（Sawin, 2004; de Jager et al., 2010）。 
 
市場の互換性に関しては、政策は非常に異なっている。固定の支払いまたはタリフを提供する固定価格買取制度で

は、単一の購入者が発電された全量を電力市場に売却する。その他のすべてのシステム（固定価格買取制度に基づ

く割り増し金支払いも含む）では、発電者が電力市場に売却しなければならない。電力の市場価格は、固定支払い

の固定価格買取制度では発電者の報酬に影響を与えないため、市場の需要に沿って発電したり価格シグナルに対し

て対応したりすりインセンティブが、一般に全くない（de Jager et al., 2010）。 
 
要するに、欧州委員会向けに実施されたものを含む、多くの過去の研究は、適切に設計され適切に実施された固定

価格買取制度が、再生可能エネルギー電力を促進するのに最も効率的（受け取るトータル・サポートと発電コスト

の比較で定義）かつ効果的（消費される再生可能エネルギー電力の割合を増加させる能力）な支援政策であると結

論付けている（Ragwitz et al, 2005; de Jager et al, 2010; Sawin, 2004; European Commission, 2005; Stern, 2007; Mendonça, 
2007; Ernst & Young, 2008; Klein et al., 2008b; Couture and Gagnon, 2009; Held et al, 2010; Ragwitz et al, 2011）。固定価

格買取制度でも、非常に有効なものもあれば、そうでないものもある点、クォータ制は有効かつ効率的であるが、

そうでないものも一部あることに留意することが重要である（Sawin, 2004）。政策の設計及び導入は、これらの政

策オプションが多様な基準に対してどの程度達するのかを決めるのに重要な役割を果たし、政府は引き続き詳細を

調整することで、どうやってこれらの政策オプションが変化するニーズに対応し得るかを学んでいく。 
 
アクセスの手段 
 
ネットメーター 
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ネットメーターまたは売電システムでは、指定した売電期間の別の時間に、小規模生産者が送電網に対し、顧客の

超過負荷がその余剰発電で相殺される場合に限り、彼らの全需要量を超えて発電した再生可能エネルギー電力のす

べてを小売価格にてリアルタイムで「売却」出来るようにしている。本質的に、消費者にとっては発電が需要を超

えた際に電力メーターを逆回転させることで、売電期間に（異時間点の移動を通じて）自家発電で消費を相殺する

ための手段である。一般に、消費者は、逆方向に回転する２つの一方向メーターか、双方向に回転可能な１つの双

方向メーターのいずれかを所有し、ネットメーターの消費者が売電期間全体で系統から引いた電力の正味量のみを

支払う（Klein et al., 2008a）。特定の期間（一般に一か月または一年）の正味の出力が、仮に小売価格を下回るこ

とがあったとしても一般に補償される（DSIRE, 2011）。 
 
ネットメーターは、アメリカの政策として最もよく使用され、大半の州で発効しているが（DSIRE, 2011）、その

メカニズムはヨーロッパや世界中の他の地域でも使用されている（Klein et al., 2008b; REN21, 2010）。 
 
ネットメーターは、顧客に小規模の分散型電源に対する投資を促し、系統に電力を流れ込ませる動機を与えるため

の管理しやすい手段と考えられており、また、需要がピークとなる時間帯に再生可能エネルギー電力が生産される

場合、ロードファクターを改善することで提供者に利益をもたらす（US DOE, 2008a）。一部の国（イタリアなど）

では、系統の負荷を軽減し、支援の支出を制限する目的で導入されている（Ragwitz et al., 2010）。Rose et al.（2008）
によると、制度が最も高い成果を出すのは、ネットメーターの法律が制度の規模または全体の容量を制限せず、余

剰電力にクレジットを設定し（つまり特定月に発電が使用に比べ多い場合、余剰電力の課金は翌月に繰り越せる）、

消費者が自己の再生可能エネルギーのクレジットを維持可能で、再生可能の全技術及び全消費者の等級の参加が許

可されていて、消費者が不要な官僚的形式主義から保護されている場合である（Rose et al., 2008）。これに加えて、

ネットメーターの政策は、市場の拡大及び変化に伴い進化する点も重要である（IREC, 2010）。 
 
しかしながら、Klein et al.（2010）によれば、少なくともアメリカでは、太陽光発電のような競争力の低い技術の

著しい成長を促す刺激としては、発電コストが小売価格よりも高額となるため、ほとんどの場合で不十分であるこ

とが分かっている（Klein et al., 2010）。代わりに、アメリカでは、連邦の租税政策、州のリベートとパフォーマン

ス・インセンティブ、州の再生可能エネルギーの利用割合基準プログラム、及びネットメーターを組み合わせたう

えで、分散型太陽光発電が推進されている（Sherwood, 2010）。アメリカの小規模な風力システムで見られた影響

に基づき、Forsyth et al.（2002）は、ネットメーターのみでは、消費者が再生可能エネルギーシステムへ投資する

ための最低限のインセンティブしか提供しないとした。これは特に、住民がゾーニングや配線という扱いにくい課

題に対処しなければならない場合に該当する。しかしながら、公的教育やその他の財政上のインセンティブと組み

合わせれば、ネットメーターは更なる参加を促すだろう（Forsyth et al., 2002）。 
 
ネットワークへの優先アクセスと優先給電 
 
EU では、再生可能エネルギー源による発電の推進に関する EU 指令 2001/77/EC で、EU 加盟国に対して、確実に

送配電システムの事業者が「再生可能エネルギー発電の系統のアクセスを保証する」ようにしなければならないと

している（European Parliament and of the Council, 2009）。これは、ネットワーク及び導管（系統への出力）の双方

の接続を指している。EU 指令の結果、一部のヨーロッパ諸国、特に固定価格買取制度を導入している国々は、ネ

ットワークへのアクセスを保証する接続規制を導入した。これらの国の「優先的な」発生した電力へのアクセスと

は、再生可能エネルギー・プロジェクトの発電がネットワークへの優先的アクセスを与えられ、またその全量が系

統に取り込まれるという意味である。 
 
しかしながら、電力統合の見地からは、優先アクセスは給電とは異なる。発生した電力は、ネットワークにアクセ

ス可能であっても、必ずしも給電されるという意味ではない。また、再生可能エネルギー発電者が給電された、も

しくは給電されなかった発生電力に対して報酬を受け取るかは、実施中の政策、ネットワーク、市場のルールによ

る。スペインの固定価格買取制度は、供給の安全性及び質が保証される制約の場合には、優先給電を認めている。

優先アクセス及び給電は、11.6.5 節でより詳細に検討する（8.2.1 節も参照）。 
 

11.5.5 普及のための政策 - 冷暖房 
 
2008 年において、伝統的バイオマス、近代的バイオマス、太陽熱、及び地熱は、合わせて世界の暖房需要の内 27%
に対する供給を担っていたが（伝統的バイオマスが大部分を占める）（IEA, 2010d）、再生可能エネルギーを利用

した冷房技術による供給が世界の冷房需要に占める割合は、それより遥かに小さかった。現代の再生可能エネルギ

ーが総需要に占める割合を増加させるためには、政策による支援によって再生可能エネルギー冷暖房（RE H/C）の

障壁（たとえばシステム購入に対する初期資本の障壁など）を乗り越えることが必要である。 
 
再生可能エネルギーを利用した冷暖房への支援を行うに当たっては、政策立案者は分散になりがちな冷暖房技術に

伴う特有の課題に取り組む必要がある。冷暖房サービスは一軒の住宅に行われる小・中規模の設備設置により提供
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される。或いは、地域暖房8（DH）/冷房を提供する大規模な装置を備えることが可能である（IEA RETD, 2010）。

再生可能エネルギーを利用した暖房（RE-H）と冷房（RE-C）両方に対する政策手法は特に、規模の大きさ、様々

な温度にする調整能力、広範囲にわたる需要、熱負荷との関係、利用の変動性、及び中心となる供給または取引の

メカニズムの欠如などの、より雑多な資源の特性に特に取り組む必要がある（IEA, 2007b; Seyboth et al., 2008; Connor 
et al., 2009）。 
再生可能エネルギーによる発電及び再生可能エネルギーによる輸送と同様に、再生可能エネルギーを利用した冷暖

房の政策は、設計段階において特定の技術、現在の市場及び現在のサプライチェーンの成熟状態を考慮した場合、

特定の条件や場所により適したものになる（Haas et al., 2004）。再生可能エネルギーを利用した冷暖房技術は、そ

の成熟度によって異なっており（図 1.2 を参照）、特定の技術の市場及びインフラの成熟度は地域によって（たと

えば、ヨーロッパよりも中国またはイスラエルにおいて競争力をつけ始めている太陽熱温水暖房システムがある

（Xiao et al., 2004））またサプライ・チェーンの面（製造、統合、インフラ、保守）において異なる可能性がある。

一部の地域では、再生可能エネルギーを利用した冷暖房技術の開発及び導入を支援するインフラがまだ全く存在し

ていない場合もあるが、その他の地域においては十分発達している。十分に発達した再生可能エネルギーを利用し

た暖房インフラの例には、中国の太陽熱温水暖房、アイスランドの地熱エネルギーなどがあり、アイスランドでは

1930 年に商業規模での空間暖房用地熱エネルギーが利用され始めており、2005 年には空間暖房の 89%を供給して

いた（Lund and Freeston, 2001; IEA, 2007b）。 
 
冷暖房の再生可能エネルギー源の利用を支援する政策の数は、ここ数年増えており、その結果、再生可能エネルギ

ーを利用した冷暖房の発電（IEA, 2007b）が増加している。しかし、支援体制の多くは再生可能エネルギーを利用

した暖房に焦点を当ててきた。現在の再生可能エネルギーを利用した暖房を促進する政策はリベートや助成金、減

税及び税控除のような財政上のインセンティブ（11.5.5.1 節）、財政支援のような公的ファイナンス政策（11.5.5.2
節）、利用義務のような規則（11.5.5.3 節）、及び教育努力を含む（11.6 節）。これまで、財政上のインセンティ

ブが広く利用されている政策であったが（DEFRA/BERR, 2007; Bürger et al., 2008; Seyboth et al., 2008; Connor et al., 
2009）、規制メカニズムへの関心も高まっている。 
 
本節は、上述の政策が再生可能エネルギーを利用した冷暖房に関係するということを厳密に説明する。メカニズム

そのもののより一般的な説明については、11.5.3 節を参照のこと。本節は、再生可能エネルギーを利用した冷房の

みに関係する問題についての簡潔な議論で締めくくっている。 
 
11.5.5.1 財政上のインセンティブ 
 
助成金、リベート、及び生産インセンティブ 
 
リベート及び助成金は、再生可能エネルギーを利用した暖房（暖房には劣るが再生可能エネルギーを利用した冷房

も）を対象とした、最も一般的に適用されている政策であり、オーストリア、カナダ、ギリシャ、ドイツ、アイル

ランド、日本、オランダ、ポーランド、イギリスなどの国々と地域で様々な応用がされている（IEA, 2007b; Bürger 
et al., 2008; Connor et al., 2009）。生産に基づくインセンティブも、再生可能エネルギーを利用した冷暖房の生産の

支援に利用することが出来る。しかし、冷暖房に関しては、生産に基づくインセンティブは、費用対効果の高い計

測または監視手順が少ない熱供給の分散しがちな性質のために複雑になることが多い（IEA, 2007b）。そのため、

生産インセンティブは、地域暖房グリッドなどのより大規模な冷暖房システムにおいて最も効果を発揮すると思わ

れる。 
 
金銭的インセンティブは、どのように設計されたものであれ、公共予算に対して影響を与えかねないので、慎重に

検討しなくてはならない。不安定な変動（すなわち、のろのろと進む財政支援）は、結果としてもたらされる再生

可能エネルギーを利用した冷暖房技術の普及に対して直接的な影響を与えることが示されている（IEA, 2007b; IEA 
RETD, 2010）。たとえば、ドイツの市場インセンティブプログラム（German Market Incentive Program（MAP））

は、ドイツにおける太陽熱技術の普及の拡大には成功したものの、インセンティブに対する需要が利用可能性を超

えた際、また財政支援が年度ごとに変動したために、困難な状況を経験した。 
 
租税政策 
 
税上のインセンティブは、再生可能エネルギー電力技術の支援と平行して再生可能エネルギーを利用した暖房を支

援するために実施される（IEA, 2007b）。環境税の控除、暖房に利用される化石燃料に課す炭素及びエネルギー使

用料など、再生可能エネルギーを利用した冷暖房の間接的な支援によって、スウェーデンなどにおいて再生可能エ

ネルギーを利用した暖房を推進する事に成功している（Box 11.9 を参照）。 
 

                                                        
8 地域暖房は、1 つまたは少数の中心となる生産ユニットで生成された熱をパイプラインのネットワークを通して、空間
暖房と温水暖房を利用する住宅用及び商用建築物に分散したものである（8.2.2 節を参照）。地域暖房ネットワークは、
単一の居住者が複数いる建築物から都市規模の設備まで、規模において異なっている。 
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再生可能エネルギーを利用した冷暖房に関しては、投資及び生産税控除の両方を実施可能である。生産税控除は実

際に生産された再生可能エネルギーを利用した冷暖房の量に対するインセンティブを生むため、再生可能エネルギ

ーを利用した冷暖房の電力発生及び設備の質の向上を保証する上で有用であると思われる（IEA, 2007b）。しかし、

金銭的インセンティブと同様に、分散型暖房の発生電力に対する生産税控除の活用は、費用対効果の高い計測また

は監視手順が存在しないために複雑となっている。 
 
再生可能エネルギーを利用した暖房システムの導入後に利用可能な税額控除（つまり事後）は、導入前に事前承認

が必要となる助成金などと比較して事業計画上の利点がある。たとえば、フランスの 2005 年の財政法（Finance Law）

には、所得税申告を通して所有者がコストを回収出来る税額払い戻し制度が含まれているが、これは管理しやすい

シンプルかつ直接的な推進制度である（IEA, 2007b; Roulleau and Lloyd, 2008; Walker, 2008; Gillingham, 2009）。この

法律によって、それまで直接投資インセンティブ（助成金など）に大きく依存していたフランスの制度は、税額払

い戻し制度へと事実上移行した。この移行の後、太陽熱市場は大きく成長し、その要因は手続きの簡易化の結果の

可能性が高い（IEA, 2007b）。 
 
 
 
Box 11.9: スウェーデンからのさらなる教訓: バイオマス地域暖房及びインフラの価値 
 
スウェーデンにおける地域暖房の経験は、再生可能エネルギーを利用した暖房に対する財政上のインセンティブ及

び促進的インフラの存在によって、どのように暖房における再生可能エネルギー源への移行を促進することが出来

るかを示している。1980 年から 2007 年にかけて、地域暖房生産におけるバイオマスの割合は、0%から 44%（90PJ）
まで増加した（IEA, 2009b）。 
 
スウェーデンにおけるバイオマスを利用した熱の大幅なシェアへの移行は、2 つのインフラ・システムの存在によ

って促進された（IEA, 2007b）。1 つはスウェーデンの豊かなバイオマス資源（領土の約 52%が有用森林）と、長い

歴史を持ち十分に確立したインフラを有する林業である（IEA, 2007b）。2 つ目は、2008 年時点で住宅及びサービ

ス部門における暖房の 56%を占めていた地域暖房システムである（Swedish Energy Agency, 2009a）。 
 
このシステムが最も拡大したのは、自治体政府及び企業は、スウェーデンの地域暖房システムを建築、所有、及び

運用した 1965～1985 年である。この移行は、1980 年代に、高い石油価格及び石油製品に対する税金によって推進

された。コジェネレーション（CHP）生産、燃料の柔軟性、経済効率、及び個別のボイラーよりも良好な汚染抑制

の機会も、また地域暖房インフラの開発の動機となった。しっかりとした地方の計画力及び公共部門による解決策

の高い受容度も、拡大を促進した要因であった（Ericsson and Svenningsson, 2009）。 
 
1991 年に、スウェーデン政府は、二酸化炭素 1 メートルトン当たり 41US ドル（2005 年）の炭素税を課した（税

額は徐々に引き上げられ、2007 年には 1 メートルトン当たり 130US ドル（2005 年）に達した）。バイオマスは、

この税が免除されているため、地域暖房システムにおける最も安価燃料となっている。その結果、図 11.9 に示す

ようにバイオマスの利用は急速に拡大し、1990 年の 14PJ から 1996 年の 60PJ まで増加した（Ericsson and 
Svenningsson, 2009）。スウェーデンの炭素税も、個別の建築物の暖房向けの石油の段階的廃止を加速させ、地域暖

房、地中熱源ヒートポンプ及び木材ペレットの普及を促進した（Ericsson and Svenningsson, 2009）。 
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図 11.9: 1960～2009 年の燃料及びエネルギー源ごとのスウェーデンにおける地域暖房生産 
 
注: 曲線は、屋外温度変化に対して補正されていない（Swedish District Heating Association, 2001; Ericsson and Svenningsson, 2009; 
Swedish Energy Agency, 2009b, 2010b）。 

 
バイオマスに関する税額控除に加え、1991 年から 2002 年にかけてバイオマス由来のコジェネレーション対する投

資助成金が利用可能となり、燃料利用の増加が促進された。2003 年には、原子力の代替の需要による強い要望を

受け、政府はグリーン証書制度と併用した電力クォータ制を導入した。これにより、バイオマス由来のコジェネレ

ーションによる熱（及び電力）生産がさらに大きく増加した。これらの政策を受けて、コジェネレーションによる

地域暖房は、1990 年の 22PJ から 2007 年の 71PJ まで（SCB, 2009）、コジェネレーションによる電力は 1990 年の

2TWh（7.2PJ）から 2007 年の 7.5TWh（27 PJ）まで増加し、この内 41%がバイオマスによるものである（IEA, 2009b; 
Bergek and Jacobsson, 2010）（Box 11.4 を参照）。 
 
 
11.5.5.2 公的ファイナンス 
 
再生可能エネルギーを利用した暖房を推進するための保証、融資、公共調達などの公的ファイナンス政策は、上述

の財政上のインセンティブと比べると利用されている頻度は遥かに低いものの、実施されたケースもある。たとえ

ば、フランスの省エネルギー及び再生可能エネルギーの投資基金（Crediting System in Favour of Energy Management
（FOGIME 基金））では、再生可能エネルギー（再生可能エネルギーを利用した暖房含む）及びエネルギー効率プ

ロジェクトのために利用した銀行ローンで投資総額の最大 70%の保証が始められた（IEA, 2007b）。より発展の遅

れている国において、近代的バイオマス、住宅用太陽熱暖房、及びその他の近代的再生可能エネルギー技術の利用

を支援するため、様々な種類の公的ファイナンスプログラムも利用されている。 
 
11.5.5.3 規制 
 
これまでの再生可能エネルギーを利用した冷暖房技術のための支援政策のほとんどは財政上のインセンティブで

あったが、利用義務、クォータ制などの規制政策によって、再生可能エネルギーを利用した冷暖房の成長を公共予

算から独立して、促進するポテンシャルに対する関心が高まってきた（Bürger et al., 2008; Seyboth et al., 2008）。 
 
利用義務 
 
利用義務（建築法規）は、新しい建築または大幅な改築を行っている建築物における再生可能エネルギーシステム

の導入を求めるものである。利用義務は、最も費用対効果が高く導入出来る建設の時点での再生可能エネルギー暖

房技術及び関連インフラの導入を支援するという点において有用である。また、インセンティブの分断による市場

の失敗にも対処する（1.4.2 節）。利用義務がなければ、建築業者または所有者が建築物の暖房コストを払いたく

ない場合に、市場の失敗は再生可能エネルギーを利用した暖房への投資を抑制しかねない（CCC, 2009）。 
 
初めはスペイン、ドイツ（Nast, 2010）、イタリア、アイルランド、ポルトガル、及びイギリスの様々な自治体で

採用された利用義務は、現在、スペイン及びドイツにおいて国家レベルで実施されている。対象となる技術及びエ

石油 
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ネルギーが現地になければならないか、どこか他の場所に位置していてもいいかという点については、多様性があ

る（Bürger et al., 2008; Puig, 2008）。利用義務は、地域暖房及び家庭用システムのガバナンスの様々なレベルにお

いて活用可能である。 
 
しかし、この政策には多くの問題が伴う。たとえば、義務水準が漸増する場合、初期の利用義務に準拠した建築ス

トックを将来のより厳しい利用義務を満たすために、後から改修する必要が出てくることを示唆する。また、先に

義務化に対応した者が相対的に高いコストを払い、後から義務化に対応した者の方が、量受容及びより高い技術能

力によるコスト削減の便益を享受できる可能性があるために、社会におけるコストの不公平性が発生する。また、

建築物の所有者が、義務の施行及び要件の明確化を待ったり（Connor et al., 2009）、コンプライアンスの追加コス

トを避けるために大幅な改修を遅らせたりするため、この政策が効率の悪い技術の置き換えを遅らせる原因となる

可能性もある。 
 
強制的な改修に経済的脆弱性に対する防護策も含まれていれば理想的である（Bürger et al., 2008; Connor et al., 2009）。
再生可能エネルギーを利用した冷暖房を後から統合することを可能にするために、新しい建築物に基本的な接続技

術を含めることを義務化することは、1 つのシンプルかつ比較的負担の少ない方法である。後から地域暖房または

冷房に接続するための技術の統合は、後に行われる投資と合致する可能性がある潜在的な方法の 1 つである

（Connor et al., 2009）。 
 
再生可能エネルギーを利用した暖房に関する利用義務を実施する際に最低限のハードウェア、導入、及び設計計画

の質を保証する基準の制度の応用は、適切なコンプライアンスを保証する上で必須となる可能性が高い。設備の定

期的な検査や最低品質基準を含む監視システムが賢明であるが、これによって管理費は増加するだろう（Connor et 
al., 2009）。高い水準のコンプライアンスは、利用義務の成功に不可欠である（Bürger et al., 2008）。 
 
ボーナス制度 
 
ボーナス制度は、発熱の単位ごとに定額の支払いを行う立法措置であり、技術によって異なる水準の支払い額を設

定する場合もある（Bürger et al., 2008）。支払いは、計測された出力または何らかの出力の推定に基づいて実行可

能である。それらは、一定の期間または一定の出力で上限を設けたり、エネルギー保存の取り組みを補完する技術

や建築物の規模によって変動したりするように設計可能である。政府予算に対する影響を緩和するため、年度ごと

に逓減が適用される場合もある。 
 
ボーナス制度は、固定価格買取制度（11.5.4.3 節を参照）などの電力向けの価格指導型の手段に似ているが、以下

の 2 つの点において根本的に異なっている。それは、潜在的な範囲（発電機よりも再生可能エネルギー暖房が結果

的に多くなることが期待される）と熱が発生した場所で利用される可能性である。これらの要因は、大規模な計測

及び管理を必要とするため、ボーナスプログラムが相対的に複雑かつコストのかかる手段になる可能性がある。合

併は、潜在的な解決策を示す。たとえば、第三者組織は、ボーナス支払の便益を集め、人数の多いその成員に分配

することで、公益事業体または政府行政の負担を削減出来るだろう。さらに、ボーナス基金は、限られた機会にの

み支払われ（導入された技術の寿命中におそらく 2～3 回）（Bürger et al., 2008）、管理コストを削減出来る可能性

がある。 
 
これまでのボーナス制度に関する経験はわずかしかない。しかし、（政府よりむしろ）公共事業の供給業者によっ

て支払いが行われる場合、公共予算に与える影響が限定的であるため、関心が高まってきている。たとえば、イギ

リスは、2011 年 4 月の導入を決定して再生可能エネルギーを利用した暖房のボーナス制度のための法律制定を可

決した。その主な要因となったのは、他の政策オプションよりも公共予算への影響が低いことである（BERR/NERA, 
2008; DECC, 2009）。 
 
クォータ制 
 
再生可能エネルギー使用基準としても知られるクォータ制は、再生可能エネルギー電力の支援において大規模に展

開されてきた（11.5.4.3 節を参照）。そのようなケースの一部（オーストラリアの再生可能エネルギー法定目標

（Mandatory Renewable Energy Target; MRET）など（Buckman and Diesendorf, 2010））や、日本の電気事業者による

新エネルギー等の利用に関する特別措置法（Law on Special Measure for the Utilization of New Energy（IEA, 2007b））、
及びアメリカの一部の州（DSIRE, 2011）において、再生可能エネルギー技術の適格性には、太陽熱温水器などの

再生可能エネルギーを利用した暖房技術も含まれている。 
 
ドイツ、イギリスなどでは議論されてきたものの、具体的に再生可能エネルギーを利用した暖房を対象としたクォ

ータ制に関する経験は非常に限られている（IEA, 2007b）。電力に対するクォータ制には、生産した再生可能エネ

ルギーに応じて生産者に与えられる取引可能な証書制度が含まれることが多い。分熱生産及び利用の分散しがちな

性質のため（地域冷暖房システムの場合を除く）、そのような再生可能エネルギーを利用した暖房のための証書制

度には追加的な課題が伴うが、理論的には、再生可能エネルギー暖房サプライチェーンにおける、再生可能エネル
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ギーを利用した暖房の利用者、指定代理業者、または企業は、再生可能エネルギー暖房利用の証拠を提示した場合

に取引可能な証書を受け取る権利を有する。市場参加者は、コストを相殺するための収入を得るため、供給者に証

書を売る場合がある（Radov et al., 2008）。 
 
地域暖房のネットワーク・アクセス 
 
地域暖房システムへの第三者によるアクセス（TPA）によって、コストを引き下げる競合の水準を高め、市場への

アクセスを拡大出来る可能性がある（8.2.2 節）。これまで地域暖房システムに対する第三者のアクセスに関して

はわずかな経験しかないが、いくつかの国（スウェーデンなど（Ericsson and Svenningsson, 2009））で実施が検討

されている。しかし、第三者のアクセスの拡大によって、管理コスト及び価格の不確実性と変動性が増加した結果、

地域暖房提供者が負担するコストが大きくなる可能性も懸念されている（SOU, 2005; Wårell and Sundqvist, 2009）。 
 
Wårell and Sundqvist（2009）は、地域暖房における第三者のアクセスの 3 つの潜在的な形態を示している。それは、

1）規制された第三者のアクセスは、新しい企業が特定の条件（電力部門の一般的な規定）を満たした場合に系統

にアクセス出来ることを一般的に意味する。2）交渉による第三者のアクセスは、ネットワーク所有者と熱提供者

の間の事後契約を含む。そして、3）単一買い手モデルでは、単一の統合業者がすべての供給者と交渉し、一定基

準ですべての消費者に販売を行う（料金は、システム・コスト及び許可された特定の利益率から成る）。 
 
以下に示すような変化する地域の条件によって、第三者のアクセス規制の最適な形態が決定される。 
 

・ 暖房ネットワークの規模及びその拡大ポテンシャル。たとえば、リトアニアは、年間 10GWh（36TJ）以上

を供給するシステムを規制している（Gatautis et al., 2009）。 
・ 様々な熱源の利用可能性 
・ 潜在的な管理コスト 
・ 市場の開放に関する政治的見通しや公的見通し 

 
11.5.5.4 冷房の利用可能エネルギー源に関する政策 
 
再生可能エネルギーを利用した冷房には、パッシブ冷房策、太陽熱アシスト、アクティブ冷房システムを駆動する

集光型太陽熱発電、浅部地熱技術（吸収冷却によるものなど）、バイオマス吸着または吸収冷房（ただし、まだ開

発は初期段階である）、再生可能エネルギー電力を利用したアクティブ圧縮冷房及び冷却が含まれる（DG TREN, 
2007; IEA, 2007b）。 
 
再生可能エネルギーを利用した冷房技術を支援する政策は数例あるが、一般的に、再生可能エネルギーを利用した

冷房の展開の促進のみを目的とした政策は、再生可能エネルギーを利用した暖房に対する政策と比べると、遥かに

成熟度において劣っている。 
 
本節で上述したメカニズムの多くは、再生可能エネルギーを利用した冷房にも応用でき、通常、同様の利点及び欠

点を伴う。今日までの再生可能エネルギーを利用した冷房に対する政策支援は、再生可能エネルギーを利用した暖

房を含むその他の再生可能エネルギー技術を支援するプログラムに統合されてきた（IEA, 2007b）。統合は、ほぼ

例外なく財政上のインセンティブである。スペインは、2005～2010 年の再生可能エネルギー計画（Renewable Energy 
Plan）の一部として太陽熱冷房設備に対して、直接助成金を与えていた（IDAE, 2006）。同様に、ドイツは、Solarthermie 
2000 Plus program において、太陽熱空調設備に加え太陽熱地域暖房設備及び太陽熱アシスト地域暖房設備に対して

助成金を与えていた（IEA, 2007b）。 
 
再生可能エネルギーを利用した冷房に対する普及政策での経験不足は、多くの再生可能エネルギーを利用した冷房

技術の技術開発が初期段階にあることと関係している可能性が高い。初期市場及びサプライチェーンを発達させる

ための研究開発支援及び政策支援は、近い将来における再生可能エネルギーを利用した冷房技術の普及を促進する

上で特に重要となるかもしれない。 
 

11.5.6 普及のための政策 – 運輸 
 
世界中で、運輸用の再生可能エネルギーの普及を支援するために、様々な政策が実施されてきた。これらの政策の

ほとんどがバイオ燃料に関係しているため、本節は主にバイオ燃料政策に焦点を当てる。バイオ燃料政策は過去 3
～4 年間に施行されたものが多いが、それでも文献における有効性、効率、公平性、及び制度的実行可能性の評価

のギャップは存在する。 
 
アルゼンチン、EU 加盟国、インド、インドネシア、メキシコ、タイ、アメリカなど、最近、国家レベルのバイオ

燃料戦略を実施する国が増えてきている（Altenburg et al., 2008; Felix-Saul, 2008）。ペルー（USDA/FAS, 2009b）、
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グアテマラ（USDA/FAS, 2009a）など、サトウキビに対して好ましい気候条件を持つ国の多く（特に南アメリカ）

は、燃料エタノールに関するブラジルの成功に続くことを目標としている（Box 11.10 を参照）。 
 
バイオ燃料の支援政策は財政上のインセンティブ（バイオ燃料くみ上げ時の税控除など）又は規則（混合義務など）

による国内消費の促進、生産設備に対する公的ファイナンス（融資など）や原材料の支援または政策減税（消費税

免除など）による国内生産の促進を目的とする。さらに、貿易関連の措置も、保護措置によって地方の生産を保護

したり（輸入関税、基準など）または輸出関税の導入によって輸出を防いだりするために適用される可能性がある

（Junginger et al., 2011; Lamers et al., 2011）（貿易の問題の詳細については、2.4.4 及び 2.4.6 を参照のこと）。 
 
 
Box 11.10: ブラジルからの教訓: 競争力のある再生可能エネルギー燃料源を実現する政策の漸増 
 
ブラジルは、1970 年代半ばに、第 1 次世界石油危機によって大きな打撃を受けた。1975 年には、主要な砂糖生産

国としての利点を生かしつつ、同政府は国家アルコール計画（Brazilian Alcohol Program（PROALCOOL））を立ち

上げ、生産目標及び生産者助成金によってガソリンの代替燃料としてサトウキビ・エタノールを推進した

（Goldemberg, 2009）。 
 
この政策の一部として、ブラジル政府は、エタノールを 20～25%の割合でガソリンに混ぜることを義務化した。生

産は、助成金、低金利融資、及び国有石油会社（Petrobras）による購入保証によって支援され、同時に純粋なエタ

ノールで運転可能なエンジン開発のための研究も進められた（Dias de Moraes and Rodrigues, 2006）。 
 
1980 年代半ばから始まった変動の大きいエタノールの供給及び価格に関する懸念による政府の圧力に呼応して、

自動車製造業者は 2003 年にフレックス燃料車を導入した（Goldemberg, 2009）。その他の初期段階における課題に

は、政府の活動によって取り組みが始められ、最終的に民間部門に委ねられた生産及び利用のためのネットワーク

の必要性などがある（Goldemberg, 2006; Walter, 2006）（統合の詳細については 8.2.4.6 節を参照）。 
 
エタノール生産の増加によって生じる社会及び環境の持続可能性の問題に取り組むため、連邦及び州レベルでいく

つかの措置が実施された。それには、サトウキビ及びエタノール生産を行うことが出来る場所及び水利用を管理す

る規制を規定した生態的都市計画法（AgroEcological Zoning for sugarcane or seed oil plants; 2.2.3 節を参照）や経済的

都市計画法などがある（Goldemberg et al., 2008）。 
 
バガス（サトウキビの繊維残渣）は、サトウキビをエタノール及び砂糖に精製する工程において、熱及び電力生産

に利用されており、それによって関連炭素排出量が削減され、生産の経済性も向上している（Cerri et al., 2007）。
製造所は、内部におけるエネルギー需要を満たし、余剰電力を系統に売っており、それが他の収入源となっている

（2.2.3 節）。初期の生産は、インセンティブによって刺激された。現在、製造所の所有者は、契約または入札によ

って系統に直接的に売却を行っているが、系統へのアクセスの欠如が未だに障壁となっている例もある（Azevedo 
and Galiana, 2009）。 
 
エタノール生産は助成金の多いプログラムとして開始されたが、サトウキビとエタノール生産技術、及び規模の経

済性の向上によって生産コストが下がった（2.7.2 節）。エタノールの助成金は 1990 年代に廃止され、2004 年まで

にブラジルのエタノールは助成金なしでもガソリンと経済的に競争出来るまでになった（Goldemberg et al., 2004）。
2010 年まで残った唯一の関連インセンティブは、フレックス燃料車に対する税額控除であった。研究によって、

ここ数年のブラジルのエタノール政策の経済的コストは、それによって回避されたであろう輸入石油に関連する支

出よりも十二分に下回っていることが分かっている（Moreira and Goldemberg, 1999; Goldemberg et al., 2004）。ブラ

ジルは、2010年までに、アメリカに次いで世界で第 2位のエタノール生産国となった（2.4.4節; REN21, 2010; UNICA, 
2010）。 
 
ブラジルの経験は、経済的障壁及びその他の障壁に取り組むために、バイオ燃料の混合義務を他の政策と併用して

行うことの重要性を示唆している。 
 
 
11.5.6.1 財政上のインセンティブ 
 
租税政策 
 
税上のインセンティブは一般にバイオ燃料の支援のため使用され、それによって化石燃料に対するバイオ燃料の費

用競争力が変動する。この政策はバイオ燃料のバリュー・チェーン全体に沿って導入されるが、通常、この政策が

最も対象となるのは、バイオ燃料生産者（消費税免除・控除など）と、最終消費者（バイオ燃料くみ上げ時の税控

除など）のいずれか、またはその両方である。 
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たとえば、アメリカでは、2004 年から米国雇用創出法の下でバイオ燃料生産者に対して燃料エタノール及びバイ

オディーゼルのブレンドに関する容量エタノール物品税控除（Volumetric Excise Tax Credits）が与えられた（US 
Congress, 2004）。EU においては、エネルギー税指令（the Energy Taxation Directive）によって、バイオ燃料に対す

るエネルギー課税の免除または引き下げが認められた（Directive 2003/96/EC）。現在、フィンランドとオランダを

除くすべての EU 加盟国が、何かしらの税額控除または減税を行っており、そのほとんどが最終消費を対象として

いる（European Commission（2011）などを参照）。バイオ燃料を対象とした税額の部分控除または全控除は、過去

の EU におけるバイオ燃料の推進において重要な役割を果たしたことが分かっている（Wiesenthal et al., 2009）。バ

イオ燃料に対する税額控除は化石燃料税率を超えてはいけないため、この手段は、化石燃料税率が高く、化石燃料

よりも大きいバイオ燃料の生産コストを補うことが出来るこれらの EU 加盟国において最も有効であることが分か

った（Wiesenthal et al., 2009）。 
 
ドイツ及びイギリスの経験は、物品税控除によって、特にバイオ燃料市場発達の初期段階におけるバイオ燃料への

投資を刺激することが出来ることを実証している（Bomb et al., 2007）。しかし、ドイツに見られるように、優遇税

制措置の廃止によって意図しない影響が生じる場合もある。2006 年 8 月以前のドイツでは、バイオディーゼル（純

粋植物油含む）は物品税を控除されており、同産業は非常に成長しており、2005 年には 520,000 メートルトンのバ

イオディーゼルが販売されていた（Hogan, 2007）。2006 年までに、ドイツは世界最大のバイオディーゼルの生産

国であり、消費者であった（REN21, 2007; Eurostat, 2010）。しかし、同年、ドイツ政府は徐々にバイオディーゼル

の税額控除を撤廃していき、2007 年時点ではバイオ燃料義務を導入していた。これによって、バイオディーゼル

（特に純粋植物油）の消費が急激に落ち込んだ。2009 年後半までに、ドイツにおけるバイオディーゼルの売り上

げは、推定 200,000 トンにまで減少した（Hogan, 2009）。この政策の移行により国内燃料消費におけるバイオ燃料

の割合は 2007 年の 7.2%から 2009 年の 5.9%まで下がったと推定される（BMU, 2009）。 
 
その他のヨーロッパ諸国及び G8+5 諸国の中にもいくつか、バイオ燃料に対する優遇税制措置の利用から混合義務

に徐々に移行し始めた国がある（FAO/GBEP, 2007）。この移行の要因となっているのは、義務の潜在的な利点及

び課税政策の利用に伴う不利益である（11.5.3.1 節を参照）。 
 
財政上のインセンティブ及び公的ファイナンス（以下を参照）も、バイオ燃料生産施設に対する民間部門の投資を

刺激する上で有用である。同時に、注意深く設計し、化石燃料及びバイオ燃料生産コストの発達に合わせて定期的

に調整された財政上のインセンティブは、過剰補償を避けつつ市場を刺激出来る可能性が比較的高い。 
 
アメリカなどで行われた、既存の税額控除と組み合わせた完全な義務の導入は、エタノールに代わってガソリンの

消費が増加するなど、好ましくない影響を及ぼす可能性がある点に注意する必要がある。義務の下では、ブレンド

業者のエタノール投入物価格及びエタノール生産の水準は下がらない可能性が高いが、ブレンド業者は、燃料の小

売価格を下げて、市場シェアを獲得し、ブレンド燃料の消費者が払うインプリシット価格を減らすことで利益を増

やすことが可能である（de Gorter and Just, 2010）。これによって、完全な義務の下でエタノール消費が横ばい状態

であっても、燃料総消費量は増加する可能性がある（de Gorter and Just, 2010）。石油価格及びバイオ燃料生産にお

ける市場の発達に合わせて自動的に調整される税構造は、部分的な解決策となる可能性がある。いわゆる価格カラ

ーは、再生可能エネルギー燃料の価格の上限及び下限を定め、競合となる石油系燃料の市場価格変動性の影響に対

応し、供給者と消費者両方に対する保証となる。 
 
11.5.6.2 公的ファイナンス 
 
中国（IISD, 2008）、インドネシア（Dillon et al., 2008）などの多くの国が、公的ファイナンスを通してバイオ燃料

を直接的に支援している。直接的な財政的支援は、定量的な結果を容易に得やすいという利点があるが、その成果

は、個別のプロジェクトに限定されがちである。これらの支援は、一般的に政府予算から直接支払われる

（FAO/GBEP, 2007）。 
 
電力部門と同様、公共調達は、市場の成長を促すオプションの 1 つである。たとえば、タイ政府は、全車両、全航

空機、全船舶の燃料にガソール（ガソリンに最大 20%のエタノールを混合したもの）を使用することを求めている

（Milbrandt and Overend, 2008）。 
 
11.5.6.3 規制 
 
再生可能燃料義務及び目標 
 
再生可能燃料義務は、最も近代的なバイオ燃料産業の開発及び成長を促す主な動因である。この義務は、少なくと

も 41 州/地方及び 24 か国において国家レベルで制定されている（REN21, 2010）。ロシアは、運輸バイオ燃料目標

を持たない唯一の G8+5 国である（FAO/GBEP, 2007; REN21, 2010）。ブラジルは、1970 年代に初めてガソリンと

エタノールのブレンドを義務化したが、ほとんどの国はブレンド再生可能燃料に対して自発的目標しか持っていな
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かった。しかし、法的メカニズムで制度化出来る強制的な混合義務の活用は、特に EU 及びアメリカで増加してき

ており、その効果も高まっている（Canadian Food Grains Bank, 2008）。 
 
自発的目標は効果を発揮する可能性はあるものの、法的な拘束力を持つ義務としての効果はないため、自発と強制

の違いは決定的である。当初の EU のバイオ燃料戦略（2003/30 指令における）は、すべての加盟国に対し指標と

なる目標を発表していたものの、強制的なものではなかった。自発的目標はほとんどの EU の国において有効では

なく、2005 年の目標を満たしたのはわずか 3 か国（ドイツ、オーストリア、及びスウェーデン）であった（FAO/GBEP, 
2007）。現在の EU の燃料品質指令（Fuel Quality Directive（FQD））の下では、すべての加盟国が、2020 年までに

運輸部門における最終エネルギー需要に占める再生可能エネルギーの割合を 10%以上にすることを求められてい

る（European Commission, 2009a）。欧州連合の各加盟国は、エタノール及びバイオディーゼルに関して独自の混合

義務を持っており、そのほとんどが、義務を達成する方法について柔軟性を認めている（Flach et al., 2009）。一般

的に、混合義務は、政府の財政支援を必要とせず、理想的なマーケット・シグナルを与えることが出来る。 
 
EU における最近のバイオ燃料政策の発展が示すように、輸送燃料消費におけるバイオ燃料の割合が高い国は、義

務（罰則を含む）と財政上のインセンティブ（主要な税控除）を組み合わせた複合的なシステムを持っている。し

かし、一般的にこれらの義務が暗示する価格は公にされない（電力部門などとは対照的）ため、バイオ燃料義務の

下で支援の水準を評価することは難しい（Held et al., 2010）。 
 
一般的に義務は、バイオ燃料の推進における効果的な手段であることは分かっているが、燃料供給者が低コストの

バイオ燃料をブレンドしがちなため、それは特定のバイオ燃料の種類を推進する際にはあまり適切でない

（Wiesenthal et al. 2009）。ヨーロッパの背景においては、このことが（安価な）国際（原材料）輸入（Lamers et al., 
2011）へのより良いアクセスを享受出来る港湾内または戦略的内陸水路に沿った大規模な生産センターの構築を招

き、小規模分散型の地域バイオ燃料生産施設が無くなっていった（Pimentel et al., 2009）。さらに、世界の食物安

全保障への悪影響（Searchinger et al., 2008; Creutzig and Kammen, 2009; Hertel et al., 2010; Lapola et al., 2010）、市場

に起因する森林伐採、温室効果ガス排出量削減における効果の欠如などの土地利用による間接的効果、そして水質

に対する悪影響（Vitousek et al., 1997）の点で義務は批判されてきた（2.5.3 節）。 
 
そのような影響は、追加的な基準を義務化することで、緩和または回避することが出来る。たとえば、アメリカの

再生可能燃料基準 2 は、様々なバイオ燃料に関して、温室効果ガス排出量の最大閾値を規定している（USEPA, 
2010b）。EU の FQD 及び RED は、バイオ燃料に関する温室効果ガス節減の最低要件を設定し、持続可能性基準を

まとめている（2.5.7.1 節）。すべての政策は、特定のライフサイクル計算方法、前提、及び初期値も定義している。

それは、第 2 章で解説したように、間接的土地利用変化を考慮した場合は特に、バイオ燃料の温室効果ガス排出量

推定値はばらつきが大きいためである（Plevin et al., 2010）。 
 
バイオ燃料生産や混合義務（エネルギーまたは含有率）は、急速に増加している国内バイオ燃料生産及び消費にお

いて効果的であることが分かっている（Wiesenthal et al., 2009; European Commission, 2011）。それらは、有効性及

び制度的実行可能性に関して評価された最も重要な政策オプションである。しかし、性質上、より幅広い分配の公

平性を実現するために、それらは注意深く設計し、さらに要件を追加する必要がある。これは、温室効果ガス排出

量削減（2.5.4 節）や土地利用（2.5.3 節及び 2.5.7 節）などの持続可能性基準という点で、特にバイオ燃料に当ては

まる。 
 
電力及び冷暖房部門と同様に、政府は政策オプションを組み合わせて制定することが一般的である。上述の通り、

ブラジルは、長年にわたって義務と助成金を同時に施行してきた代表例である。アメリカは、税額控除及びその他

の政策と共に義務を導入している。もう 1 つの例はタイで、政府が物品税控除及び燃料価格インセンティブを通し

て様々なエタノール・ブレンドに対してインセンティブを与え、配給用インフラの建設、ヤシ作物を育てる農家へ

の軟化借款の提供、及びジャトロファ属などの新しい作物の研究開発支援が行われている（Johansson et al., 2004; 
Milbrandt and Overend, 2008; Nilkuha, 2009）。 
 

11.5.7 総合 
 
11.5.7.1 再生可能エネルギー政策の評価 
 
再生可能エネルギーの推進に特化して制定された政策メカニズムは多岐にわたり、すべての電力部門に応用可能で

ある。それには、税控除、助成金、リベートなどの財政上のインセンティブ、保証、融資などの政府のファイナン

ス政策、クォータ制のような量主導型政策、電力の固定価格買取制度などの価格政策、暖房及びバイオ燃料の混合

要件の義務などの規制が含まれる。政策は、地方、州、国家、及び国際機関によって制定される。 
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表 11.3: 再生可能エネルギー普及の障壁及びそれに対応する政策 
 
障壁の種類 潜在的な政策手段 
市場の失敗及び経済的障壁 
（1.4.2.1 節） 
・コストの障壁 
・財政上のリスク 
・政府による財政支援の割り当て 
・貿易の障壁 

再生可能エネルギーの研究開発に対する公的支援。財政

上のインセンティブ、公的ファイナンス、規制メカニズ

ムなどの民間投資を支援する普及政策（固定価格買取制

度、クォータ制、利用基準など） 

情報及び意識の障壁 
（1.4.2.2 節） 
・天然資源に関するデータの不足 
・熟練した人材（能力） 
・公共の意識及び社会事業の意識 

資源評価、エネルギー基準、エコ表示、公共調達、情報

キャンペーン、教育、訓練、及び能力開発。 

制度及び政策の障壁 
（1.4.2.3 節） 
・既存のインフラ及びエネルギー市場の規制 
・知的財産権 
・産業構造 

イノベーション促進の環境。ネットワーク及び市場への

アクセス、及びインフラへの投資を可能にする経済的規

制。技術規制の改定。技術移転の国際的支援（気候変動

枠組条約に基づくものなど）。小規模金融。技術研修。

政策に関係する問題 
（1.4.3 節） 
・社会的受容 

情報キャンペーン。コミュニティー・プロジェクト。公

共調達。政治上の（国家と地方の）政策協調。土地利用

計画のプロセスの改善。 
 
再生可能エネルギーの研究開発及び普及政策は、再生可能エネルギーの技術開発及び普及を妨げる様々な障壁を取

り除く支援をすることで、再生可能エネルギーの割合の増加を促進してきた。表 11.3 では、第 1 章で触れた様々

な再生可能エネルギーの障壁への取り組みのための潜在的な政策オプションをいくつか挙げている。 
 
経験から、公的な研究開発投資は、その他の政策手段（特に新しい再生可能エネルギー技術の需要の強化と着実に

成長する市場の創出を同時に行う再生可能エネルギー普及政策）によって補完された場合に最も大きな効果を発揮

することが分かっている。さらに、研究開発及び普及政策は、正のフィードバック・サイクルを生み出し、研究開

発への民間部門投資を促す。特定の技術開発の初期段階において普及政策を制定することで、民間の研究開発を促

進し、学習を加速することが出来る。それによって、日本の太陽光発電及びデンマークの風力に見られるように、

コストがさらに下がり、技術を利用する更なるインセンティブを生む。 
 
急速に再生可能エネルギーの普及を拡大し、政府/社会が特定の目標を達成出来るようにするためには、一部の政

策要素が他よりも効果的かつ効率的であることが示されている。制度的実行可能性及び公平性も重要であるが、こ

れらの基準はまだ十分には分析されていない。上述の節をまとめると、これらの基準を満たす可能性が最も高まる

政策の主要な要素は以下の通りである。 
 

・ 投資家が、リスクに見合ったリターンで投資を回収出来るようにコストをカバーする固定価格買取制度な

どの助成金による適切な価格 
・ ネットワーク及び市場へのアクセスの保証、もしくは最低でも保証された明確に定義されたアクセスの除

外規定 
・ リスクを緩和することによりファイナンス・コストを下げる長期契約 

 
注: これら 3つの項目はすべて、主なリスクを緩和し、より多くの民間投資を促進する上で重要である。リスクの緩和によって、ファ

イナンスへのアクセスの改善及びファイナンスのコストの低減（予想される収益率が低いため（Haas et al., 2011））を助けることが

でき、それによってプロジェクト・コストと同様に消費者が支払う、供給されたエネルギーの最終コストも下げることが出来る。 

 
・ 技術及び用途の多様性を織り込んだ規定。再生可能エネルギー技術の成熟度及び特徴は様々であり、それ

に伴う障壁も大きく異なっていることが多い。気候変動を緩和するためには、複数の再生可能エネルギー

源及び技術が必要となる可能性があり、現在は他のものより成熟度が低かったり、コストが高かったりす

る技術も、将来的にエネルギー需要の充足及び温室効果ガス排出量削減において重要な役割を果たす可能

性がある。 
・ デンマークの風力向けの逓減助成金（Box 11.12 を参照）、ドイツの逓減タリフ制（Box 11.6 を参照）など、

技術や市場が進歩するにつれて時間とともに減少すると予想されるインセンティブ。 
・ 透明性が高く、容易にアクセス出来るため、関係者が政策及びその機能に加え市場への参入やコンプライ

アンスに必要となるものを理解出来る政策。中長期的政策目標のような透明性も含まれる。 
・ 1）供給側（伝統的生産者、技術またはエネルギー供給の販売業者（電力、熱、燃料の別なく））及び 2）

需要側（事業、家庭など）両方における参入のポテンシャルを可能な限り広くすることを意味する包括性。
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これは分散型再生可能エネルギーとともに「自発的に発生」し、より多くの資本の投資を促してより幅広

い再生可能エネルギー向け公的支援の構築を助け（デンマーク及びドイツのように）、競争を強化する、

より広範な参入を可能にする。 
・ 優遇された免除グループ、たとえば競争的地盤での主要な利用者や低収入及び脆弱な消費者への、公平性

と分配面における配慮。 
 
また、全ての政策に合う雛型的政策は存在せず、政策立案者は経験から学び、必要に応じてプログラムを調整する

能力を発揮することが有効な事を認識することも重要である。政策は、地方の政治的、経済的、社会的、生態的、

文化的、そして財政上の需要及び条件に加え、技術の成熟度、手の届く資本の利用可能性、地方及び国家の再生可

能エネルギー資源材料などの要因に対応する必要がある。さらに、中国の経験ではっきりとわかるように、再生可

能エネルギーの様々な障壁を克服するためには一般的に政策の組み合わせが必要となる（Box 11.11 を参照）。本

節及び以下の節のケース・スタディで示すように、再生可能エネルギーを発達させるために 1 つ以上の政策（固定

価格買取制度、低金利融資、助成金、クォータ制と組み合わせた税控除など）が利用されてきた。 
 
最後に、適切な普及率及び低コスト用途の進化を可能にするために投資のリスクを十分に緩和する上で、透明性が

高く、持続的かつ一貫したシグナル（特定の政策の予測可能性から炭素及びその他の外部性の価格設定、再生可能

エネルギーの長期目標まで）が重要であることが分かっている。 
 
 
Box 11.11: 中国からの教訓: エネルギー・アクセス及び大規模再生可能エネルギーへの混合政策アプローチ 
 
中国では、エネルギー需要の増加への対応、エネルギー構造の改善、環境汚染の軽減、経済成長への刺激、及び雇

用の創出のために再生可能エネルギーへの依存度が上昇してきている（Zhang et al., 2009）。中国は、2009 年におい

て他の国と比較して最も大きい風力容量を導入した国であり、同年末までに再生可能エネルギー発電容量において

世界第 1 位となり、非水力再生可能エネルギー容量において第 3 位となった（REN21, 2010）。中国は、これまでの

ところ太陽熱温水システムの世界最大の市場であり、2009 年にはエタノールの生産量で第 3 位になっている

（REN21, 2010）。さらに、技術の普及とともに産業の発展を促す政策が実施されたこともあり、風力、太陽光発電、

及び太陽熱収集器の強い国内製造業が登場した（Han et al., 2010; Liu et al., 2010; Q. Wang, 2010）。 
 
中国政府は、ここ数十年、地方のエネルギー・アクセスと大規模系統連系プロジェクトの両方において、再生可能

エネルギー開発に大変な関心を示してきた。中国は、農村への電力の供給を最大の目的として、1970 年代前半に

風力の開発を始めた（Changliang and Zhanfeng, 2009）。系統連系風力は、1980 年代に小規模な実証プロジェクトか

ら始められ、2003 年までに主要な電力供給源の 1 つとなった。2003 年には、風力発電特許権プログラム（Wind Farm 
Concession Program）が立ち上げられ、より大規模な風力発電プラントを開発するために入札手続きが利用された

（Q. Wang, 2010）。太陽熱温水器は、1970 年代から利用されており（Han et al., 2010）、バイオガス消化槽は 1980
年代から推進されている（Peidong et al., 2009）。 
 
｢送電到郷｣プロジェクト（Township Electrification Programme）の下、9 つの西部の地区において、1,000 以上の村落

がわずか 20 か月の間に電化され、約 100 万人の農村の中国人に電力が提供された（NREL, 2004）。中国の農村の電

化の取り組みにおける成功で最も重要であったのは、地方及び国家の意思決定者の教育、訓練と能力開発、技術と

実施基準、及び回転クレジットへのコミュニティーのアクセスである（Wallace et al., 1998; NREL, 2004; Ku et al., 
2005）。 
 
系統連系再生可能エネルギーに関しては、中国国家の再生可能エネルギー法（Renewable Energy Law）が 2006 年に

施行され、再生可能エネルギーを支援し、義務的系統連系基準、再生可能エネルギー計画、推進のための財政支援

などのいくつかの支援政策を制度化するための国家的枠組みが作られた（Zhang et al., 2009）。この法律に続いて、

風力、太陽熱、及びバイオマス供給源の開発を支援するため、多くの具体的な規制及び措置が施行された。たとえ

ば、2007 年に発表された中長期的再生可能エネルギー促進計画（Medium and Long-term Renewable Energy 
Development Plan）では、再生可能エネルギーに固有の目標も設定しつつ、再生可能エネルギーがエネルギー消費

全体に示す割合を 2010 年までに 10%、2020 年までに 15%にするという国家目標（後者の 15%という目標は、すべ

ての非化石エネルギー源をカバーするために変更された）が設定された（Q. Wang, 2010）。2008 年に再生可能エネ

ルギー発展第 11 次５ヵ年計画（11th Five Year Plan for Renewable Energy）で指定された、2020 年までに 30GW とい

う風力発電の目標は、予定よりも十年早く達成された（B. Wang, 2010）。 
 
再生可能エネルギー法（Renewable Energy Law）及びその施行規則案の下、再生可能エネルギー電力の継続的な成

長を支援するために様々な促進政策が実施された（Yu et al., 2009; Liao et al., 2010; Wang et al., 2010; Zhao et al., 2011
など）。固定価格買取制度が風力及びバイオマス発電プラント向けに立ち上げられた。中国の 7 つの計画段階にあ

る大規模洋上風力基盤のための風力タービン購入を目的として、洋上風力発電プラントには入札手続きが利用され

ており、太陽熱発電プラント向けの利用も増えている。系統連系（及びオフグリッド）太陽光発電システムも、助

成金による補助を受けている。これらのプログラムの多くに対する財政的支援には、国家電力料金及び結果として
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得られる再生可能エネルギー資金が結果として利用されており、プロジェクトの収益性の向上には京都議定書のク

リーン開発メカニズム（CDM）も影響している（Lewis, 2010）。 
 
これらの政策及び国家再生可能エネルギー目標に加え、同国最大の電力会社は、その容量全体にしめる再生可能エ

ネルギー容量の割合を 2010 年までに 3%、2020 年までに少なくとも 8%まで増加させることを求められている。中

国は、政策目標を達成するためのメカニズムの多様性を活用している国の明確な 1 例である。 
 
中国は、再生可能エネルギー政策と措置の開発及び改正によって、課題が生じるごとにそれに対応し続けている。

その政策及び措置には、技術力の強化、研究開発の発展を支援する機関及び国家再生可能エネルギー研究機関の設

立、新しい再生可能エネルギー容量を効果的に稼働出来るようにするための送電の拡大、需要を刺激し、海外市場

への過度な依存を避けるための国内市場の創出、開発を統合し、正式に産業と政策立案プロセスを結び付ける国家

レベルの再生可能エネルギー産業組織の設立などがある（Martinot and Junfeng, 2007; REN21, 2009a）。一貫して長期

的に多くの政策の組み合わせで様々な再生可能エネルギー技術及び用途に取り組むことで、中国は、再生可能エネ

ルギーを大規模なエネルギー・キャリアとして確立することができた。これは、再生可能エネルギー技術の開発及

び製造におけるさらなる成長の見通しで明るい要素の 1 つと言える。 
 
 
11.5.7.2 マクロ経済的影響及び費用対効果分析 
 
供給プッシュ（つまり研究開発）型再生可能エネルギー利用促進への支払金は公共予算（多国間、国、地方）、つ

まりは納税者からの出費となる傾向にあり、一方、需要プッシュ型（つまり普及）政策のコストは大抵、エネルギ

ーの最終消費者が負担する。たとえば、財政上のインセンティブが電力に対して与えられた場合、このインセンテ

ィブの新たなコストは消費者が負担するが、免除または再割り当てにより、産業顧客または社会的に立場の弱い顧

客に対するコストは必要に応じて、または公平性、その他の理由で削減出来る（Jacobsson et al., 2009）。 
 
目的がこの先数十年にわたってエネルギー部門を変革することである場合、短期的にではなく、この期間全体での

コストを最小限に抑えることが重要であり、この計算に社会に対するコスト及び便益をすべて含めることも重要で

ある。さらに、上述のように、普及政策を取るか研究開発政策を取るか、そしてその政策の調整のタイミング、強

さ、及び水準も、この計算に影響するだろう。 
 
再生可能エネルギーに伴うコスト及び便益の統合分析の実行は、正味の影響を見極めるにはとても多くの要素が含

まれるため、非常に骨の折れる作業である。少なくとも部分的には（外部コストの概念が環境面において行ってい

るように）コストと便益のバランスを保とうとする概念は、実質的な限界に直面しており、大きな不確実性が突き

つけられている（10.6 節を参照）。Breitschopf et al.（2010, ドイツ環境省の翻訳によるドイツ語のみ（BMU（2010）））
は、影響は 3 つのカテゴリーに収まると結論付けている。そのカテゴリーとは、システムの直接及び間接コストと

再生可能エネルギー拡大の便益、分配効果（どの経済関係者または集団が再生可能エネルギー支援から便益または

負担を受けるか）、そして国内総生産または雇用に対する影響などのマクロ経済的側面である。たとえば、潜在的

な経済成長及び雇用創出は再生可能エネルギー政策における主な動因であるが（11.3.4 節を参照）、再生可能エネ

ルギー支援の追加的なコストが経済に対する分配及び予算効果を生むため、正味の効果の測定は複雑かつ不確実で

ある。 
 
この複雑性のために、国または地域の経済に関してこの方法で経済的影響を検討している研究は少ない。Ragwitz et 
al.（2009）は、2 つの起こり得るシナリオに関して好ましい影響及び好ましくない影響を計算し、EU におけるこ

れらの影響を分析した。そのシナリオは、2020 年までに最終エネルギー消費における再生可能エネルギーの割合

が 14%になる平常運転のシナリオと、2020 年までに EU の 20%の目標を達成する「促進普及政策」シナリオであ

る。彼らは再生可能エネルギー支援政策は、国内総生産（GDP）及び雇用に対してわずかにプラスの影響があり、

その便益は再生エネルギーの割合が高いほど大きくなることを発見した。Houser et al.（2010）は、エネルギー安全

保障、環境的影響、及び雇用への影響の基準から、アメリカにおける米国発電法案（Proposed American Power Act）
の潜在的な影響を分析した。GDP のマクロ経済的観点では概して中立であったこれらの観点すべてにおいて全体

として好ましい結果となったが、これらの研究は、特定の地理的地域に焦点を当てており、その所見は地域ごとに、

また条件の変化によって異なる可能性があることには注意しなければならない。このような研究のほとんどは、1
つの経済部門に対する再生可能エネルギー政策の正味の影響に重点を置いている。たとえば、Lehr et al.（2008）は、

ドイツ及び正味の雇用に焦点を当てており、同様に好ましい経済的影響も見つけている。 
 
これらのマクロ経済的研究は、社会全体にわたる分配の影響の理解を得る上で重要である。補助金のコストは経済

全体に広く分散されることが多いが、経済的便益はより集中しがちである（IPCC, 2007）。そのため、支援メカニ

ズムは、社会におけるある集団から別の集団へ経済的な豊かさを移行させる可能性がある。そのような影響は、有

効性、効率、及び公平性の懸念に同時的に直面するか、これらの懸念の間における葛藤を生じさせる可能性がある。
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たとえば、エネルギー・アクセスの提供は一般的に公平性を高めると期待されている（Casillas and Kammen, 2010）
（有効性、効率、及び公平性の詳細については 11.5.1 節を参照）。 
 
再生可能エネルギー政策のコストを、同額を使用する政府の代替案と比較した場合、または個人による先行支出に

関して評価した場合（Frondel et al., 2010）、もしくは社会の様々な部分に対する政策の影響に関して評価した場合

（Bergek and Jacobsson, 2010）、分配の影響はより不明瞭となる。政策のコストが消費者すべてに分散する場合、

貧困層の人々は、影響を緩和する政策が施行されていない限り、他人よりも収入の比較的高い割合を再生可能エネ

ルギーの支援に支払うことになる（Boardman, 2009）。 
 
11.5.7.3 再生可能エネルギーと気候政策の相互作用及び潜在的な意図しない結果 
 
再生可能エネルギー普及の外部性及び市場の失敗が、それぞれ「理想的な」最良の手段（たとえば気候外部性に対

する炭素価格、イノベーションの波及のための研究開発及び普及補助金、好ましくない投資リスクを軽減するため

の財政的手段など）によって解消された場合、結果として、低炭素技術が経済的に最適な形で普及するだろう。し

かし、実際には、再生可能エネルギー普及の動因と論拠（11.3 節）、及び権力範囲が（地方、国家、国際レベルの

間で）重複するため、政策間で激しい相互作用が発生し、意図しない結果につながる可能性がある。11.4 節で部分

的に触れた政策開発の障壁（情報及び政策の制約など（Bennear and Stavins, 2007））が存在するため、政策立案者

は、「理想的な」方法における市場の失敗に取り組む政策を実施しないことが多い。政策間の相互作用及び複数の

政策の累積効果を明確に理解することが、直観に反するまたは意図しない結果に対応する上で重要である。本節は、

炭素価格設定などの気候変動政策と再生可能エネルギー政策の相互作用について扱っている。再生可能エネルギー

政策と気候変動政策の範囲を超えた非再生可能エネルギー政策（農業政策など）の相互作用については、11.6.2 節

で扱っている。 
 
初めに、効果的及び効率的にするためには、炭素価格設定と再生可能エネルギーに特化した政策の両方を長期間に

わたって適用しなければならない。そのため、動的なインセンティブ効果を注意深く考慮する必要がある（特に化

石燃料資源の供給に関しては）。世界規模で包括的に適用されない場合、炭素価格設定と再生可能エネルギー政策

の両方が「炭素漏損（リーケージ）」のリスクを生む。1 つの管轄区域または部門における再生可能エネルギー政

策は、その管轄区域または部門における化石燃料エネルギーの需要を縮小させる。他の条件が等しければ、それに

よって世界規模で化石燃料価格が低下するため、他の管轄区域または部門における化石エネルギー需要が押し上げ

られる。同様に、1 つの管轄区域における気候変動政策は、その管轄区域における排出の相対的コストを上昇させ、

それによって企業が炭素価格または規制を受けたプラントから気候変動政策がそれほど厳しくない国のプラント

に生産を移転させるインセンティブが生まれる（Ritz, 2009）。そのため、排出量削減に対する炭素価格設定及び再

生可能エネルギー政策の影響は、滞在的に小さくなるか、全く無くなる可能性すらある。炭素キャップ・アンド・

トレード制度（京都議定書のクリーン開発メカニズム、共同実施など）におけるオフセット規定の範囲も、企業に

国内排出量削減に対する代替案を与えることで政策が適用された国における再生可能エネルギー技術普及のイン

センティブを縮小させ、再生可能エネルギーの目的に影響する可能性がある（del Río González et al., 2005）。 
 
世界規模で実施されたとしても、次善の炭素価格及び再生可能エネルギー政策は、炭素排出量を増やしてしまう可

能性がある（Sinn, 2008; Gerlagh, 2010; Grafton et al., 2010; Van der Ploeg and Withagen, 2010）。たとえば、再生可能

エネルギー政策によって再生可能エネルギーが市場において化石燃料技術と競争を始めてすぐに、化石燃料価格が

下がって、再生可能エネルギーの普及が抑制され、化石燃料の競争力が回復するという潜在的な危険性がある。化

石燃料資源の所有者が長期的により強力な再生可能エネルギー普及支援政策を恐れている場合、再生可能エネルギ

ー支援が穏やかな限り、その所有者は資源抽出を増加させる可能性がある。同様に、将来の炭素価格の上昇見通し

は、油田やガス井の所有者が炭素税の低い内に資源をより早く抽出する動機づけとなり、気候及び再生可能エネル

ギー技術の普及の両方についての、政策立案者の目標を弱体化させる。このような「グリーン・パラドックス」の

状況はかなり特異的であり、炭素価格設定は低い水準から始め、急速に上昇させる必要がある（Sinn, 2008; Hoel, 
2010; Edenhofer and Kalkuhl, 2011）。同時に補助金つきの再生可能エネルギーは化石燃料を基盤とする技術よりも、

価格が高いままでなければならない（Van der Ploeg and Withagen, 2010）。炭素価格と再生可能エネルギーの補助金

が最初から高水準で開始する場合、このようなグリーン・パラドックスは起こる可能性は低い。さらに、排出量取

引制度及びグリーン・クォータ制（green quota）のような量的手段は、（世界規模で適用された場合）グリーン・

パラドックスのリスクも解消する。 
 
2 つ目に、同時に施行された炭素価格設定及び再生可能エネルギー政策は、エネルギー技術普及のインセンティブ

に複雑な変化をもたらす（de Miera et al., 2008; de Jonghe et al., 2009; Fischer and Preonas, 2010）。再生可能エネルギ

ーの補助金を伴う炭素税のような、固定の炭素価格を設定する混合政策の累積的な影響は、大部分は付加的である。

言い換えると、再生可能エネルギーの補助金を伴う炭素税の増額は、排出量を抑え、再生可能エネルギーの展開を

促進する。 
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しかし、排出量取引や再生可能エネルギーのクォータ制のような内因性価格政策を組み合わせたエネルギーシステ

ムへの影響は、一般的にそれほど直接的ではない。これは、幾つかのフィードバック・メカニズムは、化石及び低

炭素技術において結果として生じる価格のシグナルに対して影響するためである。排出量取引制度にさらに再生可

能エネルギー政策を追加すると、通常、炭素価格を低下させ（Amundsen and Mortensen, 2001; Fankhauser et al., 2010）、
次に、炭素強度（石炭エネルギーなど）の技術を、天然ガス、原子力やエネルギー効率改善などの他の非再生可能

エネルギー減少オプションと比較してより魅力的なものにする（Blyth et al., 2009; B.hringer and Rosendahl, 2010; 
Fischer and Preonas, 2010）。この場合、排出量全体は上限までに固定されたままだが、再生可能エネルギー技術が、

他のエネルギー技術よりも規模の大きな特定の外部性及び市場障壁に遭遇している場合にのみ、再生可能エネルギ

ー政策は法的順守のコストを減少させ、社会福祉を改善する。これが当てはまらない場合、気候政策面単独では再

生可能エネルギーを支援することを経済的に正当化出来ない。 
 
しかし、もし再生可能エネルギーに固有の市場の失敗を対象とした、上手く設計された再生可能エネルギー普及政

策（固定価格買取制度、財政上のインセンティブ、及びその他の政策の別を問わず）の貢献を見越して排出量キャ

ップが選択された場合、再生可能エネルギー支援は、これらの市場の失敗を解消する上で役割を果たす可能性があ

る（Fischer and Preonas, 2010）。さらに、クォータ制などの量的手段は、他の手段が非常に厳しい場合、拘束力を

持たなくなる可能性がある（価格がゼロになることを暗に意味する）。たとえば、もし強力な再生可能エネルギー

政策（高い再生可能エネルギークォータ制または補助金に関して）が施行されている場合、排出量取引制度内にお

ける二酸化炭素許容価格はゼロまで低下する可能性がある。同様に、炭素価格が意欲的な排出量キャップまたは高

い炭素税のために非常に高くなっている場合、取引可能な再生可能エネルギー証書の価格もゼロまで低下する可能

性がある（Unger and Ahlgren, 2005; de Jonghe et al., 2009）。 
 
最後に、再生可能エネルギー政策単独（つまり炭素価格は含まない）では、非再生可能エネルギーの低炭素技術及

びエネルギー効率の改善を含む利用可能な最小コストの緩和オプションを全て利用するのに十分なインセンティ

ブを提供しないため、必ずしも炭素排出量を削減する効率的な手法とはならない（Fischer and Newell, 2008）。政

策立案者の目標が炭素排出量の効率的な削減である場合、適切な炭素価格設定スキームの実施は依然として重要と

なる（Stern 2007, p. xviii, Ch. 14; IPCC 2007, p. 19）。 
 
結論としては、再生可能エネルギー政策で再生可能エネルギー固有の市場の失敗に対応し、炭素価格設定政策が気

候の外部性に対応する場合、炭素価格設定と再生可能エネルギー政策の併用が、気候変動緩和目標の達成において

最も効率的である。炭素価格設定は、炭素排出量を削減する上で最も重要な政策であると予想する人は多い。特に

炭素価格設定政策がない場合において、上手く設計されていない再生可能エネルギー政策は、緩和コストを上昇さ

せ、極端な場合には炭素排出量を逆に増加させてしまう可能性がある。同時に、注意深く設計された場合、再生可

能エネルギー政策は、炭素価格設定を効果的に補完して、関連する市場の失敗を取り除き、緩和コストを低下させ

る可能性がある。 
 

11.6 促進的環境と地域問題 
 
再生可能エネルギーに特化した政策の「促進的」な環境は、表 11.4 で示す分野横断的な領域から成る。促進的環

境は、組織、インフラ（ネットワークなど）、政治的成果（国際協定/協調、気候変動戦略など）などの様々な要

因及び様々な関係者または参加者（金融業界、経済界、市民社会、政府など）を含んでおり、それぞれが様々な構

造で相互作用しながら再生可能エネルギーに特化した政策の成功に影響している。たとえば、これらの要因は、あ

る国においてどのように変化が発生し得るか、再生可能エネルギーの投資にどれほどリスクがあるか、経済的規制

がどのように再生可能エネルギーの普及を促進するか（しないか）、及びコミュニティーがどのように再生可能エ

ネルギーに反応するかに影響する可能性がある。これらの様々な構造は、国とその開発の状態及び地方の需要と条

件によって、再生可能エネルギー普及における様々な課題が生じる。本節は、政府の活動を強化し、それを超える

可能性がある再生可能エネルギーのガバナンスに対する個別の要因及び参加者の潜在的な寄与に焦点を当てる。 
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表 11.4: 再生可能エネルギーの管理体制を成功させる要因及び参加者 
 
促進的環境の特

徴→ 
 

再生可能エネル

ギー政策を成功

させる要因及び

関係者↓  

11.6.2 節 
 

統合政策（国の

政策、超国家的

政策） 

11.6.3 節 
 

金融と投資リス

クの削減 

11.6.4 節 
 

地方における計

画及び許可 

11.6.5 節 
 

再生可能エネル

ギー技術のイン

フラ、ネットワ

ークと市場の提

供 

11.6.6 節 
 

技術移転と人材

育成 

11.6.7 節 
 

政府の域を超え

る関係者からの

学習 

制度 設計段階で再生

可能エネルギー

政策を他の政策

と統合させるこ

とにより、政府

の政策同士の不

一致の可能性を

減少させる。 

融資を行う制度

及び機関の開発

により、国同士

の 協 力 を 促 進

し、軟化借款又

は国際的な炭素

フ ァ イ ナ ン ス

（クリーン開発

メ カ ニ ズ ム

（CDM））を提

供出来る。 
 
長期公約はリス

クに対する認知

を低減する。 

計画及び許可プ

ロセスにより、

地方において、

再生可能エネル

ギー政策が非再

生可能エネルギ

ー政策と統合出

来 る よ う に な

る。 

政策立案者及び

事業監査人は、

安全基準や利用

規則などのネッ

トワークや市場

に対するインセ

ンティブ及び規

則を制定するこ

とが出来る。 

再生可能エネル

ギー技術の信頼

性は証書により

保証される。 
 
制度協定は技術

移転を可能にす

る。 

他の関係者から

自由に学ぶこと

により政策の設

計を補完でき、

現在の社会状況

において機能す

ることにより政

策の効果を高め

る こ と が 出 来

る。 

市民社会（個人、

世帯、非政府組

織、共同体など） 

市町村または都

市は地方におけ

る国の政策の統

合についての決

定 的 役 割 を 担

う。 

コミュニティ投

資は投資リスク

を共有し、削減

出来る。 
 
投資及びプロジ

ェクト開発にお

ける官民パート

ナーシップは政

策手段に関する

リスクの低減に

貢献する。 
 
適切な国際制度

により、資金の

公平な分配が可

能。 

地方の計画及び

許可プロセスへ

の市民社会の参

加により、多く

の社会的に関連

する再生可能エ

ネルギー・プロ

ジェクトの選択

が可能になるこ

とがある。 

市民社会はエネ

ルギーの共同生

産及び新たな分

散型モデルを通

じて、電力供給

網の一部となる

ことが出来る。

地方の関係者及

び 非 政 府 組 織

は、多国籍企業、

非政府組織、中

小企業をまとめ

る新たなビジネ

スモデルを用い

て、技術移転に

関与することが

出来る。 

公開政策プロセ

スへの市民社会

参加により、新

たな知識が創造

され、制度変更

が促される。 
 
市町村及び都市

は地方レベルで

も可能な再生可

能エネルギーの

技術開発を行う

ソリューション

を開発する。 
 
人々（個人また

は集団）は政策

の意図及び背景

の制約に整合性

がある場合、発

展するエネルギ

ーに関連した活

動をする可能性

がある。 

金融業界と経済

界 
 投資及びプロジ

ェクト開発にお

ける官民パート

ナーシップは政

策手段に関する

リスクの低減に

貢献する。 

再生可能エネル

ギー・プロジェ

クトの開発事業

者は、（1）計画

及び許可要件を

伴うプロジェク

ト 開 発 の 調 整

（2）地方におけ

るニーズと条件

に対する、計画

及び許可プロセ

スの適合につい

て、ノウハウと

業務用ネットワ

ー ク を 提 供 す

る。 
 
経済界は一貫し

て統合された政

策に対し、積極

的にロビー活動

を行う可能性が

ネットワーク及

び市場規則が明

確であると、投

資家の信頼性が

増す。 

融資機関及び政

府機関は政府と

提携し、長期低

利融資またはク

リーン開発メカ

ニズム（CDM）

を提供出来る。 

多国籍企業は地

方の非政府組織

または中小企業

を新しい技術開

発（新たなビジ

ネスモデル）に

関与させること

が出来る。 
 
法人及び国際機

関の整備は投資

リスクを低減さ

せる。 
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ある。 

インフラ ネットワーク規

則・市場規則に

政策を統合する

ことで、低炭素

経済に適したイ

ンフラ整備が可

能になる。 

ネットワーク及

び市場規則が明

確であると、投

資のリスクが低

下し、投資家の

自信が増す。 

 明確で透明性の

高いネットワー

ク規則及び市場

規則は、将来の

低炭素社会を補

完するインフラ

をもたらす可能

性 が 一 段 と 高

い。 

 都市及びコミュ

ニティの、長期

にわたるインフ

ラ及びネットワ

ーク開発の枠組

みにより、政策

の開発への地方

の関係者の関与

を持続させるこ

と が 可 能 で あ

る。 

政 策 （ 国 際 協

定・協力、気候

変動戦略、技術

移転など） 

超国家的ガイド

ライン（「合理

化」、海洋計画、

影響研究におけ

る EU など）は、

再生可能エネル

ギー政策を他の

政策と統合する

のに貢献する。

再生可能エネル

ギー政策の長期

にわたる政策公

約は、再生可能

エネルギー・プ

ロジェクトにお

ける投資リスク

を軽減する。 

超国家的ガイド

ラインは計画の

進展とプロセス

の許可に貢献す

る 可 能 性 が あ

る。 

開発法人はイン

フラ整備の持続

を支援し、低炭

素技術を利用し

やすくする。 

クリーン開発メ

カニズム、知的

財産権（IPR）及

び特許契約は技

術移転に貢献出

来る。 

非政府機関から

の 適 切 な 情 報

（インプット）

は、社会的に関

連するより多く

の合意を促す。
 
技術移転に関す

る専門家グルー

プ（EGTT）、地

球環境ファシリ

ティ（GEF）、

クリーン開発メ

カニズム（CDM）

及 び 共 同 実 施

（JM）などの気

候変動枠組条約

のプロセスの枠

組みは再生可能

エネルギー政策

決定における非

国家関係者の関

与を促進するガ

イドラインを示

す。 

 

11.6.1 エネルギーシステムにおけるイノベーション 
 
再生可能エネルギーが気候変動緩和において大きな役割を担う場合、包括的及び並行したステップは、エネルギー

システム内で変化が起こるようにする政策の実施である。多くの研究によって、現在は当たり前となっている社会

技術システムの歴史的な発生及び形成が再構築されてきた（馬から内部燃焼型エンジンへの移行（Geels, 2005）; 都
市衛生における汚水溜めから下水システムへの移行（Geels, 2004）など）。普及している技術は、その技術に対し

てより適した制度環境を発達させてきたため、確立された社会技術システムはイノべーションの多様性を狭める傾

向にあるという結論が一般に受け入れられている（David, 1985）。この環境は、技術を開発し普及するために、あ

るいはエネルギーシステムの深い移行を必要としない技術を開発するために、その技術をより容易かつ安価にする

ことで、技術を支援する（Grubler et al., 1999a; Unruh, 2000）。関係者、組織、及び経済の根本的な構造までも、あ

る程度、既存の社会技術システムに依存してきている。このことは強力な経路依存性を発生させ、競合するよりよ

い代替候補を除外（またはロック・アウト）する可能性がある（Nelson and Winter, 1982)）。 
 
以上の理由より、社会技術システムの変化には時間がかかり、その変化には段階的ではなくむしろ体系的な変化が

含まれる。最近の研究は、社会技術システムの急進的な変革が発生する可能性がある前提条件を理解するために、

現在進行中のイノベーション・プロセスに重点を置いている（Carlsson et al., 2002; Jacobsson and Bergek, 2004; 
Hekkert et al., 2007; Markard and Truffer, 2008）。これらの研究は、既存の制度的背景と技術開発の相互作用が、再生

可能エネルギー政策など、特定の推進政策の有効性（または失敗）を説明する上で重要であることを強調している。 
 
再生可能エネルギー技術は、世界の大部分で、現存するエネルギー供給構成の便益となるために構築されるエネル

ギーシステムに統合されつつある。その結果、インフラは現在の主要な燃料に有利に働き、考慮する必要のあるロ

ビー活動や利害関係も存在する（Verbong and Geels, 2007 など）。この状況に照らすと、再生可能エネルギー普及

政策は、それを取り巻く環境がより変化に対して貢献するようになった場合に、より効率的かつ効果的になり得る。 
 
技術変化は複雑なため、全レベルの政府（地方から世界まで）が政策を通じて再生可能エネルギー開発を促すこと、

非政府関係者も政策の策定や実施に関与することが重要である。最近、官民パートナーシップ、市民社会、及び事

業関係者が、政策の策定及び実施において果たす役割の影響力が増してきている（Rotmans et al., 2001; van den Bergh 
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and Bruinsma, 2008）。それに呼応して、政策科学文献の焦点は、「政府」から「ガバナンス」関連の研究に移行し

てきており（Rosenau and Czempiel, 1992; Rhodes, 1996; Newig and Fritsch, 2009）、政府とその他の社会的関係者の相

互作用及び政策実施の成功に対する影響を理解することに重点を置くようになってきている。政策アクションは、

見通しを立てる際と公共政策を策定及び実施する際に非政府関係者、ネットワーク、及び組織が含まれる場合に、

より効果的かつ効率的になると主張する者もいる（Rotmans et al., 2001; van den Bergh and Bruinsma, 2008）。 
 

11.6.2 再生可能エネルギー政策及び非再生可能エネルギー政策の補完 
 
政府の政策は、互いに補完し合う場合に効果的及び効率的となる可能性がより高くなる（Peters, 1998）。さらに、

個別の再生可能エネルギー政策の設計も、他の政策（他の再生可能エネルギーに特化した政策やその他の部門を対

象とした政策のどちらも）との協調に影響を与えるだろう。そのような協調は持続可能な開発の実施または実現に

おける要所であるとされているが（Jordan and Lenschow, 2000; Lenschow, 2002）、それは未だにどちらかと言えば

様々な解釈が可能な、定義が難しい原理である（Jordan and Lenschow, 2000; Persson, 2004）。部門別の政策間の食

い違い及び競合を解消し、複数のガバナンスのレベルにおいて同時にアクションを協調させるために強力な中央集

権的協調が必要であることは明らかである（Jordan and Lenschow, 2000）。しかし、国際レベルで容易に共有出来る

協調の「最良の方法」は少ない（Jordan and Lenschow, 2000）。 
 
政策（農業政策、エネルギー政策など）の補完性をそれぞれの独立した目的を考慮しながら、積極的に推進する試

みは容易な仕事ではなく、たとえば再生可能エネルギー輸送などに関して見られるように、潜在的な競合（経済対

環境、長期対短期など）とともに勝つか負けるかという状況や双方が得をする状況が発生する可能性がある

（Lenschow, 2002; Resch et al., 2009）。 
 
運輸部門における再生可能エネルギーの推進を直接的な目的としない多くの政策は、再生可能エネルギーに特化し

た政策の有効性及び効率に対して影響を与える可能性がある。「負」の側面で言えば、ほぼすべての輸送用液体バ

イオ燃料は現在、従来型の農業作物から生産されているため、農作物の補助金の撤廃は、輸送用液体バイオ燃料の

開発に対して直接的に影響する可能性がある（11.5.5 節、2.4.5 節、2.5.7 節、及び 2.8.4 節を参照）。逆に、価格シ

グナル（駐車料金、渋滞税など）による運輸需要の規制を目的とした都市運輸政策も、料金の控除による代替燃料

車への移行を促し、それによって再生可能エネルギー運輸の普及を促進する可能性がある（Prud’homme and 
Bocajero, 2005; Creutzig and He, 2009）。さらに、炭素原単位燃料基準（カリフォルニア州低炭素燃料基準法（California 
Low Carbon Fuels Standard）など）及び欧州排出量取引制度は、機会の均等化を助け、低炭素再生可能エネルギー

運輸燃料のインセンティブを生む可能性がある（Sperling and Yeh, 2009; Creutzig et al., 2010）。 
 
1.2.5 節及び 11.7 節で解説するように、再生可能エネルギー政策及び需要側措置は、再生可能エネルギーとエネル

ギー効率の相乗作用を活かして、互いに補完する可能性がある。たとえば、スマートメータ、時間帯別価格設定、

及び反応需要の利用によって、システム運用の利益となり、再生可能エネルギー供給に対して需要を一致させるこ

とが出来る需要負荷の移行が可能になる場合がある（Sioshansi and Short, 2010; 11.6.5 節及び 8.2.1）。 
 

11.6.3 金融リスクと投資リスクの削減 
 
広範囲の促進的環境には、再生可能エネルギー技術またはプロジェクトの特定のリスク・リターン・プロファイル

を反映する条件にて、ファイナンスへのアクセスを提供出来る金融部門が含まれる。ファイナンスやそのアクセ

ス・コストは、投資時に普及している広範囲の金融市場の状況、プロジェクトや技術及び関与する関係者の特定の

リスクに左右される。広範囲にわたる状況は再生可能エネルギー特有の政策の域を超え、政治的リスクや通貨リス

ク、エネルギー部門の他の部分からの投資をめぐる競争などのエネルギー関連問題、エネルギー部門の規則または

改革の状態を含む（ADB, 2007）。近代的な世界的資本市場の基本的原理は、民間資本は、投資を支配する規制枠

組み及び政策が透明で、熟慮されかつ一貫しており、投資のライフサイクルに相当する期間において投資家が確信

を持てる国または市場に流れるということである（ADB, 2007）。 
 
金融へのアクセスの改善は必要であるが、特に発展途上国の場合は、この改善が常に再生可能エネルギー・プロジ

ェクトの普及を十二分に推進するわけではない。一般的に、成功した公的ファイナンスメカニズムは、投資のプロ

ジェクトの準備を助け、関係する様々な関係者の能力を開発するために設計された技術支援プログラムと、金融へ

のアクセスを組み合わせている。設立されたが、ファイナンスの需要を見つけることも創出することこともできず、

実際には一度も資金を提供していない金融ファシリティの例は多い（UNEP, 2008）。太平洋諸島に見られるように、

ファイナンスへのアクセス、さらには目標へのアクセスでさえ、必ずしも十分とは言えず、再生可能エネルギーを

支援する具体的な政策を持つことも必要である（Box 11.1 を参照）。 
 
政府の再生可能エネルギー政策は、投資を促す環境を作る上で重要な役割を果たす可能性がある。11.5 節で述べた

ように、長期的なコミットメントは、再生可能エネルギー・プロジェクトへの投資からの予想されるリターンに関

する不確実性を軽減するため、再生可能エネルギー政策の有効性及び効率に寄与する。しかし、再生可能エネルギ
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ー政策を、再生可能エネルギー・プロジェクト向けの許可政策（11.6.4 節）、ネットワーク及び市場の経済的規制

（11.6.5 節）、技術移転を促し、可能にする政策（11.6.6 節）、及び政府を超えた再生可能エネルギーに対する姿

勢（11.6.7 節）と結び付けることにより、投資家のリスクに対する警戒心を減らし、より多くの投資を促すことが

出来る。具体的な例としてはネパールがあり、そこでは地方の能力の開発が、発展途上国におけるプライベート・

ファイナンスの誘致において大きな役割を果たす可能性があるということが示されている（UNDP and AEPC, 2010; 
Box 11.13 を参照）。 
 

11.6.4 地方における計画及び許可 
 
再生可能エネルギー技術の普及は、現存する伝統的な資源利用、保存価値、または商業的利益と干渉する可能性が

ある。再生可能エネルギー政策と他（環境、景観、農業など）の政策との統合、地方レベルでの潜在的な対立の解

消、及び再生可能エネルギー技術の持続可能な普及の保証のためには、規則が必要となる（詳細については第 9 章

を参照）。本節では、公的監視及び環境保護も保証しながら再生可能エネルギー普及を支援する計画規制のバラン

ス維持の課題について扱い、これまでの経験からの一般的な教訓を示す。技術特有の計画上の問題は、該当する技

術の章で触れる。 
 
空間計画（土地/海洋空間、景観）の推移は、社会の推移である（Ellis et al., 2009）。再生可能エネルギーかどうか

にかかわらず、視点、予想、及び利益の違いが明確になるのは、特定のプロジェクトの準備、設計、計画、決定、

及び実施の過程においてであることが多い。空間計画のシステムは、対立する利益及び価値に対応し、調停する枠

組み（一連の法律に基づく正式な規則及び手続き）を提供する（Owens and Driffill, 2008; Ellis et al., 2009）。適切な

計画枠組みは、プロジェクト・レベルにおけるハードルを下げ、再生可能エネルギー開発事業者、コミュニティー、

または家庭による再生可能エネルギー資源へのアクセス及びそのプロジェクトでの成功を容易にする。また、それ

によって、地方のコミュニティーまたは環境に有利に働かない可能性がある開発を防ぐことが出来る。 
 
この枠組みは、国家または地方の政治文化と合致し、地方の土地利用に関する意思決定をある程度地方政府の自治

に任せた政府のレベル間の管理的調整の伝統など、歴史的に培われた「やり方」を反映する必要がある（Kahn, 2003; 
Söderholm et al., 2007; Bergek and Jacobsson, 2010 など）。 
 
プロジェクトの立地に関する対立が発生するかどうかは、特定の背景及び検討中のプロジェクトの種類に大きく依

存している可能性が高い。たとえば、潜在的な風力エネルギー・プロジェクトは、景観の魅力が文化歴史的価値を

持つ場所では大きな障壁にぶつかる可能性があるが（Cowell, 2010; Nadaï and Labussière, 2010）、これが当てはまら

ない場所では受容の獲得においてそれほど大きな問題はない（Toke et al., 2008）。 
 
これまでの成功した再生可能エネルギー技術の普及では、国家及び地方両方における好ましい手続きの併用に依存

していた。利用の許可の「簡素化」などの普遍的な手続き調整は、場所固有の、及び規模特有の条件を無視してし

まうと思われるため、プロジェクト普及のレベルにおけるステークホルダー間の対立を解消する可能性は低い

（Breukers and Wolsink, 2007b; Agterbosch et al., 2009; Ellis et al., 2009）。再生可能エネルギーの立地及び計画に関す

る最近の証拠は、予防的かつ積極的な場所及び規模に合わせたシステムが必要であることを示している。そのよう

な計画システムに含まれる可能性がある要素を以下に示す。 
 
11.6.4.1 ステークホルダーの予想及び利害の調整 
 
再生可能エネルギー計画プロセスにおけるいくつかのケーススタディは、様々なステークホルダー間における利害

の調整の重要性を示している（Devine-Wright, 2005; Warren and McFadyen, 2010）。この調整は、違う関係者によっ

て公平に判断されたプロジェクト開発の手続きの採用（Gross, 2007）、「前処理プロセス」における再生可能エネ

ルギー・プロジェクトが様々なステークホルダーにもたらす可能性がある複数の便益の特定（創出、交渉）など、

様々な方法で行うことが出来る（Heiskanen et al., 2008a; Ellis et al., 2009）。 
 
11.6.4.2 再生可能エネルギーの普及における背景の重要性に関する学習 
 
プロジェクトに反対する人は、非常に豊富な知識を持っていることが多く（Ellis et al., 2007）、単純な無知または

誤解として片づけることは出来ない。地方の社会における再生可能エネルギーの背景を理解することで、再生可能

エネルギー計画プロセスにおける障壁が克服しやすくなる可能性がある（Breukers and Wolsink, 2007a; Raven et al., 
2008）。 
 
11.6.4.3 利益共有メカニズムの採用 
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再生可能エネルギー・プロジェクトに伴う利益（社会的、環境的、または金融的/経済的利益など（Madlener, 2007; 
J. Rogers et al., 2008; Walker, 2008））の大部分は、プロジェクト開発事業者及びより広い社会（特定のプロジェク

トに直接影響される地域を超えて）に帰する（D. Bell et al., 2005 など）。 
 
利益、コスト、及びリスクが不公平に分配されていることを認識し、より公平な利益共有を目指した取り組みを行

うことは有用である。特定のプロジェクトの開発によって発生した利益における地域コミュニティーの関与には、

デンマーク（Box 11.12 を参照）に見られるような共同所有（Deepchand, 2002; Meyer, 2007; Walker, 2008; Warren and 
McFadyen, 2010）、地方の請負業者及びサービスの利用/立ち上げによる地方の雇用（Faulin et al., 2006; Agterbosch and 
Breukers, 2008; Heiskanen et al., 2008a）、地方コミュニティーのインフラに対する開発事業者の直接再投資（Upreti 
and Van Der Horst, 2004; Aitken, 2010）、地方のコミュニティーへの一括払いまたは事業税を通した利益の移転

（Faulin et al., 2006; Nadaï, 2007）、エネルギー価格引き下げ（Deepchand, 2002）、または環境代償（Cowell, 2007）
が含まれる可能性がある。幾つかの研究は、地方の経済的関与が再生可能エネルギー・プロジェクトの受容の向上

に有利に働くことを示している（Jobert et al., 2007; Maruyama et al., 2007）。 
 
 
Box 11.12: デンマークからの教訓: 包括的アプローチ及び個人所有とコミュニティー所有の価値 
 
1970 年代以降、風力はデンマークのエネルギーシステムにおける主流の技術へと発展し、2009 年までにデンマー

クの電力の 20%を供給している。2009 年には、デンマークの風力産業は、同国の最大の製造産業で、約 24,000 人

の雇用を生み出し（Danish Wind Industry Association, 2010）、世界の市場の 20%を占めている（BTM Consult ApS, 
2010）。 
 
第一次石油危機は、エネルギーの安全供給に関する懸念をもたらし、エネルギー効率及び再生可能エネルギーが最

も重要な政治的優先事項となった。1980 年代以降、エネルギー安全保障、国内雇用の創出、及び輸出市場は、デ

ンマークのエネルギー部門の変換の主な動因であった（Danish Ministry of Energy, 1981）。 
 
長期的目標を伴う国家エネルギー計画に基づく政策メカニズムの組み合わせによって、再生可能エネルギーの開発

が促進されてきた。公的資金による研究開発プログラムは、メガワット規模のタービンの設計及び試験を目的に

1976 年に始まった。小規模タービン試験場が、リソ国立研究所に設立され、タービン設計に関する基本的知識を

改善するため、試験場と製造業の小企業の協調により、経験が現場にフィードバックされた（Sawin, 2001; Madsen, 
2009）。 
 
1979 年に、政府は、「システム認定」風力タービンの購入者に対する 30%の投資助成金に基づき、初めての最も重

要な市場刺激政策を導入した。この 10 年プログラムでは、技術改善と規模の経済によってコストが減るにつれ、

助成金の額が定期的に引き下げられた。最終消費者（一般の投資家）に対する投資助成金によって、1980 年代前

半までに小規模ではあるが強靭な産業が形成された（Madsen, 2009）。1985 年には、政府は、系統に組み込まれた

すべての風力を対象としたキロワット時当たりの補助金を制定した。その資金の一部は、二酸化炭素に対する税に

よるものである。風力生産者に対して公共事業体が支払う自発的な固定価格買取制度（小売価格の 85%相当）は、

1992 年に法律で定められた（Sawin, 2001; Madsen, 2009）。 
 
一般の投資家（小規模な協同組合を形成していることが多い）は、1990 年代を通して、設備された容量全体の 80%
以上を占めている。その大きな原因は、多くの政府による政策（特別優遇税制から所有制限まで）が地方の個人及

び共同所有を推進していることである（Madsen, 2009）。開拓期間の間は、個人及び協同組合に対するインセンティ

ブによって、自治体によるタービン専用地域の確保が促された。1992 年には、デンマークの地域計画局（Danish 
Planning Agency）が、デンマークのすべての州において許可プロセスを加速し、容量目標を立てるガイドラインを

始動し、コミュニティーにプロジェクトが位置する場所の管理権を与えつつ、立地に関する不確実性を解消した

（Danish Ministry of the Environment, 1993; Sawin, 2001）。 
 
また、公益企業に風力開発への参加を求めるエネルギー省の「契約政策」も重要であった。初めの契約は 1985 年

に開始され、公益企業は 5 年間にわたって、100MW の風力容量を建設することが求められた。公益企業義務は、2
度延長され、洋上の容量に関する初めての要求は 1990 年に出された（Sawin, 2001）。 
 
この約 30 年間の一貫した政策は、指導者が変わった 2000 年代前半によって中断されて、キロワット時当たりの補

助金が大幅に削減され、電力部門の規制緩和によって不確実性が生まれた（図 11.10 を参照）。ほとんどのプロジェ

クトは経済的に実行可能ではなく、計画構造の変化によってより大型のタービンの立地及び設置が遅れたため、

2008 年までに追加された容量はわずかである（Madsen, 2009）。 
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図 11.10: 1981～2010 年のデンマークの年間及び累積風力設備容量（BTM Consult ApS, 2010） 
 
それゆえ、政府は方針を変え、2050 年までに「100%化石エネルギーを利用しない」エネルギーシステムの実現を

政治目標として掲げた。2009 年時点で、デンマークは 2012 年までに再生可能エネルギーからエネルギー全体の約

20%、2020 年までに約 30%を得ることを目標としており、その中で風力が主な役割を担っている（European Union, 
2009）。その結果、開発はまた持ち直した。 
 
デンマークにおける公的な研究開発に対する一貫した支援は、風力技術の進歩、技術者の教育、及び製造基盤の開

発において重要な役割を果たした。直接助成金、及び後には投資家のリスクを減らした固定価格買取制度の形での

市場の刺激は、普及の拡大、コストの削減と幅広い支援、及び強靭な国内産業の確立において必要不可欠であるが、

大幅な政策の変化及び不確実性によって数年にわたって開発が滞った。最後に、デンマークの経験は、風力発電プ

ラントの地方所有によって市場の発達を促すことが出来ることを実証した。 
 
 
11.6.4.4 タイミング: 率先的な国家及び地方政府 
 
明確な手続き規則（許可の要件、控訴の論拠、責任の割り当て、プロセスのタイミングなど）は、開発事業者のリ

スクを軽減し、その他のステークホルダーの法的安全性を確保する上で重要である。 
 
国家計画政策は、革新的な技術を普及させようとする者のイニシアチブに対して遅れる場合があるため、そのよう

なイノベーションを妨げる可能性がある。技術及び規模に特有の課題に対応する法規制の変更または状況に応じた

アプローチが必要となると考えられる。たとえば、初期商業化段階にある海洋エネルギー計画は、既存の許可制度

において、一時的な権限が認められた場合にのみ作成可能なプロジェクトの影響データが求められる「動きが取れ

ない矛盾」状態に陥る場合がある（IEA, 2009a）。そのような場合、対応策として、プロジェクト・ライセンス貸

与、試験的開発地域、または特定の場所に対する承諾などが実施される。 
 
地方政府も、プロジェクト開発事業者が提出した再生可能エネルギー・プロジェクトの提案に驚かされることは多

い（Breukers and Wolsink, 2007a; Nadaï and Labussière, 2010）。デンマークの例に見られるように、包括的な計画の

開発やプロジェクト計画前の主要な立地地域の特定における地方の参画によって、オープンで偏りのない議論を行

うことが容易になる（Sussman, 2008）。 
 
最後に、国家レベルでの再生可能エネルギーに対する明確な政府支援によって、再生可能エネルギー及び関連する

影響を民間の問題ではなく公的な問題であることを認識させ、地方における偏りを解消することが出来る（Bergek 
and Jacobsson, 2010）。 
 
11.6.4.5 協調ネットワークの構築 
 
関係するステークホルダーが再生可能エネルギー・プロジェクトのプロセスに参加し、再生可能エネルギー普及の

ための協調の一部になった場合、長期的受容及びプロジェクトへの永続的なコミットメントは、そうでない場合に

比べてより実現しやすくなる。さらに、結果として得られるネットワークは、経験及び知識の交換における重要な

「媒体」となり得る。これは、再生可能エネルギーの開発をさらに助ける政策や制度などの変化を促す学習プロセ

スの支援につながる（Breukers and Wolsink, 2007b; Mallett, 2007; Negro et al., 2007; Dinica, 2008; Heiskanen et al., 
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2008b; Suurs and Hekkert, 2009）。また、協調は、景観価値の再生、風力に関する鳥類の保護の画期的な方法の発見

など、「やり方」の急激なイノベーションにつながる可能性もある（Ellis et al., 2007; Nadaï and Labussière, 2009, 2010
など）。 
 
11.6.4.6 論争の明瞭化と交渉のメカニズム 
 
再生可能エネルギー・プロジェクトの普及が、すべてのステークホルダーの利益となることは少ないだろう。しか

し、既存の正式な異議申し立ての手段では、既成のプロジェクト案に対して反対する機会しか与えられていない場

合が多い（Wolsink, 2000）。そのため、偏りや生産性の低下が発生する可能性がある（Healey, 1997）。関係者が建

設的な審議を通して結果として解決及び妥協に到ることを可能にするために、異なる視点を明確に示す機会を設け

ることは有用である（Cuppen et al., 2010）。たとえば、2005 年のエネルギー政策法の制定後、アメリカ・エネルギ

ー省及び内務省は、西部の 6 つの州において大規模太陽エネルギー開発向けに 24 の土地区画を特定し、公的なス

コーピング会議、ドラフト・プログラム環境的影響評価に対する市民意見提出制度（パブリック・コメント）、及

び包括的なプロジェクトのウェブサイトを通してそれらの地域の研究への国民参加を促した（US Department of the 
Interior, 2008; ANL, 2010）。 
 

11.6.5 再生可能エネルギー向けのインフラ、ネットワーク、及び市場の提供 
 
再生可能エネルギー・プロジェクトが計画承認を受領したのちは、以下の場合に再生可能エネルギー・プロジェク

トの構築に対する投資が行われる。（1）ネットワークへの経済的連携が合意された後 （2）プロジェクトがネッ

トワークとの再生可能エネルギー生産の「買い入れ」についての契約を結ぶ時 （3）通常は市場経由で行うエネ

ルギーの販売が補償される時。これらの要件を満足させる能力、そのゆとり及びコストは再生可能エネルギー・プ

ロジェクトが実現出来るかどうかの中核をなす。さらに、再生可能エネルギーがエネルギーシステムに統合される

方法は、再生可能エネルギーの統合全体のシステムのコスト（第 8 章を参照）や様々なシナリオの道筋のコスト（第

10 章を参照）に影響を及ぼす。本章は、統合について促進的政策及び利用可能な解決策に関連して解説している。

ほとんどの経験は電力部門におけるものであるため、本章の内容も電力に大きく偏っている。電力は、再生可能エ

ネルギー電力による冷媒温水冷暖房及び空間冷暖房、そして再生可能エネルギー電力輸送にも関連している（技術

的統合に関する詳細については 8.2.1 節を参照のこと）。 
 
これらの分野を司る経済的規制は、技術及び燃料に対して「盲目的な」ことが多い。つまり、技術または燃料の間

における区別がなされていないということである。しかし、そうだとしても、ネットワークとの再生可能エネルギ

ーの接続及び市場へのアクセスを促し、再生可能エネルギーに特有のインフラ要件が時宜を得て、費用対効果の高

い形で構築されるように、政策を実施することは可能である。 
 
11.6.5.1 インフラの建設及びネットワークへの接続 
 
ネットワーク・インフラに関する計画及び投資は、ネットワーク投資における規模の経済性が大きく（伝達の「鈍

重」）、ネットワーク拡張の影響及び受益者が幅広いため、多くの課題を抱えている（Keller and Wild, 2004）。こ

の問題は、発電、送電、及び電力消費者への電力の分配が階層的に分離されている国及び地域において、特に大き

な課題となっている。たとえば、発電が送電から階層的に分離されている北アメリカ及びヨーロッパ全域において、

ネットワーク投資に関して重要な議論及び様々な政策が行われている（Joskow, 2005; Buijs et al., 2010 を参照）。 
 
ネットワーク・インフラ投資に関する重要な政策議論の 1 つが、コスト割り当てに関するものである。一般的に、

ほとんどの政策が、1）すべてのネットワーク利用者があらゆるネットワーク拡張のコストをカバーする負担を共

有する、社会化されたコストの割り当て及び 2）特定のネットワーク更新による恩恵を受けたネットワーク利用者

のみがそのネットワーク投資コストを払う「受益者負担」の 2 つの極端なカテゴリーに入る（Krapels, 2010）。 
 
再生可能エネルギーのネットワークへの接続及び再生可能エネルギー発電と需要の間の電力潮流の増加に対応す

るためのネットワークの拡張は、より広い枠組み内で行われ、再生可能エネルギーの特有の特徴のため、一部の問

題をより悪化させる可能性がある。たとえば、再生可能エネルギー資源は、既存の電力ネットワークが追加的な電

力の輸送において限定的な余剰容量しかない地域に集中していることが多い。これらの地域は、エネルギー需要の

中心から遠く離れている可能性もある（8.2.1.2 節を参照）。再生可能エネルギーに関して、「受益者負担」型メカ

ニズムの支持者は、社会化されたネットワーク拡張コストにおいて、個々のプロジェクトがネットワーク拡張のコ

ストをまったく負わない場合、再生可能エネルギー・プロジェクトの非効率的な立地につながる可能性があると主

張している。再生可能エネルギー・プロジェクトは、最も品質の高い資源がある地域に位置することもあるが、追

加的なネットワーク・コストのため、需要中心地や既存のネットワーク容量に距離的に近い、資源品質の低い地域

における再生可能エネルギー資源よりもこれらの地域が常に経済効率が良いとは限らない（e.g., Hoppcock and 
Patiño-Echeverri, 2010）。 
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社会化されたコスト型のメカニズムの支持者は、ネットワーク投資は長期的なインフラ投資であり、システムが進

化するにつれ変化する幅広いネットワーク利用者の便益となることを指摘している。また、ネットワーク拡張に伴

う大きな規模の経済性と個別の再生可能エネルギー・プロジェクトに関連した大規模の再生可能エネルギー資源は、

個別の再生可能エネルギー・プロジェクトが必要とする規模を遥かに上回る最も費用対効果の高いネットワーク拡

張を導くことが多い。そのため、個別の再生可能エネルギー・プロジェクトにネットワーク拡張に対するファイナ

ンスを求める政策は、適切な規模の送電投資の効率的な発展を妨げる可能性がある（Puga and Lesser, 2009）。さら

に、個別の再生可能エネルギー・プロジェクトがより大きく効率の高い規模のネットワーク拡張のコストをすべて

負担しなければならないとすれば、本来、経済効率が高いと思われたプロジェクトが経済的に実行不可能になる可

能性がある（Access Reform Options Development Group, 2006）。 
 
送電インフラの計画、立地決め、及び建設にかかる時間が、特定の再生可能エネルギー施設の計画、立地決め、及

び建設にかかる時間を時折り大きく超えることも、課題の 1 つである。ネットワークの経済的調整の大部分が「事

前」コスト調整に基づくため、この困難性はより深刻となる可能性がある（Baldwin and Black, 2010）。つまり、ネ

ットワーク事業者は、ネットワークの強化を試みる前にしばしば規制認可を得なければならないということである。

しかし、個別のネットワーク強化の認可の前に、規制者は、ネットワークへの接続及びネットワーク資産の活用に

対する電力会社または消費者の意思に対する明確な資金面でのコミットメントを求める可能性がある。しかし、潜

在的な再生可能エネルギー電力会社が、計画の承認なしにネットワーク強化に対して資金的にコミット出来る可能

性は少なく、接続のコストを知らないまま計画の承認を得るために資金を使うことを嫌うだろう。これによって、

「動きが取れない矛盾」状態に陥ってしまう上に、それは再生可能エネルギー・プロジェクトとネットワーク強化

認可の時間スケールの相違によってさらに複雑かすることが多い（Locke Lord Bissell & Liddell, 2007）。 
 
再生可能エネルギー・プロジェクトのインフラ及び接続を時宜に応じて拡張及び強化するため、経済的規制者が、

「先行」または「事前」ネットワーク投資や本格的なインフラ強化に先立つプロジェクト接続を認めなければなら

ない可能性がある（Araneda et al., 2010）（実際に適用されている政策の例については 8.2.1.3 節を参照）。伝統的

に、経済的規制の枠内では、先行投資を認めることは、過剰投資資産（stranded assets）のリスクを高めると考えら

れている。そのような投資決定の付加的リスクを補うため、投資のリターン率引き上げの許可（Ofgem, 2008）な

どによって、ネットワーク事業者に対してインセンティブを提供する政策が実施される場合がある。もしそうでな

ければ、最終消費者が必要な送電更新のコストを負担することを求められる。 
 
11.6.5.2 再生可能エネルギーのネットワークへのアクセスとその組み込み 
 
エネルギーをネットワークへどうやって組み込むかという点、システム事業者が再生可能エネルギーを拒否する権

限を持つかどうかという点、そしてネットワークへのアクセスが拒否された場合に再生可能エネルギー・プロジェ

クトに対して支払いが行われるかどうかという点に関する規則及びコストはすべて、発電プラントの経済性及びそ

の投資を獲得する能力に対して大きな影響を与える（Strbac, 2007）。 
 
再生可能エネルギーに特化した政策は、これらの複雑な交渉を回避出来る場合がある。ヨーロッパでは、再生可能

エネルギー源から得た電力の推進に関する 2001/77/EC 指令で、EU 加盟国は、送電及び配電システムの事業者が再

生可能エネルギーによって得られた電力へのネットワーク・アクセスを補償するようにしなければならないとして

いる（European Commission, 2009a）。これは、接続と導管（系統への組み込み）両方を含んでいる。一般的に、常

にそうとは限らないが、固定価格買取制度の基本的な設計上の特徴は、定義されたプロセス及び報酬に基づいたネ

ットワークへのプロジェクトの接続及び電力の導管である。EU 指令の結果、ヨーロッパ諸国の一部、特に固定価

格買取制度を持つ国は、ネットワークへのアクセスを保証する系統連系規制を施行した。 
 
その他の地域では、新しい再生可能エネルギー発電へのアクセスが認められている可能性はあるが、再生可能エネ

ルギーによって得られた電力は、経済性または信頼性の理由により削減されている。風力の削減に関する最近の経

験によって、制約条件下でネットワークへの風力の組み込みを制限したり、または削減されている時間における風

力発電を補償したりする多様な政策が機能していることが実証されている（Fink et al., 2009）。 
 
11.6.5.3 ネットワーク基準 
 
歴史的に、ネットワーク設計基準は、特定のネットワーク安全保障水準を達成するため、ネットワークへのエネル

ギー・プラントの接続を契機に、強化要件を特定している。再生可能エネルギーの技術的特徴を考慮し、システム

安全保障を維持するため、前もってネットワーク基準を修正することで、接続及びシステム運用上の懸念を解消す

ることが出来る。たとえば、イギリスは 2001 年から、潜在的な懸念を事前に解消する方法を説明及び推奨するこ

とを役割とする複数の Work Group を持っている（DTI/Ofgem Embedded Generation Working Group, 2001; National 
Grid, 2008 を参照）。ネットワーク要件の基準に加えて、ネットワーク事業者は、プラントの接続を許可するに当

たって、電力会社に対して最低性能要件または最低設備要件を課す可能性がある。これらの要件は、「グリッドコ

ード」または「系統連系標準」と呼ばれることが多い（7.5.2.2 節及び 8.2.1.1 節を参照）。 
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11.6.5.4 システムの弾性の強化 
 
特に電力部門への再生可能エネルギーの統合における重要な課題の 1 つが、一部の再生可能エネルギー資源の変動

性及び不確実性への対応である。再生可能エネルギーの割合が増加するにつれ、エネルギーシステム内における弾

性の要件が大きくなる（P. Baker et al., 2009）。その要件は、エネルギー需要を満たしながら可変エネルギー出力を

統合するシステムの能力によって決まる。政策によってそのような統合を促すことが出来る。 
 
政策は、まず再生可能エネルギー生産における多様性の変動する平滑化効果を認めると考えられる（集約により予

想される統合の問題が軽減される（IEA, 2008a））。同様に、新たなメカニズムを作成または規則を修正し、電力

市場操作への（実際及び予想の）集約した再生可能エネルギー生産データの統合を保証するだろう。たとえば、ス

ペインは、再生可能エネルギー・コントロールセンター（National Renewable Energy Control Centre）とのオンライ

ン通信を用いて、すべての風力発電プラントのデータを委任コントロールセンター（Delegated Control Centres）に

集約することを義務付け、再生可能エネルギーを推進するという方法を選択した（Morales et al., 2008; Rodriguez, et 
al., 2008）。 
 
同様に、風力などの不定の出力再生可能エネルギーは、他のエネルギー資源ほど正確に遥か前には予想出来ないた

め、再生可能エネルギーは、3 時間前や 1 日前などではなく 1 時間前など可能な限りリアルタイムに近く電力の「バ

ランスを取る」ことによって、調節することが出来る。柔軟な電力取引規則によって、電力市場操作に対する予想

の誤りの影響を軽減することが出来る（IEA, 2008a）。変動性及び不確実性が高い再生可能エネルギー発電を管理

するシステムの能力を向上させることの出来る電力システムの変更もいくつか存在している。これらの変更は、既

存の政策の改正を必要とする場合が多いだろう。上述の例に加えて、システム内の配線能力の向上、リアルタイム

価格設定を含む需要側の管理措置の採用（Sioshansi and Short, 2010 など）、貯蔵容量の拡張、より柔軟性の高い火

力発電の利用、及び計画方法の改善はすべて、変動性のある再生可能エネルギーの統合を助ける措置の例である

（Alonso et al., 2008）（詳細については 8.2.1.3 節を参照）。 
 

11.6.6 技術移転及び能力開発 
 
再生可能エネルギー及びその他の低炭素技術における技術移転の障壁は、制度的、経済的、情報的、技術的、及び

社会的であるとみなされてきた（UNFCCC, 1998; IPCC, 2000; Wilkins, 2002; Kline et al., 2004）。多くの発展途上国

は、比較的発展した経済国において開発されたクリーン技術へのアクセスなしに産業発展の汚染が激しい段階を

「リープフロッグ」することが出来る可能性が低いと言われている（Gallagher, 2006; Sauter and Watson, 2008）。現

実には、再生可能エネルギー技術を含め、ほとんどの低炭素技術が、ごく少数の国において開発され、そこに集中

している。特定の再生可能エネルギーの特許に関する最近の研究（UNEP et al., 2010）で、6 か国（日本、アメリカ、

ドイツ、韓国、イギリス、及びフランス）が全ての特許出願の約 80%を占めていることが分かった。これらの技術

へのアクセス、適応及び発展途上国（及びその他の先進国）へのその拡散は、気候変動の緩和に対して貢献する能

力を大きく向上させる可能性がある。 
 
技術移転は、特定の関係者の独占領域ではなく、技術は、先進世界から発展途上世界に対してだけでなく、先進国

からその他の先進国または発展途上国にまで移転することが出来る。また、受け取る側の国における環境政策が採

用に対するインセンティブを示さない限り、クリーン技術は一般的に国境を越えないという点も重要である（Jha, 
2009; Lovely and Popp, 2011 など）。 
 
過去 30 年間における技術の進化及びイノベーションに関する重要な見識（Mytelka, 2007; Roffe and Tesfachew、日

付なし）は、技術移転はそれ自体が目的であるだけでなく、より大きな技術能力開発戦略を実現する手段でもある

という認識である。技術移転はプロセスであり、一度限りのやり取りではない。それはまず、現地企業か共同事業

契約及び外国直接投資のため、または特定の技術を組み込んだ製品またはサービスの消費のため、あるいは、その

ような生産物の生産能力に対するライセンス供与のために（Kim, 1991, 1997; UNCTAD, 2010c）、市場を介して企

業間で発生する。 
 
また、技術移転は、ある国から別の国への単なるハードウェアの移転と考えるべきではない（Dosi, 1982）。技術

移転は国内（都市から農村など）、産業間、学究的世界、及び非政府組織間においても発生する可能性がある。ほ

とんどの場合、技術移転は、技能及びノウハウに加え、技術に伴う知識及び専門性の移転（M. Bell, 1990, 2007; IPCC, 
2000; Ockwell et al., 2010）、つまり「ハードウェア、ソフトウェア、及びオルグウェア」の複合体も含む（Fodella, 
1989）。図 11.11 は、国家間の技術移転の技術的内容の様々な形を示している。 
 



最終版  再生可能エネルギー特別報告書（SRREN） 

SRREN 71/115 第 11 章 

 
 
図 11.11: 国家間の技術移転における技術的内容の様々な形（Ockwell et al., 2010; M. Bell,1990 に基づく） 
 
11.6.6.1 技術移転及び知的所有権 
 
技術移転プロセスにおける知的所有権（IPR）の役割は、国際的な気候変動交渉の文脈における多くの議論及び論

争の源となっている。一部の経験的研究（Ockwell et al., 2010）は、知的財産保護は、低炭素技術移転の成功におけ

る必要条件であるが十分条件ではないことを示唆している。国連環境計画、貿易及び持続可能な開発に関する国際

センター（International Centre for Trade and Sustainable Development（ICTSD））、欧州特許庁によって行われた最も

新しい経験的研究（UNEP et al., 2010）では、企業は、ライセンス供与の決定においてわずかではあるが、知的所

有権よりも科学インフラ、人的資本、好ましい市場状況、及び投資環境を重視する傾向にあることが分かっている。

同研究によって、回答の 70%が、貧困な発展途上国に対して柔軟なライセンス供与契約を提供する準備があること

も明らかになった。しかし、関税が高く、知的所有権の概念が厳密でない国においては、技術移転が停滞している

ことも分かっている。 
 
11.6.6.2 技術移転及び国際機関 
 
多くの発展途上国が、低炭素技術への容易なアクセスが無く、資金や技術の不足による化石燃料技術への固定化に

つながる可能性がある大規模な経済及びインフラの開発を行っているので、開発協力は、発展途上国における再生

可能エネルギーの採用を推進する上で大きな役割を果たす（IPCC, 2007）。国連気候変動枠組み条約（UNFCCC）
のプロセスにおいて確立された、クリーン技術の開発及び移転を促進するためのメカニズムには、技術移転に関す

る専門家グループ（EGTT)、地球環境ファシリティ（GEF）、クリーン開発メカニズム（CDM)、及び共同実施（JI）
などがある（UNFCCC, 2007b）。開発機関及び金融機関は、革新的な技術の実証、部門投資計画向けの軟化借款の

提供、及びすべてが投資を促すために利用される国際炭素基金による市場導入の道筋の調整または技術開発の推進

を行っている。 
 
現在、京都議定書に基づくメカニズムに含まれている技術移転のインセンティブは、クリーン開発メカニズムを含

む。クリーン開発メカニズムは、先進国が、発展途上国における排出量削減プロジェクトに対するファイナンスに

より、京都議定書のコミットメントを達成することを可能にする。2004 年まで初めのプロジェクトが登録される

ことはなかったが、1988～2007 年の 100 か国をカバーする風力技術の国際移転の分析によって、クリーン開発メ

カニズムが大きな効果を持っていることが分かっている（Haščič and Johnstone, 2009）。 
 
クリーン開発メカニズム・プロジェクトに関連する技術移転を分析した研究がいくつかあり（Haites et al., 2006; de 
Coninck et al., 2007; UNFCCC, 2007a, 2008, 2010; Dechezleprêtre et al., 2008; Schneider et al., 2008; Seres et al., 2009）、

そこでは、プロジェクトの約 40%（2009 年までの排出量削減の約 60%を占める）が技術移転を伴うとされている。

時間に伴うクリーン開発メカニズム・プロジェクトのための技術移転の割合の低下は、緩和技術が貿易、外国直接

投資、ライセンス供与などの従来型の経路で受け入れ国において開発または移転が行われていることを示唆してい

る（Hoekman et al., 2004; UNFCCC, 2010）。 
 
11.6.6.3 技術移転及びエネルギー・アクセス 
 
下位国家的レベルで見れば、近代的エネルギーのサービスにアクセス出来ない発展途上国の農村の貧困層は、日増

しに技術移転の議論から置いていかれてしまっている。必要となる革新的な能力の種類は、技術生産者として技術

の最先端でのイノベーションを起こすことではなく、地方の状況及び需要に合致した技術の採用及び適応またはサ

プライ・チェーン管理を含む傾向がある。都会から離れた農村のコミュニティーにおいて再生可能エネルギーに関

する適応、導入、保守、修理、及び改善の能力を得るためには、技術移転への投資を、専門性、導入に関する助言

及び訓練、技術適応、修理、及び保守を提供するコミュニティーに根差した拡張サービスへの投資によって補完し

なければならない（Ockwell et al., 2009; UNCTAD, 2010a）（Box 11.13 を参照）。 
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Box 11.13: ネパールからの教訓: 能力開発における先行公共投資の重要性 
 
ネパールの超小型水力発電所プログラム（National Micro-Hydropower Programme）は、主にコミュニティーが管理

する超小型規模水力発電システム（MHS）の供給を通して、ミレニアム開発目標の達成を早めることによって農

村の生活及び人間開発を強化することを目的としている。このプログラムは、環境省の下でネパールにおける代替

エネルギー開発プログラムの管理及び監視のための国家機関として設立されたセンターである代替エネルギー促

進センター（AEPC）によって管理されている（UNDP and AEPC, 2010）。 
 
1996 年から 2006 年にかけての同プログラムによる現地での経験によって、分散型エネルギー・アクセス・プログ

ラムを拡大し、民間ファイナンスを誘致するに当たって、能力開発が最も重要であることが明らかとなった。能力

開発の取り組みは、訓練及び管理の範囲を遥かに超え、計画、監督、及び監視、状況分析、ステークホルダーとの

対話、コミュニケーション、及びコミュニティーの動員の促進、訓練、制度と、実施能力と管理支援の確立や強化、

及び政策的助言の用意などまで及んでいる（UNDP and AEPC, 2010）。 
 
特に国家レベルでの重要な計画、状況分析、及び制度設定の取り組みのため、初期のプログラム・コストの 90%
以上が能力開発に費やされている。そのため、事前の公的資金援助を受けた投資（政府及び寄付による）が、農村

のエネルギー・プログラムの拡大に必要とされる機能的能力の開発に必要不可欠であった（UNDP and AEPC, 2010）。
 
しかし、体系的な介入、プログラムの成功、及び時間に伴う成熟によって能力開発が形成されると、それによって

市場の変革が起こり得る状態になる可能性がる。実際、研究によって、プログラムの後期に入ると超小型水力発電

プログラムに対する公的ファイナンスの割合は徐々に約 50%まで低下し、多くの民間部門による融資を引き付けて

いることが分かった。これは、民間の融資源、特にプロジェクトの多くの消費者/受益者の間で分散した融資源を

誘致する上で能力開発における公共投資の重要な役割を示している。コミュニティーは、現金を提供して銀行融資

を獲得し、それを労働貢献によって支払う（たとえば超小型水力発電システムのための水路の掘削など）ことで、

ファイナンス需要の大部分を補う（UNDP and AEPC, 2010）。 
 
結果として発生するエネルギーのサービスの生産的な利用によって、農村の経済が活性化し、小規模金融を含め、

さらなる民間投資を引き付ける可能性が高まる。所有権の育成も、消費者が技術を適切に利用及び維持するインセ

ンティブを与え、必要な持続可能性要素となることが分かっている（UNDP and AEPC, 2010）。 
 
訓練やコミュニティーの動員によって発生した地域の現地でのアクションによって、制度の確立や強化という形で

の能力開発の結果として作られた、地方及び地域の制度が周知された。また、これによって、「政策展開及び助言」

の機能的能力を与えるために得られた知識を用いた制度が国家レベルで周知された。この機能的能力が能力開発コ

ストの内に占める割合はわずかであるが、2006 年の地方エネルギー政策（Rural Energy Policy）の制定などのよう

に、政策展開や助言は、政策や規制の展開を周知する上で大きな役割を果たし、全体的なプログラムの成功と持続

可能性を支援する（UNDP and AEPC, 2010）。 
 
代替エネルギー開発プログラムの前向きな経験を通して得られた知識は、エネルギー・アクセスの提供及び地方の

経済開発と雇用創出の推進を目的とした地方のエネルギー資源の開発及び拡大のために、地方の機関、地方のエネ

ルギー消費者団体、非政府組織、協同組合と民間部門の組織を刺激して、動員することを目的としたネパールの地

方エネルギー政策（Rural Energy Policy）の展開に利用された（Government of Nepal, 2006）。 
 
まとめると、ネパールのプログラムで、広義の能力開発は拡張の成功において非常に重要であることが分かった。

さらに、地方のコミュニティーのステークホルダーの関与及び所有の概念の推進は、プロジェクトの持続可能性の

ために重要であった。体系的な介入を通して地方及び国家の能力を開発し、地方のエネルギーのサービス供給を拡

張するための政策展開を周知するためには、大規模な先行公共投資が必要とされると結論付けられる。しかし、こ

れらの先行投資が行われると、プログラムの後半にはそれによって民間からかなりのファイナンスを得ることが可

能となり、結果として後にかなりの経済的、社会的、及び環境的便益を受け取ることが出来る（UNDP and AEPC, 
2010）。 
 
 
国連科学技術委員会（CSTD）（UNCTAD, 2010b）は、北半球から南半球へ、もしくは南半球内での技術移転を促

すために、低炭素技術の研究開発に向けた新しい国際的な協調アプローチが必要であると示唆している。科学技術

委員会は、国連貿易開発会議（UNCTAD)及びその他の国連組織に、国家政府の粋を超えて関係者を共同研究者ま

たは指導者とする、低炭素技術の移転及び学習の促進において有効と思われる国際的な共同研究開発メカニズムの

構造を模索するよう要請した。 
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11.6.7 制度学習 
 
技術移転に加えて、制度学習も再生可能エネルギーの普及を進めるうえで重要な役割を担う。制度学習は制度変更

につながり、再生可能エネルギー政策の選択及び設計を制度が改善する余地が生まれる。これは、再生可能エネル

ギー・プロジェクトにおける位置決定や投資について多数の決定を行う必要がある、より深いレベル（農村の場合

が多い）での制度面の能力強化を図っている（Thelen, 1999; Breukers and Wolsink, 2007）。民間関係者及び市民社

会（地域エネルギー配電業者、小規模風力企業、地方自治体の首長、研究者など）は、管理形式、協調を通じた非

公式な契約などの新しい社会的技能を発達させている。それらは、現行の制度構造（電力規制、自然保護基準、計

画手順など）を通して活動し、再生可能エネルギー・プロジェクトを発展させるため、既存の社会的条件（信頼、

社会的一貫性など）に依存する（Agterbosch et al., 2009）。それらの識見によって、再生可能エネルギーの普及を

促進する政策を周知し、それに影響を与えることが出来る。政策立案者が、政策立案における協調的アプローチの

ためにこれらの非政府関係者を引き寄せられる場合に、制度学習は発生する可能性がある。柔軟性及び対応性の利

点について強調する者もあるが、その理由は、それによって政策立案者が実際の出来事、実験、最良の方法の探求、

再評価などから学ぶことが出来ることである（Smith et al., 2005; Stirling, 2009）。 
 

11.6.8 都市及びコミュニティーの役割 
 
自身の政策に再生可能エネルギーを組み込むことが多い都市、町、地方自治体、及びコミュニティーは、気候変動

緩和において重要な役割を果たす可能性がある（Droege, 2009; IEA, 2009a）（Box 11.14 を参照）。Droege（2009）
は、再生可能エネルギーを実施するための空間的、環境的、社会的、及び経済的能力に依存している気候変動政策

及び再生可能エネルギー政策を都市及びコミュニティーが実施するかどうか、またどうやって実施するかについて

述べている。REN21 の研究で調査された都市及び地方政府の約 20%が、再生可能エネルギーを組み入れた何かし

らの建設基準または許可政策を持っている。新規の建設における太陽熱温水暖房の義務化は、世界的に多くの国、

州、及び都市で実施されている。その他の義務には、再生可能エネルギー技術の将来的な導入を容易にする特徴を

建築物設計に織り込むことなどがある（REN21, 2010）。 
 
Droege（2009）及び IEA（2009a）はどちらも、人々が再生可能エネルギーの技術的側面を理解している場合（つ

まり技術的知識のある場合）に地方イニシアチブは発生し、成功した地方の経験によって他の地方の経験が強化さ

れると結論付けている。地方の政策立案者は、支援団体（たとえば 1,200 の地方政府が加盟する組織である持続可

能性をめざす自治体協議会（ICLEI）など）がある。 
 
 
Box 11.14: オーストリアのギュッシングからの教訓: コミュニティーのエネルギー生産及び利用の急速な移行の

ポテンシャル 
 
オーストリアのギュッシングは、EU で初めて炭素排出量を 90%削減（1992 年の水準以下）した町であり、現在、

省エネ、自給自足、及び環境保護に基づく環境に優しいエネルギー生産のモデルとなっている。ギュッシングの

10km 範囲内に 30 基の再生可能エネルギー・プラント（固体バイオマス、バイオディーゼル、バイオガス、及び太

陽光発電施設）が稼働しており、運輸、住宅用暖房及び電力用の町の燃料需要を満たしている。現地で作られ、送

電網に売られた電力は、現地の歳入を増加させ、その収益はコミュニティー及びその再生可能エネルギー・プロジ

ェクトへ再投資されている。2009 年までに、ギュッシングの再生可能プロフィールは、クリーン・エネルギーを

扱いたがっている 60 社の企業を誘致し、新たに 1,000 以上の雇用が生まれた（Droege, 2009）。 
 
街の変革は、莫大な燃料負債のため同首長が省エネ措置を実行し、すべての部門における現地で供給される再生可

能エネルギーとの置き換えによる化石燃料利用の段階的廃止を始めた 1908 年代後半に始まった（Droege, 2009）。
自治体政府は、現地で管理され、エネルギーのサービスを町及びより広い地域に提供する現地の再生可能エネルギ

ー・プラントの建設に着手し、資金面での支援を行った（BMVIT, 2007）。バイオエネルギーの生産のための新し

い原材料を生産する現地の農場及び森林を管理及び維持する政策も実行された（Droege, 2009）。いくつかの地方及

び地域の公的及び民間研究機関が技術的支援を行い、地域の自治体、オーストリア政府、及び欧州委員会からの助

成金によって地域暖房システムなどの新しいインフラの建設が支援された（Droege, 2009）。 
 
自治体のマーケティング・プログラムは、同地域に企業を誘致する手段としてのインターネット、パンフレット、

展示会、及びカンファレンスを通して再生可能エネルギーを推進した。しかし、自治体はそのモデルの輸出にも力

を入れており、ギュッシングの再生可能エネルギー専用センターは、クリーン・エネルギー及び気候保護目標に関

する社会の認識を高めるための活動を行っている（Droege, 2009）。 
 
この道筋における 2 年間の取り組みの中で、ギュッシングのエネルギー消費は大幅に減少した。2001 年までに、

ギュッシングは 100%の自給率を達成し、再生可能エネルギーを用いてすべての電力及び熱需要を満たすようにな

った（Droege, 2009）。 
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11.6.8.1 コミュニティー及び個別の結び付き 
 
コミュニティーは、個人が自身の世帯を超えた範囲で直面する社会的経験を提供する。社会規範がエネルギーに関

係する行動に影響し、エネルギーの「社会的可視性」が社会的規範の基盤となることを示す研究が増えてきている

（Nolan et al., 2008; Wilson, 2008）。社会的可視性は、再生可能エネルギーに対する人々の姿勢及び行動が社会ネッ

トワークを通じて伝達される程度のことである（Schultz, 2002）。この社会的コミュニケーションの形は、多くの

分散型再生可能エネルギーのようなイノベーションの普及プロセスにおいて最も重要である（Archer et al., 1987; E. 
Rogers, 2003; Jager,W, 2006）。住宅用風力または太陽熱の物理的可視性も再生可能エネルギーが日常的な話題とな

ることを促し、その「社会的可視性」を強化する（Hanson et al., 2006）。超小型コジェネレーションやエネルギー

効率などの可視性が低い技術に対しては逆のことが言える。実証プロジェクトは、「社会的可視性」の推進を助け、

潜在的な導入者は自分が実際体験したかのように再生可能エネルギー技術を観測、学習、情報交換、及び試すこと

が出来る。たとえば、太陽光発電の場合、実証プロジェクトは、オランダの住宅所有者と同様にアメリカの公共施

設管理者における、身近さの醸成及び認識されているリスクの軽減を促した（Kaplan, 1999; Jager, 2006）。 
 
11.6.8.2 市民社会の一部としての個人の役割 
 
支援社会的規範の影響は限定的となる可能性もある。家庭の文脈では、再生可能エネルギー技術は、習慣及び生活

様式によって限定されてきた（Sovacool, 2009a）。過去の経験及び習慣は、個人の行動の文脈における主要な要素

である（Brennan, 2007）。再生可能エネルギーは、深く組み込まれた日常生活、社会的慣習、時間利用のパターン、

生活様式などによって特徴付けられるエネルギー供給と利用の社会及び技術システムの一部と考える必要がある

（Shove, 2003）。これらの文脈的要因は、個人の行動よりも複雑ではあるが効果的でもある変化の媒体としての集

団行動の重要性を示している。このことは、政策立案者が再生可能エネルギー移行への個人の関与を望む場合にお

ける狭義の「態度行動変化」政策の枠を超えた協調的な体系的政策を支持している。 
 
情報及び教育は、エネルギーに関係する行動に影響を与えるための主要な政策手段として強調されることが多い。

それは、比較的低コストで、物議を醸しにくく、潜在的に力を与える自立的な選択の手段であり、個人の立場から

見れば強制よりも好ましい（(Attari et al., 2009）。しかし、行動に対する影響は広範かつ長期的であり、測定する

ことは難しい。というのも、環境に関する価値は行動と強い相関を持たないためである（Gatersleben et al., 2002; 
Poortinga et al., 2004）。つまり、情報及び教育に基づく政策のみに過剰に頼るべきではないことを喚起している。 
 
オーストラリアの町、ギュッシング及び第 10 章で見たシナリオの多くに見られるように（Box 11.14）、市民社会

の一部としての個人は、低炭素経済への移行において重要な役割を果たす可能性がある。そのような行動を動機付

けるものの普遍的モデルまたは認識は存在しない。むしろ、多くの要因及び制約がエネルギーに関係する行動に影

響しているが、これらの要因は必ずしも直接的に影響するわけではない。影響の原因には意図的なものもある。そ

れには、情報政策、公教育、または政策シグナル（エネルギー価格、財政上のインセンティブ）などが含まれる。

その他の影響は、個人の日常環境の一部となっている。それには、家庭内の日常生活及び関係、社会的慣習、個人

のコミュニケーションの基盤となる対人関係ネットワークなどが含まれる（Poortinga, 2004）。 
 

11.7 構造的変化 
 
現在、再生可能エネルギー政策が多くの国において技術開発及び再生可能エネルギー普及に対して影響を与えてき

たこと、及び一部の政策または特定の政策の要素は再生可能エネルギーの進歩においてより効果的かつ効率的であ

ったことを示す実質的な証拠が存在している。しかし、ほとんどの国において、エネルギー生産における再生可能

エネルギーの割合は未だに限定的である。世界規模では、再生可能エネルギーは 2008 年の一次エネルギー供給の

12.9%を占めていたと推定されている（1.3 節; IEA, 2010d）。今日、一部の国は再生可能エネルギーに関する 20～
30 年にわたる国家の経験及びそこから得た教訓を振り返ることが出来るが、それほど長期間のデータを持たない

国がほとんどである。そのため、再生可能エネルギーの割合を高い水準にするために必要となるものを評価する試

みは、大きな不確実性を抱えている。また長期的に再生可能エネルギーの割合を非常に高い水準にするべく設計さ

れた政策手段の併用の有効性及び効率性を完全に理解するためには、さらなる研究が必要である。 
 

11.7.1 シナリオと政策の関係 
 
第 10 章で示したシナリオは、エネルギーの将来には様々な可能性があり、2050 年までの一次エネルギーに占める

再生可能エネルギーの割合はそれぞれ異なっており、最大の例は 77%である。概念的には、このシナリオは、表

11.5 に示すような 4 つの潜在的なエネルギーの将来の象限に分けることが出来る。 
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表 11.5: 再生可能エネルギー及びエネルギー効率に対する第 10 章のシナリオの概念的な位置付け 
 

（3）高いエネルギー効率; 低い再生可

能エネルギーの割合 
（4）高いエネルギー効率; 高い再生可

能エネルギーの割合 

（1）低いエネルギー効率; 高い再生可

能エネルギーの割合 
（2）低いエネルギー効率; 高い再生可

能エネルギーの割合 
 
これらの象限を比較すると、いくつかの政策上の違いが明らかとなる。まず、象限（Q）2 に入るシナリオは、Q4
のシナリオよりも、世界の炭素目標を超過するリスクが高いと考えられる。2 つ目に、高いエネルギー需要によっ

て特徴付けられる世界におけるより大規模なエネルギーシステムを構築することが必要であるため、Q2 のシナリ

オは供給側においてより資本集約的となるが、再生可能エネルギー及びそれに伴うインフラに必要な投資は、再生

可能エネルギーの絶対的寄与率に依存する。3 つ目に、2 種類の再生可能エネルギーの割合が高いシナリオ（Q2 及

び Q4）には様々な社会的リスクが伴う。高いエネルギー効率と高い再生可能エネルギーを組み合わせたシナリオ

は、積極的なエネルギー効率政策（政策の受容の障壁を生む可能性がある）に依存するか、大規模な燃料（石油及

びガス）価格ショックと消費者側、及び政策からの適切な反応（たとえば化石燃料やエネルギー効率の低い原子力

技術の構造支援または迅速な置き換えなど）を想定している。それに対して、再生可能エネルギーの割合が高く、

エネルギー効率が低いシナリオは、多くの国における社会的受容の問題となりうる再生可能エネルギー供給インフ

ラの普及の水準の高さに依存している。 
 

11.7.2 技術と行動の変化の組み合わせから生じる構造的変化 
 
エネルギー・シナリオの、重要ではあるが潜在的であることが多い側面は、そのシナリオが技術開発を主な動因と

する変化を想定しているかどうか、またはエネルギーシステムの将来の開発の動因としての行動の変化を想定して

いるかどうかという点である。また、技術開発による変化を想定したシナリオは、漸増的な技術変化によって特徴

付けられる将来と破壊的な技術変化に基づく将来に分類することが出来る（Christensen, 1997）。同様に、行動の変

化を想定したシナリオも、漸増的なものと破壊的なものに分類出来る。「破壊的」は、既存の技術に取って代わる

ことで、新しい技術またはシステムの道筋を作るために既存の市場を変革または破壊する、低コストで、よりシン

プルであることが多い新しい技術を指す（Christensen, 1997）。これは、段階的または漸進的変化の逆を意味してい

る。 
 
ほとんどの「通常通り」のシナリオは、技術開発と行動変化の両方が漸増的であり続けるという想定に基づいてい

る。その結果、これらのシナリオでは、再生可能エネルギーの割合が高くなる可能性は比較的低い。しかし、破壊

的な技術に楽観的な世界では（Friedrichs, 2010）、このシナリオは再生可能エネルギーの競争力の向上を反映し、

より高い市場浸透率が達成されることになる（その他の低炭素技術の例に関する同様の議論については、Von 
Weizsäcker et al.（1998）; Lovins et al.（2004）を参照）。しかし、これらのシナリオにおける行動及び生活様式は、

これまで通りの世界に似ているため、エネルギー消費は高い水準に留まる。 
 
高い再生可能エネルギーの割合及び高いエネルギー効率に基づく将来のエネルギー構成を実現するまたは Q4 に収

めるためには、技術及び行動の両面において破壊的変化の発生が必要となる可能性が高い。 
 

11.7.3 長期的なエネルギー移行の調整に関する課題への対応 
 
多くの再生可能エネルギーはまだ、かなりの学習経済の獲得を必要としているため、短期的な視点からの政策評価

が、現在の技術開発支援から得られるより長期的な便益を過小評価する可能性がある。しかし、再生可能エネルギ

ーの割合を高める方向に構造を変化させるためには、どのような政策枠組みが必要となるのであろうか？ 
 
長期的な政策立案は、1940 年代中頃から 1970 年代にかけて一般的であった。当時、それは、政府主導の階層的計

画プロセスの形で実施されることがほとんどであった（Hiller and Healey, 2008）。このアプローチが使われなくな

った理由は、それが大規模な社会の変革（石油危機など）の予測に適していないこと及び増加の一途をたどる社会

的及び環境的問題の解決策を提供出来ないことである。 
 
しかし、この政策決定の概念は、政策科学において再度日の目を見ることになる（Voß et al., 2009; Box 11.15 など

を参照）。前段階のアプローチの限界を克服する取り組みにおいて、それは現在、政治的プロセス（選挙サイクル、

標準的政府プログラム、公務員の雇用期間など）で一般的である考慮時間を大きく超えて将来の 20～30 年を見据

えて社会経済的変革プロセスの構築及び形成の相互作用的プロセスである「長期的政策設計」として構築されてい

る。長期的な構造の移行を助けるために、政策は、多くの変形をもたらす力のある変化と展開に合わせて相互作用

する必要がある。そのため、長期的政策設計は、柔軟性、適応性、及び対応性が高くなければならない（Voß et al., 
2009）。 
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この新世代のガバナンスのアプローチは、審議、調査、及び学習による社会技術的変化の複雑なプロセスの誘導及

び促進を狙いとしており、社会における異なる区分（政府、市民社会、産業など）同士の相互作用に重点が置かれ

ている。そのため、調査的シナリオ、実験、及び学習は、特定の政策の組み合わせにおける重要な要素となってい

る。 
 
 
Box 11.15: オランダの技術及びイノベーションの枠組み 
 
再生可能エネルギー技術の大幅な増加を目的とした最近のイノベーション及び技術政策枠組みの顕著な例は、オラ

ンダのトランジション・マネジメント（Dutch Transition Management）の枠組みである（Kemp and Rotmans, 2009）。
2001 年以降、オランダ経財相は、「トランジション・マネジメント（Transition Management）」の名の下、長期的な

持続可能性プログラムにコミットしてきた。それは、エネルギー、運輸、食品、住宅などの部門における長期的変

革の目標及び関連する政策の組み合わせの入念な構築を含む（Loorbach, 2007）。移行管理における政策設計への特

有のアプローチは、5 つの主要な要素で構成されている。その要素は、（1）移行領域の確立（進行中の計画及び実

施プロセスに伴う産業、政治、及び社会の代表の幅広い支持層）、（2）将来の持続可能な部門構造の展望の開発、

（3）バックキャスティング法によるこれらの将来の状態への道筋の特定、（4）特に興味深い開発オプションのた

めの実験の実施、そして（5）監視、評価と修正である（Loorbach, 2007）。 
 
これらの経験は、研究者及び政策立案者からかなり関心を集めている。しかし、多くの重要な概念上及び実施上の

問題がまだ解決されておらず（Kern and Howlett, 2009）、トランジション・マネジメント（Transition Management）
の理論と実践の現状は、他の国が容易に真似してすぐに利用出来る方法論を示しているわけではないと言える。そ

れでもやはり、政策立案者が高い再生可能エネルギーの割合を目指す意欲的な目標を掲げることを決定した場合、

将来の政策の研究及び実施において、長期的政策設計の問題は非常に注目に値すると言える（Meadowcroft, 2007）。
 
 

11.7.4 「ブリコラージュ」と「ブレイクスルー」の共進化 
 
上述したように、象限 4 の高い再生可能エネルギーシェアと高いエネルギー効率のシナリオを実現するためには、

技術と行動両方の破壊的変化が必要となる可能性が高い（表 11.5）。そのような変化を実現する方法として長期的

政策の枠組みを開発する際、政策立案者は、技術的「ブリコラージュ」を試みる政策（関係する関係者側の高い適

応能力及び即興性による変化を目指し、より漸増的）や技術的「ブレイクスルー」を試みる政策（劇的かつより破

壊的な成果を生み出そうとする関係者のイメージを喚起するために実施される）（Garud and Karnøe, 2003））を選

択することが出来る。直観に反して、ブリコラージュ及びブレイクスルー政策が同時に推進された場合に、破壊的

な技術または行動の変化はより起こりやすくなる。O’Reilly and Tushman（2004）は、非常に器用な組織とは、漸進

的・破壊的イノベーションを同時に追求する技能を習得している組織であると言及している（O’Reilly and Tushman, 
2004）。同様に、ある産業の持続可能な変革の実現に破壊的・漸進的イノベーションが微調整された組み合わせが

必要なのであれば、これは、新興技術及び環境に優しい既存の技術の均衡が取れた開発という道筋の内 1 つだけに

専念するのではなく、両方に注力することが必要となることを示唆する（Hockerts and Wüstenhagen, 2010）。 
 

11.7.5 再生可能エネルギーの割合が高い世界への移行を促進する具体的な政策オプション 
 
低炭素エネルギーをベースにした未来（特に再生可能エネルギーを重視したもの）への構造的変化を可能にする破

壊的変化を促進するためには、より積極的な政策アプローチが必要となるだろう。その理由は、以下の通りである。 
 

・ 膨大な新しい投資が必要とされる。安定的かつ予測可能な政策の枠組み及び明確に伝達された長期目標がなけれ

ば（SRU, 2010; Teske et al., 2010）、投資家は、認識されている政策リスクのために、そのような投資を尻込みす

ると思われる（IEA, 2007a; Bürer and Wüstenhagen, 2009）。 
 
・ 不可欠なインフラ投資には、ある程度の財政支援または官民パートナーシップが必要となる可能性がある（たと

えば洋上風力発電のための系統網接続、集光型太陽熱発電の大陸間取引、新しい貯蔵施設など）（IEA, 2010a）。 
 
・ 低い水準の再生可能エネルギー浸透は、比較的少ない技術で達成可能であるが、再生可能エネルギーの割

合が高い世界は、成熟度の異なる再生可能エネルギー源の幅広いポートフォリオに依存する可能性が高い。

時間の経過と共にこれらの様々な技術を市場に投入していくためには、現在よりかなり高いレベルでの研

究、開発、及び普及の取り組みの継続が必要とされるだろう（Sanden and Azar, 2005; Neuhoff et al., 2009; IEA, 
2010a）。 

 
・ 新しいエネルギー技術の商業化を保証するためには、技術の研究開発のみでは不十分である可能性が高く、

研究開発と再生可能エネルギー普及政策の両方が必要であるという一般的なコンセンサスが存在している

（Grubler et al., 1999b; Norberg-Bohm, 1999; Requate, 2005; Horbach, 2007）。再生可能エネルギーの研究開発
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の投資は、新しい再生可能エネルギー技術の需要を同時に強化することで研究開発への民間部門投資を刺

激する政策によって補完された場合に、技術の進歩及びコストの削減において最も効果的となる。 
 
・ 経験から学ぶ柔軟性と同様に、戦略的な枠組み及び長期的なコミットメントと計画は、構造的変化を実現

する上で非常に重要となるだろう。オランダなどの国が、新しいエネルギー技術の実験及び前途有望な概

念の後の拡大のために保護された地域を作る具体的な普及政策を実施している（Sanden and Azar, 2005; Voß 
et al., 2009）。 

 
・ 現在最も早く成長している 2 つの再生可能技術、すなわち風力及び太陽熱は、その発電プロフィールにお

いて現在の発電技術とは異なっている。これらの変動しやすい資源の成長のさらなる継続のためには、効

率の低さをカバーしようとする場合、電力市場規則の適応が求められるだろう（Teske et al., 2010）。 
 
・ 最も再生可能エネルギーの割合が高いシナリオは、同時にエネルギー効率の大幅な増加を想定している。

一部のシナリオは比較的高い水準のエネルギー消費における再生可能供給源の割合を高く、そして多くの

再生可能供給源における技術的ポテンシャルも高いと想定しているが、再生可能エネルギーの割合及びエ

ネルギー消費がともに高いシナリオ（象限 2）は、必要資本及び社会的受容の問題に関して言えば、エネ

ルギー効率を同時に増加させる、再生可能エネルギーの割合が高いシナリオよりも厳しい制約に直面する

傾向にある（11.7.2 節を参照）。そのようなエネルギー効率の増加は、市場の力（燃料価格ショックなど）

または積極的な政策（炭素価格設定、エネルギー税、効率基準、ラべリングなど）によってもたらされる

可能性がある（Teske et al., 2010）。 
 
・ エネルギー消費の水準及び構成における化石エネルギーや原子力エネルギーの割合はともに、他の政策領

域、特に都市計画及び運輸政策との関連性が高い現在の戦略的選択に依存している（Dowall, 1980; Hankey 
and Marshall, 2010）。再生可能エネルギーの割合が高い世界の実現は、初期の政策統合に依存するだろう。 

 
・ 必要となる変化の大きさは、様々な政策への社会の同意を必要とするため、再生可能エネルギーに関する

国民意識を高める取り組みを増やすことになるだろう（IEA, 2010a; SRU, 2010; West et al., 2010）。 
 
総合 
 
どのような技術を推進するにしても、低炭素の未来への移行を実現するためには膨大な投資が必要となるだろう

（10.5 節）。そのような移行には、技術及びインフラへの民間投資を大幅に増加させる魅力を持った追加的な政策

が必要とされるだろう。投資家の視点から見れば、再生可能エネルギー技術のさらなる普及は、新しい市場機会に

つながると考えられる。 
 
文献では、再生可能エネルギーが高い費用対効果と普及率を達成するには、再生可能エネルギーの長期的な目標と

経験から学ぶ柔軟性が重要になると示されている。再生可能エネルギーの割合を高く保ちながら温室効果ガス濃度

安定化レベルを達成するには、今後数十年にわたり現在のエネルギーシステムの構造的変化が必要となるだろう。

このため、リスクを軽減し、再生可能エネルギー及び関連インフラへの投資に対応した時間枠を超えて安定性を提

供する魅力的なリターンを実現する政策の枠組みを系統的に発展させる必要があるだろう（11.6 節及び 11.7 節を

参照）。エネルギーのインフラが開発途上の場合や、エネルギー需要が将来増加すると見込まれる場合は、適切か

つ信頼し得る手段が一段と重要になる。 
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